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海運労使一インダストリアル

・キャリアーの視点から

細図輪顯餐ll松永宏之

ぜ

　経済のグローバル化の波は、我が国経済界

にも大きな構造的変化をもたらし、最近では

銀行、商社や大手製造業等を中心として、統

合、提携、部門毎の特旨など様々な形で現れ

ている。私のバックグラウンドである日本の

石油業界でも、大型合併、大型提携が伝えら

れ、生き残りをかけた業界再編成が進められ

ようとしている。この後に来るものは、間違

いなく凄まじい合理化と減量であることは論
ずるまでもない。

　我が国外航海運においても、昨年後半より

大型合併が続いたが、国際競争力の強化と企

業体質の改善は焦眉の急であり、日本海運業

界の将来を想えば、必然の道程であったと想
う。

　さて、この様な状況の中で、今年も全日本

海員組合との賃金交渉は、例年どおりの交渉

方式で妥結し、今後更に、「賃金体系」の改定

に関する協議が重ねられると聞いている。現

行の交渉方式、賃金体系は、長年にわたる労

使交渉の結果として生まれてきたものであろ

うが、外航海運を取巻く環境は激変しており、

企業問格差も拡大するばかりである。その中

にあって、日本人船員の就労体制、その他生

涯勤務形態等も変化していることは何人も認

めるところであり、立場の違いはあっても、

労使双方何らかの対策を打たねばならないと
思っていると思う。

　ところが賃金体系の見直しについて、協議

すると言い出してから数年の歳月が経過して

いるが、遅々として進んでいないようである。

世のrFrの変化とその対応スピードの点におい

て、他業種企業の労使交渉と比較して、国の

基幹産業たる外航海運がこの様なことで良い

のか、率直に言って不安を感じる。陸上他産

業においては、先述のとおり企業の生き残り

をかけて、職務給、職能給、年俸制、業績評

価制度等を導入し、年功序列型賃金からの脱

却が計られているが、最も職能給の導入に適

した官制の職階を持つ船員社会に、本当の意

味での職能給が導入できないでいることは、

他産業から見れば到底理解できないのではな
いかと私は思う。

　全日本海員牛合は、口歳入船員の確保を常

に主張しているが、現実は刻々と外国人船員

への依存度が増し、それに伴って日本人外航

船員の減少が進行している。賃金の内外格差

から生じる企業の海外流出や外国人労働者へ

のシフトは、本質的には、経済のグローバル

化による国内産業の所謂〈空洞化〉の問題で

あり、市場原理としてしかたがない側面もあ

るが、船員賃金のありかたに対する外航労使

の姿勢も、空洞化へ拍車をかける一つの原因

として挙げられるのではなかろうか。

　長年、ユニオンショップ制としての全日本

海員組合の存在は、船主にとって国際競争に

うち勝つためのコスト合理化の流れの中で、

賃金問題ばかりでなく、配乗構成の変更や臨

機の船舶の処理等において、とかくむずかし

い存在であると考え勝ちであるが、間もなく

国際船舶制度が実施の段階に入り、このまま

放置すれば張本人船員の存在すらあやぶまれ

ている今日、今のままの外航海運労使関係で

良いのであろうか。「競争力は唯一、人材か

ら生まれる」（ジャック・ウェルチ）のである。

　今後、環境対策をはじめ沢山の課題を抱え、

ますます国際化の様相が強まる中、海運労使

は、2玉世紀の日本外航海運の構築のため、「労

使は運命共同体」の原点にもどって、胸襟を

開いて話し合う時がきているのではないだろ
うか。
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海運関係分野のさらなる規制緩和を要望

一運輸大臣等に36項目の要望を提出一

　平成11年10月29日、当協会は運輸大臣および

政府の行政改革推進本部規制改革委員長等に対

し、規制緩和要望（資料参照）を提出した。こ

れは、わが国海運業界の意見を政府が推進して

いる「新たな規制緩和推進3ヶ年計画」〔平成10

～12年度）の平成11年度末改定に反映させるこ

とを目的としている。

　現在、わが国外航海運企業は、諸外国海運企

業に劣らぬ経営効率を達成するため必死の努力

を傾注しつつ、熾烈な国際競争を行っているが、

こうした努力の前提には外国の海運企業と1司等

の条件で競争し得る環境の整備、すなわちイコ

ールフッティングの実現が喫緊の課題となって

いる。また、内航海運においても引き続き国内

物流の大動脈として安定した役割を果たしてい

くため、構造改善のための環境整備を推進する

ことが必要である。そのためには、企業の自由

な事業活動を阻害している規制の撤廃や、社会

・経済の実態に合わなくなった法制等の改善が

急務となっている。

　当協会は、今回の要望を取りまとめるに当た

り、平成10年11月3Q日付で運輸大臣等に提出し

た前回の要望項目のうち、未だ措置されていな

いものや、措置不．卜分なものを洗い出す一方、

本年6月に実施した当協会会員に対するアンケ

ートで新たに提起された新規要望IO項目（資料

中、「新規」と表記したもの。ただし、要望の

趣旨が継続している項目を除く）加え、全36項

目の要望を行った。

　当．協会としてはこれまで行ってきた要望の内、

相当数について措置あるいは措置予定とされ、

一定の規制緩和が推進されていることを評価し

つつも、未だ措置されていないものや、措置不

十分なものも多く残されているため、今後とも

粘り強く規制緩和の推進を働きかけていくこと

としている。

　今回の要望中、制度上、改善すべき項目とし

て挙げたのは以ド4項目である。

1，わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競

争力を改善するための全般的な見直し（円滑

　な国際物流を可能とする観点から）
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　港湾ユーザーの立場から、港湾関係の諸税

・諸料金や外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適

正化を求めるとともに、港湾運送事業法の見

直しや、輸出入・入出港手続き全般の簡素化

とEDレペーパーレス可等を要望した。

　日本籍船を所有または裸用船することがで

きなくなった船社の雇用する船員が船員保険

の被保険者資格を失わずにすむよう、船員法、

船員保険法、船員職業安定法等の見直しを要

望した。

．）

2，国際船舶制度への日本人船長・機関長2名

　配乗体制の推進

　　国際船舶における口本人船・機長2名配乗

体制を実現するために必要な資格を外国人船

員が容易に取得できるよう、関連法規の整備

　を要望した。

3．船員保険の被保険者資格の見直し

4．船員職業紹介事業等の自由化

　　陸上における職業紹介事業等の現状を踏ま

　え、船員についての労務供給事業や職業紹介

　事業等を自由化するため、船員職業安定法の

　改正を要望した。

【資料】

＊新規項目については、参考までに（新規）と表

　示した。但し、要望の趣旨が継統している項

　EIは除く。

海運関係規制緩和要望項目

　　　　　　　　　　　　　平成11年10月29日

　　　　　　　　　　　　　（社）日本船主協会

1．制度上改善すべき項目

1．わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争

力を改善するための全般的な見直し（円滑な国

　際物流を．円’能とする観点から）

①　港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶

　固定資産税）ならびに諸料金（入港料等）の

　適正化
　　船舶には、入港に際して、とん税、特別と

　　ん税、船舶固定資産税の港湾関係諸税、なら

　　びに入港料等の港湾関係諸料金など様々な公

　租公課等の負担が課されており、これらの徴

　収の考え方を明確にした上で、諸外国のそれ

　　らと比べての負担水準の適正化を図る。

②外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化

　　　料金設定方法（個別原価主義による）を見

　　直し、荷動きの実態や公共埠頭料との格差等

　　を勘案した、より弾力的で国際競争力のある

　　料金設定を可能とする。

　③　港湾運送事業法の改正ならびに更なる規制

　緩和の推進

　　運輸政策審議会の最終答申に沿って港湾運

　送事業法の改正を早期に実現するとともに、

　本答申で対’象となった主要9港以外の諸港に

　ついても規制緩和への検討が継続して行われ

　るべきである。

④通関・保税業務をはじめとする輸出入・入

　出港手続き全般の簡素化とEDI・ペーパーレ

　ス化（詳細は別紙参照）

2．国際船舶制度への日本人船長・機関長2名配

乗体制の推進

　国際船舶における原則日本人船長・機関長2

名配乗体制については、外国資格受有者の承認

制度の創設を含む船舶職員法改正法案が1998年

　5月越通常国会で可決、成立した。．今後、2名

配乗体制を実現するために必要な資格を外国人

船員が容易に取得できるよう、関連法規を整備

することが必要。

3，船員保険の被保険者資格の見直し

　　日本籍船を所有または裸用船することができ

　なくなった事業主が雇用する船員については、

　原則として船員法に規定する船員ではなくなる

　ため、船員保険被保険者資格を失うこととなる。

　この場合、現在は1年以内に当該事業主が目本

　船を所有する旨の確約書を提出することにより

　資格継続を可能とする槽置が講じられているが、

　このような特例によらず、例えば船員法上の秘

せんきょう　平成11年11月号
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員の範囲の見直し、船員保険法の特別加．入1｝111度

の創設、あるいは、船員職業紹介事業等の許可

の要望とも関連するが、有料の労務供給事業を

船員職業安定法上で認め、同事業を営む事業主

の雇用する船員については、外国籍船に雇い入

れされる場合も含めて、船員保険の被保険者資

格を付与する等により船員保険の被保険者資格

が継続できるようにするための見直しが必要。

4，船員職業紹介事業等の自由化

　船員に対する有料職業紹介所の設置等に関す

　るILO第179号条約の批准、および国内法制化

　については「船員職業紹介等研究会」で検討中

　あるが、条約の趣旨と陸上における職業紹介事

　業等の現状を踏まえ、船員についての労務供給

事業、職業紹介事業等の自由化を実現するため

　の船員職業安定法の改正が必要。

H．実務上改善を要する項目

〈船員関係＞

5．海技免状の受験資格としての乗船履歴に係る

　トン数区分の見直し（訂CW条約要件に合わ

　せる）

　　海技免状の受験資格としての乗船履歴に係る

　トン数区分の見直しについては、鏡℃W条約

　の要件と一致していないので、将来的には整合

　性を図る必要がある。

　　過渡的には、条約要件に合わせた新たな規則

　の下で、従来の乗船履歴をどのように認定する

　か等の問題発生が予想されるので、これらの問

　題も含めて検討することが必要。

〈船舶無線関係＞

6．主任無線従事者制度受講義務の簡素化

　　主任無線従陣者に対する講習は、最初の講習

　が選任6カ月以内、その後の講習が前回の講習

終了後3年以内とされているが、船舶無線局の

　無線従事者は、陸上無線局とは異なり乗下船を

　繰り返しており、定められた講習期日が下船期

　間中に合致するとは限らない。船舶無線局の無

線従事者に対しては、講習周期の見直しや再講

　習に代わる通信教育の導入等を図ることが必要。

7．主任無線従事者・無線従事御選（解）任届の

　簡素化

　無線局の免許人は無線従事者を選（解）任し　［

た時は遅滞なくその旨を郵政大臣に届け出るこ

ととされているが、船舶無線局の無線従事者の

選解任は頻繁に行われることから、本届出の簡

素化を図るべきである。例えば、船長を免許人

の代理とし、無線従事者を選解任した時は責任

を持って所定の様式に記録しておき、無線局検

査の際に同記録を提出するなどの簡素化が必要。i

8．三級海上無線通信士認定講習に必要な実歴要

件の緩和（新規）

　　三級海上無線通信士認定講習の受講には、第

　．一級海上特殊無線技士資格取得：後3年頃実歴が

必要とされているが、この実歴を短縮すること

が必要。

9，三級海上無線通信士認定講習のうち英語に係

　る講習時間の短縮　（新．規）

　　三級海上無線通信士の認定を受けるには63時

　間の講習が課せられており、そのうち33時間が

　英語の講習に費やされている。講習を受ける者

　は、海技士（航海／機関）の資格取得時にも英

　語を履修していることから、講習時問を軽減す

　ることが必要D

lO．船舶局無線従事者証明に係る講習開催日の変

　更（新規）

　　船舶局無線従事者証明に係る講習は、現在、

　7月と／月に実．施されているが、この講習の開

　催口を三級海上無線通信士の国家試験（9月と

　3月に実施）の直後とし、受講者の便宜を図る

　ことが必要。

U．電波法無線従事者規則（試験科則の見直し

　（新規〉

　　電波法無線従事者規則で｝よ、「和文による送

　話および受話」の試験を義務付けているが、現

　在、和文通話表による和文の電送は全く使用さ

　れていない。航空無線通信士の試験は欧文だけ

　であることなどを踏まえ、本科日を瀞i除するこ

　とが必要。

12，義務船舶局等の無線設備に関する操作規定の

　見直し

　　義務船舶局の無線設備の通信操作は、モール

　ス通信設備の通信操作、重要通信に関する通信

　操作等の特殊な通信技術操作を除けば、簡単な

　操作として、通信長の管理の下で全ての機器に

せんきょう　平成ll年11．月号
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　関する操作が一般乗組員に可能と思われること

　から、主任無線従事者を選任しなくともこれが

　できるよう全面的に見直すことが必要。

13，GMDSS船搭載無線機器の陸上保守点検間隔

　を6ヵ月から工年に延長する。

　　1992年にGMDSS制度が導入された際、暫

　定的に6ヵ月毎の陸上業者による保守整備を定

　めたが、最近の無線機器は品質も向．．ヒし、自己

　チェック機能も備えていることから、6ヵ月毎

　の陸．ヒ業者による保守整備は不必要。

14．インマルサット船舶地球局の免許人指定の見

　直し

　　インマルサット船舶地球局については、船舶

　の運航管理者が免許人になれないため、現在、

　免許人は全船舶ともKDDである。　GMDSS船

　では、インマルサットCが強制要件であり、

　責任管理体制を考慮すると、免許人は本船の運

　航管埋者とすることが望ましく、船舶無線局と

　同様、本船に設備されているインマルサット船

　舶地球局の免許人についても船舶運航管理者と

　することが必要。

15．船舶局における短波帯周波数についてスポッ

　ト周波数指定方式を変更し、ITUによって国際

　的に認められた全ての周波数を一括指定するこ

　と。

　　短波帯の希望周波数は、就航航路により利用

　海岸局並びに同局の使用周波数を考慮して決定

　しているが、就航航路の変更等が生じた場合は

　選定しなおさなければならず、特に．一時的な就

　航航路変更に対する対応は煩雑かつ膨大な作業

　となるので、n’Uによって国際的に認められた

　全ての周波数の利用を可能とすることが必要。

〈検査関係＞

16．石油備蓄法に基づくGPS精度鑑定および

　GPS測位記録紙の提出の廃止

　　石油備蓄法により、日本領海に入域したタン

　カーに対し、入港するまでの船位の記録の報告

　を義務付けている。また、GPS受信機の船位測

　定精度維持を確認するため、2年に1回の割合

　で資源エネルギー庁が認めた検査機関による検

　査が義務付けられている。しかしながら、当該

　検査については、GPS受信機は型式検定によ

せんきょう　平成11年11月号

り担保されているばかりではなく、船舶安全法

に基づく船舶検査の対象（近代化船）でもあり、

また、記録紙についても他の文書を活用できる

と思われるので、これらを廃止することが必要。

＜港湾・細務関係＞

17。危険物積載船の入港および荷役に際しての危

　険物貨物の数量制限の緩和

　　危険物の荷役許容量については、日本海難防

　止協会（日海防）の委員会で合意され、1974年

　に規則として制定されたものであり、今日まで

　の貨物のコンテナ化、危険物規則の度重なる発

　展的改正および危険物を収容する容器の進化等

　を勘案し、荷役許容量を．見直すべきである。

　　先般、日海防で行われた「船積み危険物の性

　状・荷役許容量等に関する調査研究委員会」に

　おいても同様の意見が出されている。

　　危険物積載船が危険物船舶運送および貯蔵規

　則（危規則）に基づき船舶の安全を確保するこ

　とは、港内の安全および秩序を維持することと

　密接に関係しており、国際的には同規則の基と

　なっているIMDGコードに基づき、危険物積

　載船は危険物運送のための安全対．策を実施し諸

　外国の港に入港している。一方、日本に寄港を

　予定している船舶については、港則法に基づき

　危険物積載量が制限されているが、船舶の安全

　性が危規則およびSOL邸条約等国際規則に基

　づき確保されている以上、安全性について検討

　すべき事項は、危険物積載量ではなく荷役時の

　ハンドリング技術および岸壁に一時的に置かれ

　る危険物の総量であり、今日の荷役時のハンド

　リング技術の向上とコンテナ点心による危険物

　貨物の速やかな搬出状況を考慮すれば、その数

　量制限の緩和は可能であると考えるので、標記

　要望について再度検討願いたい。

18．危険物を積載したコンテナ船の夜問荷役の制

　限の緩和

　　昼間と同様の安全性が得られ難いことから、

　IMO　CIass　1の夜間荷役が禁止されているが、

　コンテナバースにおいては危険物積載の有無に

　かかわらず夜間荷役作業の安全性確保のため必

　要な照度を確保しており、それを前提に緩和を

　検討すべき。



圖

19．危険物積載船の荷役終了後桟橋でのレーダー

　の試運転許可について（新規）

　　港則法に基づく危険物荷役許可申請に対する

　許．可基準において、原油タンカーおよびLNG

　／LPG船等に対し、着桟中の本船レーダーの

　使用が禁止されており、本船の荷役終了後にお

　いても、着桟中のレーダーの試運転ができず離

　桟後の試運転を求められ、船員法第8条に基づ

　く発航前の検査が困難な状況がある。勿論、荷

　車中のレーダー使用は、防爆性の点から禁止さ

　れることは理解できるが、荷役終了後について

　は、ガス等の発生は考えられず、発航侮の試運

　転を許．司『すること。

20，ダブルハル化により15万総トン以上となる船

　舶の浦賀水道航路航行制限の見直し

　　航行指導等による書面での通達は出ていない

　が、現実的には浦賀水道を航行する15万総トン

　以上の船舶は、04：00から08：00問の北航およ

　び／6：00から20：00問の甫航を制限されている

　ため、出入港声問が制約され、スケジュール調

　整などにより大きな経済的負担を被ることもあ

　る。特に．、現在．規制の対象となっていないVLCC

　等の船型であっても、今後はダブルハル船とし

　て建造されることとなるため15万総トンを超え

　ることとなる。この結果、これまで規制対象外

　であったものがより安全な構造を採用したため

　に規制対象となる矛盾を生ずるとともに、操縦

　性能には特に変化がないことから、規制の廃止

　或いは載貨重量トン数の採用等その基準の見直

　しが必要。

21．2万5千総トン以上の液化ガスタンカーに対

　する航行安全指導および安全対策確約書に基づ

　く、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海への夜間入出域

　制限の撤廃について噺規）

　　浦賀水道航路および伊瓢湖水道航路蹴出1

　時間前から日没までの間に航路に入る）、備讃

　瀬戸東・北・南航路および水1島航路（巨大船は

　昼間に航路航行）、来島海峡航路（巨大船は昼

　間の憩流時又は弱順潮流時に中水道を航行）、

　友ケ島水道・釣島水道および豊後水道（速吸瀬

　戸を含む）等の狭水道（出来る限り夜間には通

　過しない）等の航行安全指導および安全対策確

　約書によって、東京湾、伊勢湾および瀬）ゴ内海

への夜間入出域が制限されている。当該船舶の

本邦バース内向可能時閻は、ほとんどのバース

が日出から日没3時間前となっており、入湾に

ついて制限を撤廃することによって、日出に合

わせた船舶の入港が可能となり、現在湾口付近　1
で蘭魏のために行われているドリ・テ・絹

　グ等による付近航行船舶の安全航行に．与える影　i

響の緩和と物流の効率化につながる。また、本　i

邦バー禰桟可融問は1まとんどのバースが国

　出から日没となっており、荷役を終了し離桟後、ミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　当該航路に制限時間内に入れない場合、当該港　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で沸騰による滞船を余儀なくされ、船舶の1

　効率的な運航を阻害するとともに、港内の潜在　：

　的な危険度が増加する。

　　バースの離着桟時間制限もあり該当船舶は限

　られていること、また、近年の船舶性能の向．．ヒ

　（操縦性、航海設備）、航行管制等による安全

　性の改善を考慮すると、．．ヒ記規制撤廃による効

　果が大きく、早急な撤廃が望まれる。

22，本邦に初めて入港するタンカーに提出義務が

　課せられている「安全対策確約書」の撤廃を含

　めた記載内容の見直し等について（新規）

　　2万5千総トン以．．ヒの液化ガスタンカーが本

　邦の港に初めて入港する場合、および22万重量

　トン以上の大型タンカーが貨物を積載し東京湾

　に初めて入心する場合、保警安田41号の4（平

　成10年6月4日）に記載の様式に基づき安全対

　策確約書を作成し、管区の海．．ヒ保安本部に提出

　することが規定されているが、その記載内容に

　ついては、海上保安庁に提出が義務づけられて

　いる入港届および危険物荷役許可申請、緊急措

　置手引き書等、その他の書式で十分に記載内容

　が担保されており、廃止または記載内容の見直

　しを要望する。また、記載内容の見直しを行う

　場合には、その提出先引手続きの簡素化を要望

　する。

　　現在は、管区の海上保安庁に提出後、関係管

　区の保安部所等にその写しが当該八社により送

　付されているが、事務手続き作業の簡略化を図

る・とが望まれる。　　　　　t
23，ねずみ族駆除免除検査証書の有効期間の延長

　　国際条約（lnternational　Health　Regulation）

　では標記証書の有効期間を6ヵ月とし、さらに
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（



　1ヵ月延長の採用を各国政府に委ねている。わ

　が国では当該1ヵ月延長を認めていないが、外

　国政府の発給した1ヵ月延長の証書も認めてい

　ない。当該証書は国際条約に基づき政府が発給

　するものであり、有効性を認められるべきであ

　る。

24　内航海運（沿海船）航行可能領域の拡大（新

　規）

　　内航船舶の航行区域（沿海区域）は、一部規

　制緩和されているが、原則として離岸距離20海

　里以内の水域とされている。しかしながら、本

　規制によると、地理的形状により、発着地間の

　最短距離を直線航行できなくなること等から、

　航海距離が長くなり、その分多くの時間と燃料

　を必要とするなど内航海運の運航効率を低下さ

　せている。また、本州～沖縄航路の一部におい

　て「近海海域」が存在するため、沿海資格船舶

　での航海ができない。

　　現在、内航船舶の設備・構造も近代化され、

　安全性も向上している。また、モーダルシフト

　推進の観点から内航海運の効率的な活用が一層

　求められており、沿海資格船舶の直線航行が可

　能となるよう航行区域を見直す必要がある。

〈水先関係＞

25．航海実歴認定制度の改善

　　実歴認定を受けている船長の、日本船舶以外

　の船舶における認定行使を認めること。

〈保険関係＞

26，船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

　　船体保険同様、日本一軒の不稼働損失保険に

　ついても、海外付保を自由化すること。

〈客船関係＞

27．マルシップ外航客船の外国入乗組員の上陸許

　可期問の延長

　　乗員の上陸は15日を超えない範囲内で許可さ

　れており、マルシップ外航客船については、初

　圓の申請で15日の．．ヒ陸許可を得た後、必要な時

　点で再度申請することにより、新たに15日の．．ヒ

　陸許可が認められている。3度目以降の上陸許

　可申請は、外国へ向け出港し再度日本の港に入
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　港しない限り受け付けられないため、長期尚日

　本の白駒問を就航する船に乗り組む国人船員は

　2度目の上陸許可申請が．切れた後、船内での生

　活を強いられている。

　　こうした労働環境を改善するため、上陸許可

　期間の延畏や数次上陸許可を認めることなどが

　必要。

28．日本籍船でのカジノの自由化

　　日本津幡．．ヒでは現行刑法が適用されるため、

　公海上にあってもカジノが禁止されている。国

　民への健全な娯楽を提供し、クルーズ客船事業

　の振興を図るため、カジノの運営が非合法とな

　らないよう、所要の法整備を行うこと。

29．乗客名簿等の簡素化（新規）

　　乗客名簿等は関係官庁（入管、税関、検疫）

　への提出と本船据え置きが求められているが、

　提出先によりその記載内容が異なっているため、

　簡素化・統一化することが必要。

　　乗客名簿等の「氏名」については、韓国入・

　中国人・日本人に対して漢字とローマ字双方の

　記載が求められており、コンピューター化を阻

　む要因となっている。航空機の乗客名鱒はロー

　マ字のみであることなどを踏まえ、どの国籍の

　乗客に対してもローマ字での記載のみに統一す

　ることが必．要。また、船員法上の旅客名簿の記

　載要件である「住所」については、記載が不要

　であると思われるため、削除することが必要。

＜その他＞

30，日本旧稿の輸出手続きの簡素化

　　日本籍船を輸出する場合の手続きについては、

　これまで数次にわたり簡素化がなされ、本邦出

　港後、輸出契約が成立した中古船舶を外国にお

　いて引き渡す（洋上制帽）際の通関手続きにつ

　いては不要とされた。一方、日本籍船を日本で

　引き渡す場合には輸出通関が義務付けられてお

　り、外国での引き渡しと比べてかなりのコスト

　負担を強いられていることから、税関への提出

　書類の簡素化と統一化が必要。

　　また、洋上売口を行う場合、輸出承認申請を

　必要としない一般商船については「輸出報告書」

　及び添付書類の提出が義務付けられている。こ

　れら添付書類の廃止、または事後の輸出報告の



　みとする等、手続きの簡素化が必要。

31．船舶国籍証書の検認手続きの簡素化

　　役員の国籍を確認する書類として住民票の提

　出が求められているが、その収集は非常に煩雑

　であるため、実質的な確認が行い得る範囲内で

　手続きの簡素化を図ることが必要。

32．船舶の登記及び登録制度の一本化

　　登記と登録の二元的制度の下で手続きが複雑

　になっているため、事務の合理化がはかられる

　よう一本化すること。

33．船舶の建造許可に当たっての手続きの簡素化

　　OECD造船協定が発効した際に建造許可制

　度全般の見直しが行われるとされているが、制

　度の見直しを待たず手続きの簡素化が必．要。

34．船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の

　簡素化

　　法律・省令等に基づき、各種報告書・届出等

　の提出が必要とされているが、この中には他の

　報告等のデータとの共有化が可能と思われるも

　の、報告頻度が必要以上に高いと思われるもの

　等があり、これら提出書類等の廃止を含め、簡

　素化が必要。

35．外国貨物である船用晶の積み込み申告等の手

　続き簡素化

　　燃料油をはじめ船用品全般にわたって申告等

　の手続きが煩雑すぎるので、諸外国並みに簡素

　化することが必要。

36．指定地外交通許可申請手続きの緩和（新規）

　　1998年7月1日のISMコードの発効に伴い

　安全管理体制を確保するため、船舶内職審査員

　および船舶管理者が頻繁に訪船するようになつ

　た。タンカー等の荷役時には、安全監督の船舶

　への派遣がターミナルから義務付けられている

　場合が多く、また、乗組員の休息の付与と安全

　荷役を確保するため、通常、支援要員の派遣が

　行われている。

　　こうした特定の人員が定期的に訪船する機会

　が増加しており、従来は当該港を管理する税関

　に、会社の法人登記簿の写し、訪適者の住民票

　　・履歴書を添えて包括的申請を行えば訪船実績

　により一定期間（最低3年）の指定地外交通草

　可を得ることができるが、更なる乎続きの合理

　化と簡素化を求めるため、大蔵省担当局に包括

申請を行うことで、全国の港における指定地外

交通許可が得られる制度の創設が必要。

　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（別紙）

通関・保税業務をはじめとする輸出入・入出

港手続き全般の簡素化とEDトペーパーレス

化に関する具体的内容

〈通関行政関係＞

1，保税業務全般の簡素化（現物主義の廃止等）

　とペーパーレス化

2．輸出．入手続きの簡素化とペーパーレス化

　・輸出申告許可を事後報告とする

　・CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの

　輸送機器としての無条件通関許可、または無

　期限免税一時輸入の承認

　・海上コンテナの内貨の輸送禁止（2回以上）

　　の緩和または廃止

　・免税コンテナの再輸出期間の延長

　・同心輸出期間延長申請提出義務の廃止または

　　許可期問延長

　・フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器

　　輸出入（納税）申告義務の廃止

　（植検関係）

　・内地港抜港に伴う接続港での仮植検の廃止乃

　　至手続き簡素化

　・植検対象貨、内航船接続時の積替屈けの廃止

　（入管関係）

　・別添報告＝書についての代理店の署名を認める

　　（現在は船長署名）

3，EDI化・ペーパレス化に対応した関税法など

の法規改正

＜入出港手続き関係＞

1．入出港時に提出する各種書類の簡素化・EDI

化等

　・ワンストップサービスの実現

　・EDI対象メッセージの統．．．’及び各コードの標

　準化
　・入出港時に提出する各種書類提出方法の簡便

　化
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国際会議レポート

1．船舶の燃料油による油濁被害補償を優先的に審議す

　　る方針固める

　一IMO第BO回法律委員会の模様一

内　外情報
1．2000年問題事前対策ほぼ完了

　　一海運業界におけるコンピュータ2000年問題への対応について一

2．海賊及び武装強盗撲滅のための方策について

　　様々な立場から見解が示される

　　一シンガポール船主協会及びシンガポール国際法学会主催

　　One．Day潟賊セミナーの模様一

3．独立行政法人化後も円滑な船員養成を

　　一船員教育訓練三機関の独立行政法人化の取組み状況について一

4．「港湾整備の枠組みの改革」に重点

　　一平成12年度の港湾関係予算概算要求の概要について一

　　　国際会議レポート　驚
．・

1．船舶の燃料油による油平被害補償を優先的に

　　　審議する方針固める

一IMO第80回法律委員会の模様一

　国際海事機関（IMQ）第80回法律委員会は

1999年10月ユ．1目からユ5日の問、ロンドンのIMO

本部で開催され、谷川久成践大学名誉教授をは

じめとする日本政府代表団には当協会からも参

加して、会議に出席した。

　IMO法律委員会では1996年10月に開催され

た第74回委員会以降主な議題として、（1）金銭的

保証の提供（船客の債権を担保する制度と、そ

の他の債権を担保するためのIMOガイドライ

ンの2点に分けた検討）、〔2燃料油による海洋

汚染に対する賠償〔3）海難残骸物の除去に関する

条約案の3つの議題を検討してきており、今会

期も引き続きこれら3つの議題を主として議論

した。

　前回の第79回委員会（本年4月開催）におい

て、3つの議題に関し（1）金銭的保証の提供のう

ち、船客の債権を担保する制度の問題を、「1974

年の旅客およびその手荷物の海一ヒ輸送に関する

アテネ条約」の改正という形で討議を進めるこ

とを最優先し、これと燃料油による海洋汚染に

対．する賠償の2件について2000年／2001年の期

間（bienniu㎜）に外交会議で採択することを

IMO理事会／総会に諮ることが合意されてい

る。

　この合意に基づき、今会期の最初に、金銭的

保証の提供の議題に会期のほぼ半分の時間を割

くことが決められたが、実際に本件を討議する

過程で、条約案の審議が進まないことから、最

優先権をどの議題に与えるべきかという振り出

し点に戻った議論をすることとなり、その結果、

2000年／2001年の期間の外交会議の議題として

は、前回の委員会では優先度が2番口であった

「燃料油による海洋汚染に対する賠償」を取り

上げることが合意された。

　各議題の討議内容は次のとおりである。

1．金銭的保証の提供

議論のベースとなったのは、ノルウェー提案
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によるアテネ条約改正案であるが、前回委員会

において、船客に対する運送人の責任を強制保

険でカバーすべきであるという点では大方が合

意し、さらに、強制保険については、運送人に

船主責任相互（P＆D保険等の責任保険を義務

付ける方法と運送人が各船客に代わって乗船券

に傷害保険を付ける方法（personal　accidellt　in－

surance－PAI）のどちらが適当かの議論を行っ

たところ、大多数が前者を支持したことから、

今回のノルウェー案では、第4条の二「強制保

険」の部分に角括弧書きで［責任保険ではない

保険は、この要請を満たさないものとする］と

ドラフ1・されたG

　このドラフト都分に対し、ノルウェー、スウ

ェーデンは、EU競争規則に照らして、複数の

保険が可能ならば、ひとつのタイプの保険に限

定することは適当ではないので、この部分を削

除すべきと発言し、フィンランド、ドイツ、英

国等がこれを支持した。

　これに対し、国際海運会議所（ICS）は、責任

保険とPIUとは同じものではなく、船主の責

任を担保するのは責任保険であって、PAIでは

なく、たとえば、PAIでは麻薬／アルコールに

関する事故は填補されないこと、また、責任保

険は保険会社によっても提供されていることか

ら、保険を責任保険に限ることを主張し、フラ

ンス、エジプト、日本等がこれを支持した。

　デンマーク、ブインランドおよびノルウェー

より、利用可能な複数のタイプの保険のどれか

に限定することなく、運送人がその責任を付保

することが要求されるという形にすることが提

案され、これが合意された。

　保険者あるいは金銭的保証の提供者に対する

訴訟の管轄権についての．ノルウェーのドラフト

　（保険者または金銭上の保証の提供者に対する

責任訴訟は、（1）保険者または金銭上の保証の提

供者の主たる営業所の所在地の存する締約国あ

るいは、〔：2｝保険証書または運送契約において指

定された寄港地の存する締約国でのみ提起でき

るとの趣旨〕に関し、同国より、その意図する

ところは、賠償請求の集中化を図り、手続きの

コスト節滅／スピード化を実現することにある

と説明があった。

　ノルウェー提案に対．し、日本より、管轄権は

被害者の利益に基づいて議論されるべきであり、

たとえば、被害者／運送人が日本にいて、P＆1

保険者がロンドンにいる場合、訴訟の解決をロ

ンドンで行うことはフェアではないとして、反

対意見を表明した。バハマ、スペイン、ドイツ

等が日本を支持した。ラトビア、ブラジル等が

ノルウェー案を支持する．．一方、韓国が管轄地と

して出発港を含める妥協案を提出、これを英国、

オランダ、フィンランド等が支持したが、結論

に到らず、さらに検討を続けることとなった。

　船客の死傷に対する責任の制限に関しては、

アテネ条約の1990年改正議定書で決められた限

度額（175，000SDR一曲2，590万円）を維持する

ことは、．単に先進国と発展途一ヒ国とにとって受

け入れ可能な妥協案であるのみならず、他の責

任限度額を定めた条約（たとえば、海事債権に

ついての責任の制限に関する条約一LLMCの

／996改正議定書）との整合性を持つことになる

という意見が中国、メキシコ、ギリシャ等から

出された。

　　・方、オーストラリア、英国、フィンランド

等は、最近の国際民問航空機関（ICAO）が旅客

の死亡・傷害の場合の航空運送人の責任制限を

認めないモントリオール条約を採択したことか

ら、強制保険による填補制限に拘わらず、責任

限度額をアテネ条約1990年議定書より引き．上げ

るべきであると主張した。

　日本は、口）海上運送人の責任制限を認めない
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こととすべきであること、吻旅客の死傷に対す

る海上運送人の責任に関する原則について、一

定額までは厳格責任とし、：当該一定額以上につ

いては過失責任とすべきとの従来のスタンスに

基づき、モントリオール条約に似たシステムを

幾つかの同調国とともに次回会合に提案する意

向を表明した。

　議長は議論を総括して、保険の目的に鑑みな

んらかの限度額は必要であるが、外交会議で政

治的な解決を図ることとしたいと述べた。

　本議題の下で討議されている、海事クレーム

を担保する制度として．前．前回の委員会で提案さ

れたIMOコードに関し、前回の委員会以降の

議論を踏まえた修正案が英国から提出された。

　1同国から、本修正案は、業界による自己規制

を図るもので、国際安全管理コード（ISMコー

ド）と、また、いくつかの国の政府と業界の．協

力の下で行われているクオリティ・シッビング

・キャンペーンに沿うものであるとの説明がな

され、キプロス、ブラジル、バヌアツ等が英国

を支持した。

　IMO用語に基づく文言修．．IEのみを行った上

で、修正案は合意され、理事会／総会に提出さ

れることとなった。

2．燃料油による海洋汚染に対する賠償

　本議題に関し、オーストラリア等10力国の提

案になる修正条約案についてオーストラリアか

ら説明があり、特に、．前回の委員会での議論を

反映して、船舶所有者（shipowner）の定義とし

て次の2つのオプションを並記した旨の説明が

あった。

　オプション1一「船舶所有者」とは、船舶の

所有者（登録されている所有者、裸傭船者およ

び船舶賃借人を含む）、管理人ならびに運航者

をいう。
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　オプション2一「船舶所有者」とは、船舶の

所有者として登録されている者、または、登録

がない場合には、船舶を所有する者をいう。た

だし、国が所有する船舶であって、その国にお

いてその船舶の運航者として登録されている会

社が運航するものについては、「所有者」とは

その会社をいう。

　船舶所有者の定義に関し、EI本から船舶の運

．航に際し生じる損害については運航者が責任を

負うのが原則であることから、オプション2に

反対する旨発言し、これをブラジル、トルコ、

韓国等が支持する一．．・方、明確化および法的確実

性の観点からオプション2を採用すべきことを

ギリシャが主張し、これをオランダ、ノルウェ

ー、フノンランド等が支持した。

　全体としてオプション1を支持する国の数の

方が多かったことから、船舶所有者としてオプ

ション／の定義を採用することが合意された。

　船舶所有者の定義が合意されたことを受けて、

強制保険を誰が付保すべきかの議論が行われ、

フィンランドから、登録されている所有者（reg－

istered　Dwller）が自己の責任を担保するために

強制保険を付保しなければならないとの提案を

行ったが、日本は、オプション1の採用により、

登録されている所有者以外も責任を負うことに

なるということから、登録されている所有者の

みの付札に反対したものの、登録されている所

有者以外も保険によってその責任を担保するこ

とは可能である、あるいは、クレームを提起す

べき保険者は1社の．方が好ましいといった理由

からオーストラリア、ドイツ、オランダ等多数

の国がフィンランドを支持したため、フィンラ

ンド提案を基に議論していくことが合意された。

3．海難残骸物の除去に関する条約案

　コレスポンデンス・グループを代表してオラ

㎜



ンダより、前委員会以降の議論について説明が

あり、前回の委員会で海難残骸物の定義として、

単に’‘wreck”とするのではなく、残骸物になり

そうな船舶も条約の対象となることを示すため

に、”WreCk　and　CaSUaltゾ’とするのが適当では

ないかとの議論がなされ、多数の国がこれを支

持したが、今回のコレスポンデンス・グループ

の報告では、‘’wreck”の定義を拡大することに

よりE‘casualty”を削除すること、報告要件につ

いて他の条約と整合性を持たせること、前回の

委員会で議論された、残骸物除去に係る費用を

貨物にも負担させるべきかどうかについては国

内法に委ねるべきこと、さらに、本条約を2002

年／2003年の期間の外交会議で採択することを

目標とすべきこと等について述べた。

　海難残骸物の除去に関する条約案について進

展が見られたことを評価する一方、重要な点が

未解決なままになっていることについてデンマ

ーク、ギリシャ、フランス等から発言ありドイ

ツからは、沿岸国に権限を与えることに懸念の

表明があった。

　英国、ロシア等は、国連海洋法条約（UN　Con－

ventiQn　on　the　Law　of　the　Sea－UNCLOS）との

整合性を図るべきとの意見を述べた。

　議論を総括して議長は、本条約の検討につい

て実質的な進展があったことを述べた後、、幾

つかの国が国内法が領海外に適用されることに

懸念を示したこと、国連海洋法条約との関係を

明らかにすべきとの意見のあったこと、サルベ

ージ条約等との重複のおそれがあること等を指

摘して、引き続きコレスポンデンス・グループ

で作業を行うことを要請した。

4．2000年の審議計画および審議日程

　議題1の「金銭的保証の提供」のコレスポン

デンス・グループの議長であるノルウェーより、

本議題については数多くの未解決の問題点があ

るので、次回以降の委員会での討議に委ね、議

題2の「燃料油による海洋汚染に対する賠償」

を優先して、今委員会で最終的な合意を得るこ

とにすべきとの提案がなされた。

　本提案に対し、英国、ブインランド、ドイツ

等が賛成を表明し、一方、「金銭的保証の提供」

を当初の合意どおり優先させるべきとの意見は

ブラジルのみであったことから、燃料油による

海洋汚染の問題を優先することとなった。

1．2000年問題事前対策ほぼ完了

一海運業界におけるコンピュータ2000年問題への対応について一

τ．船舶運航に関する2000年問題対策連絡会

　コンピュータ2000年問題への対応に関し、運

輸省海上交通局をはじめ同省関係セクション、

関係団体等により「船舶運航に関する2DOO年問

題対策連絡会」が設置され、8月5日に第1回

会合が開催された。岡連絡会は、海運事業者等

において進められている同問題への対策につい

て、官民の関係者が業種横断的に対’策の具体的

実施方法等に関して検証するとともに、意見を

交換し今後の留意点を含めた2000年問題対策の

主要点を取りまとめ、その結果を関係者に周知

して2000年問題対策の一層の理解と推進を図る
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ことを目的としており、今般、この場において

検証した船舶における2000年問題の特質を整理

するとともに、海運事業者が講ずべき船舶運航

に関する2000年問題対．策のうち、機器の点検手

順、危機管理計画の策定等の主要点を盛り込ん

だ「船舶運航に関する2000年問題対策の概要」

を取りまとめた。

《構成メンバー》

運輸省運輸政策局情報管理部2000年問題対策

室、運輸省海上交通局総務課／外航課／国内

旅客課／国内貨物課、運輸省海上技術安全局

舶用工業課／検査測度課、日本内航海運組合

総連合会、㈹日本旅客船．協会、㈱日本外航客

船協会、㈲日木海事協会、㈹日本舶川工業会、

川崎汽船株式会社、日本郵船株式会社、株式

会社商船三井、新和海運株式会祉、株式会社

　トキメック、㈱日本船主．協会（事務局）

　本取りまとめでは、船舶に搭載されている機

：器は、大部分が日付・時刻等を扱わず実時間を

要素としていること、自立性が高いことなどか

ら2000年間題によるリスクが小さく、その上、

推進装慨、操舵装置、発電装置等の．重要機器に

は千動運転等のバックアップシステムが装備さ

れているため、船舶においては陸上のシステム

と比較して2000年問題による重大な事故の発生

の．ロ∫能性は一般的に極めて小さいと考えられる

としている。

　しかしながら、2000年問題に関しては、どん

なに対策を尽くしても機器が故障する可能性を

完全に否定することはできないと指摘されてい

るところがら、危機対応のための計画とその訓

練が必要と考えられるとし、調査したところで

は、大部分の海運事業者において必要と考えら

れる機器の点検と確認が終了し、また、危機管
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理計画の策定も進んでおり、2000年対策はほぼ

完了しているとしている。

　最後に、2000年の到来を間近に控え、今後は、

万一の故障に備えた主要装置の手動操作の習熟

等を含む対応訓練と事故を未然に防ぐための対

応計画のフォローアップおよび実施に重点を置

いた対策がとられていくこととなるが、各海運

事業者においては、それぞれの条件の下に策定

された対応計画に基づき、事前に定められたマ

ニュアルに従い訓練を積み重ねるとともに、関

連機関との情報交換を緊密に行うことにより、

　・層の安全対策の推進を図ることが重要である

とまとめている。

　なお、海運事業者の船舶運航に関するコンピ

ュータ2000年問題への対応状況に関しては、当

．協会会員会社に対し6月末の調査に続いて9月

末現在におけるフォローアップ調査を実施した

ところ、機器の点検に関しては93％の会社が終

了しており、その他の会社でも12月までに予定

されている船舶の修理に合わせてプログラムの

入替え等を準備していることなどから、9月末

現在において対策はほぼ完了したものと考えら

れる。また、危機管理計画に関しては、90％の

会社で策定済みであり、残る10％の会社におい

ても10月末までに策定を完了する予定となって

いる。

　また、運輸省が、ロールオーバー時（今年12

月31目から来年ユ月1日に日付が変わる時）に

運航する旅客船事業者57社を対．象に行った調査

では、安全運航の確保に影響のある制御系の重

要システムについて模擬テスト等を含む機器へ

の対策は、一部のシステムを除いてすべて完了

しており、対策未了の．・部についても10月末日

までに完了することが確認された。さらに、同

省は、上記事業者57社に以下の措置を含めた万

全の対策を講じるよう指示し、以下の措置を含

m



画

めた危機管理計画が策定済みであることが確認

された。

　＊ロールオーバー時には、四囲の状況等から

　　危険の惧れがないと判断される場合を除き、

　　原則として、操舵装置、主機関の制御を手

　　動で行うこと

　＊ロールオーバー時には、船長、機関長がそ

　　れぞれ船橋、機関室において異常事態に備

　　えること

　＊ロールオーバー時には、通常時より人員の

　　配置を強化して、計器等の監視にあたるこ

　　と

　＊ロールオーバー時には、可能な限り狭水道

　　や船舶の輻車奏海域等を航行しないこと

　＊異常事態発生時に備えて事前に乗員の訓練

　　を行うこと

　運輸省はこれ以外の旅客船事業者に対しても、

2000年問題対策の完了を強力に指導しており、

これを受けて日本旅客船協会は全会員に対して

アンケート調査を行うとともに、機器の点検・

模擬テストの実施、危機管理計画の策定の勧告

を行っている。

2．海運業界の陸上部門における2000年問題へ

　の取り組み

　コンピュータ2000年問題については海運各社

とも、経営の根幹に関わる重要課題であるとの

認識のもとに、数年前から社内にプロジェクト

民間業種別西暦2000年問題に関する対応状況について

チームを設置するなど、全社的な対応作業を進

めてきた。

　船舶運航に関わる2000年問題の対応状況につ

いては前述のとおりであるが、陸上関係部門に

関しては、2000年問題に起因してB／L（船荷

証券）の発行、電子メールの送受信などといっ

た事務的処理に関するトラブル、また、関連業

者のシステムの誤作動などのため港湾の荷役設

備に不具合が出るといったような様々なトラブ

ルの発生が考えられることから、各社ともその

ようなトラブルを未然に防ぐべく、

・本社／支社内基幹システムの徹底的見直しお

　よびその改修作業

・関連業者への2000年問題対．策徹底の呼びかけ

　と対応状況の確認

・2000年の日付を想定した模擬テスト

　といった対応を徹底して行ってきた。

　また、2000年問題については「万全の対応」

というのは難しいとの見方が一般的であること

から、各社それぞれ万一トラブルが発生した場

合に備え、業務のすべての面において様々な事

態を想定した緊急時の対応策を策定する等、

2000年1月1日など危険目とされる目における

対応を含め、万一．・の際にも影響を最小限にくい

とめる体制をとっており、安定的サービス維持

の実現に努めている。

　なお、当協会をはじめとした海事関係団体等

の協力のもと、運輸省海上交通局がとりまとめ

1999年9月30日現在

模擬テスト1

…i　　　　事務処理系システム（※）（％）

業　種　名 回答件数　回答率（％） 　　　　…
�ｮ了

縁
C
正
等
痴
　
　
　
　
1 実作業i・ト1

　　　　…
ｲ　査　中1未　着　手
@　　　1

海上運送業 1，0ユ5　　　　100
　　～84　1　　5 9

　　～
P　　　　　　　王

※口輪省海上交通局調べ

※ここでいう「事務処理系システム」は、経理、財．務、営業情報等、事務処理等に用いるシステムをさす。
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た海運業界の2000年問題対応に関する以．ドの調

査を見ると、．事務処理系システムー本社／支社

等におけるコンピュータシステムーの対応状況

については、修正作業等が完了し、模擬テスト

まで終了しているのが全体の84％、修正作業に

ついては完．∫済みが5％（1999年9月末日現在）

と業界全体の約9割が、事務処理系システムの

対’策にほとんど目処がついており、海上部門同

様、陸上部門でもほぼ事前の対策は完了してい

るといえる。

2．海賊及び武装強盗撲滅のための方策について
　　　様々な立場から見解が示される

シンガポール船主協会及びシンガポール国際法学会主催

One－Day海賊セミナーの模様一

　シンガポール船主．協会およびシンガポール国

際法学会の主催により、平成11年10月22日シン

ガポールにおいてOne・Day海賊セミナーが開

催された。

　わが国からは、講演者として招請された闘口

本財．団の寺島紘士常務理事をはじめ、日本海甲

防．止協会シンガポール事務所の他、シンガポー

ルに在住する船社関係者等が参加し、：当協会も、

海賊防止対策への取組みの一環としてこれに参

加した。

　セミナーの開始にあたり、II乍年5月に行．方不

明になり中国の海南島で発見されたペトロレン

ジャー号の船主が、［司号事件に対するrl・咽当局

の密輸容疑と1司船舶の拘留および拘留費用の請

求等、その対応について強く不満を表明し、同

じように行方不明になり中国．南部の港で発見さ

れたテンユウ号の事件等を例に挙げつつ、その

様な不当な行為に対し被害者を救済するための

海賊基金の設立を呼びかけた。

員会（MSC）の議長をはじめ、国際商業会議所

（ICC）の国際海事局長代理、および法律学者

がそれぞれの立場から、海賊および武装強盗の

国連海洋法等国際条約に基づく定義の是非、公

海上または国境を超え行われる海賊行為の撲滅

のための捜査および処罰権限に関する適切な国

際条約の必要性、および関係各国の国内法制の

整備等について講演した。

　午後のセッション2では、海賊および武装強

盗に対する民間機関および民問団体の役割につ

いて、民間の立場で積極的に海賊問題に取組む

勘日本財団、海賊監視システムサービスを提供

する安全管理コンサルティング会社の代表およ

び海事関係弁護士から、それぞれの立場で海賊

撲滅のために行ってきた活動について講演が行

われた。

　また、各セッションでの講演の終了後に、各

講演者をパネラーとする本セミナーの参加者も

加わる詞．論が行われた。

1，セミナーの概要

　午前に行われたセッション1では、海賊およ

び武装強盗に対し、関係国がより積極的かつ有

効に対処するための国際的な法の枠組みの整備

について、国際海事機関（IMO）海．1＝安全委

2．主な論点

　海賊及び武装強盗は、公海を始め、領海内で

発生しても国境を超えて行われる犯罪である場

合が多いことから、国際的な法律の枠組みのな

かで、地域関係各国の協力による国境を超えた

せんぎょう　平成11年1．／月写． 囮



海賊及び武装強盗の監視および捜査が陸上を含

めて行われること、また適切な処罰の執行が海

賊撲滅の為には不可欠であり、その為には、国

際的な法律の枠組みの策定が望まれ、その一つ

としては、ローマ条約（海上航行船舶の安全に

対する不法な行為の防止に関する条約〉が適切

と考えられるが、ローマ条約については、申国、

日本、オーストラリア等が批准しているものの、

マラッカシンガポール海峡沿岸31玉1等の海賊多

発沿岸国は批准していないことから、これらの

国々σ）早期批准とそれに基づく国内法の整備が

強く望まれた。

　また、海賊および武装強盗の適切な監視およ

び捜査に対する関係各国の資金不足に対する手

当、および海賊被害にあった船主および船員の

被害の補償を目的とした、IMO等の国際的機

関のもとでの、船主、荷主、P＆1保険およびそ

の他関係者の寄付による海賊対策基金の設立が

議論となったが、当協会は、海賊および武装強

盗の捜査および処罰の実行のための国際的な枠

組み（コード）の策定に関連してIMOの場で

検討するべき問題であるとの意見を述べた。

3．まとめ

　本セミナーにおいては、さまざまな見地から

海賊及び武装強盗の撲滅のための提案および意

見が出されたが結論を得るには至らなかった。　　「（．

しかし、シンガポールに駐在する各国の大使館

員および東南アジア．各国の船宅協会、船主等合

計120人が参加し意見の交換ができたことは、

海賊および武装強盗撲滅のための一助となると

考える。

3．独立行政法人化後も円滑な船員養成を

一船員教育訓練三機関の独立行政法人化の取組み状況について一

　運輸省所管の船員教育訓練機関である航海訓

練所、海技大学校及び海員学校の3機関は平成

13年4月の独立行政法羽化に向けて作業を進め

ております。平成11年7月／6日に施行された独

立行政法入通則法を受けて、独立行政法人の名

称、目的業務の範囲などに関する事項を定める

ため、3機関の個別法を整備し、描月29日から

始まった臨時国会に提出されました。

　海技大学校は独立行政法人海技大学校法にて、

現状の施設、敷地等を国より現物出資され、船

員及び船員になろうとする者の運航にあたる技

術を教授して、船員の質の向上と海上運送の安

全の確保に資すると業務を特定しております。

航海訓練所は独立行政法人航海訓練所法にて、

商船大学、商船高等専門学校、独立行政法人化

された海技大学校及び海員学校の学生及び生徒

等に対し航海訓練を行うことにより、船舶の運

航に関する知識及び技能を取得させることとな

ります。また、海員学校は独立行政法人海員学

校法にて海員の養成を行うことと業務を設定し

ております。このように、3機関は一応これま

での業務を受け継ぎます。

　しかし、今後はそれぞれ5年程度を目途に中

期計画を建て、それに基づき運営され、その結

果は評価委員会によって評価され、より効率性

が求められることとなります。また、自民党の

要請で3機関の再編も検討される予定です。

　当協会としては、これらの：機関が有する機能

が民間船社に有効に作用し、今後とも所．要の良

質な日本船員の養成が円滑に図れるように対応

して行きたいと考えております。

（
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4．「港湾整備の枠組みの改革」に重点

一平成12年度の港湾関係予算概算要求の概要について一

　平成12年度の港湾関係．予算概算要求の概要が

明らかにされた。それによると、港湾整備：事業

については、要求の規模が、：事業費6、495億

円、国費3、662億1．Lj、財．政投融資56億円とな

っており（別表【A】御参照）、また、国費のう

ち、特別枠・重点化枠（内閣査定による）とし

て、408億円が計上されている。（別表【B】御

参照）

　本年度の概算要求の基本方針の主柱である

「重点要求事項」について見てみると、従来は、

「中枢・中核国際港湾における国際海上コンテ

ナターミナルの整備」が前．面に出されていたが、

本年度は、先ず最初に、「経済・社会の変化に

対．恥して、港湾の重点的・効率的整備を進める

別表【A】要求の規模 （　∫il f1ヒ　　：　　f意　「7q　）

E　　事業区分 　　　　　　　　1

?@　目
12年度．要求額 u年度

k当初｝

対　前

N度比

港湾整｛i胴：髭業 ．響．i・業　費

早@　　費

熕ｭ投融資

6，495

R，662

@　56

6，374

R，460

@　25

1，019

P，D58

Q，240

港湾1周係民活事業 事　業　費

熕ｭ投融資

717

Q24

876

R】4

D，S18

O，713

港湾関係起／嗣礫 雪．‘業　費

N　債　類

5，086

T．53．7

3，583

R，776

1，419

P，466

注一1）　港湾整1彬1喋要求額には1北海道触発庁、沖縄開

　　　発げ、国一L庁計上の運輸省1契1係分を含む．

　一2〕　港湾関係民活7事業と港湾整fli調季業には、双方に計

　　　　しされている事業費（平成12年度＝62億円、平成

　　　11年度；52億IJ1〕が含まれているため合計では重

　　　複分を除いている。
　一3〕　民活事業の財政投融資の平岐ll｛1三度分は要求額。

　一4｝平成13年1月一3月までの国一ヒ交通省予算対．応分

　　　　を含む，；

ために、国と地方の役割分担を見直すなどの港

湾整備の枠組みの改革」が最初に取り．．ヒげられ

ている、この点、当協会も港湾のユーザー代表

として参画している港湾審議会の「経済・社会

別表【B1特別枠・重点化枠の配分要望
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

特別枠・
d点化枠

要　　望　　概　　要
要求額
i国費）

物流効率化、環

ｫ・．購…樋信・

lつくi，等経済

V生特別枠

i物流効率化に

謔骭o済構造改

v対応分）

①港湾の国際競争力強化、物

@流コスト削減のための大水

@深国際海上コンテナターミ

@ナルと多目的山際ターミナ

@ルの整備
Aフェリー等海陸一貫輸送に

@対応できる内貿ターミナル
@の整備．一．．．．T「．．．

〔12，134）

Q1，51S

i　30）

@2」38

小　　計

〔12，164）

Q3，656

物流効墨化、環

ｫ・．情報通信・

Xづくり等経済

V生特別枠
i環境・桿〒報通

M・街づくり等
ｶJ．応分1

①港湾における海域環境の改

@善、大型凌同意油lill老年の

@建造および港湾諸手続の情

@報化
A市街地活性化，臨海部空馬

@の再編・再開発および緑地

@等の整備による生活空間の

@拡大等による港づくり、街
@
づ
く
り
．

1，200

T」75

小　　計 6，975

生活関連等公共
|．i：三重点化枠

①深刻な大都市圏のゴミ処分

@問題に対’応ずる廃棄物海面

@処分場の整備
A大規模地震時の住民避難お

@よび緊急物資翰送のための

@耐震強化岸壁、防災拠点緑

@地、津波対策としての防波

@面白の整備および離島・奄

@美の生活基盤である定期旅

@客輸送のための港湾施設の

@整備

2，383

V1808

小　　計 10，191

合　　　計
（12，164）

S0，822

〔注）　〔｝書は、共同要望分（国土庁一括計．．L）で内数で

　ある。
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圃

の変化に対応した港湾整備・管理のあり．方〔中

間報告）」（本年7月30日発表。本誌平成1．1年8

月号P．8海運ニュース、同9月号P．24巻末資

料参照）にて指摘された、「全国的・広域的視

点に立った取組み」「ユーザーのニーズに対応

したサービスの提供、制度の見恒し」などが反

映されたものと評価出来る。

　ちなみに、この「港湾整備の枠組みの改革」

においては特に、「全国的・広域的視点からの

国の責任の明確化」が謳われており、①港湾の

格付けの見直しについて港湾審議会における

「新しい港湾の分類の考え方」や「港湾配．置の

考え方」についての検討を踏まえつつ、物流コ

ストの低減に資する効率的な物流体系の形成、

マルチモーダルシステムの形成などの視点から、

「年内を目途に指定見直しの具体化を図る」と

されている。具体的には、「特定重要港湾」（現

在21港）の定義を、現在の’幽外国貿易の増進上

特に重要な港湾”から、”国際海上輸送網の拠

点として特に重要な港湾”に、また、「重要港

湾」（現在113港）については、馳国の利害に重大

な関係を有する港湾”から」」国際海上輸送網ま

たは国内海上輸送網の拠点など国の利害に重要

な関係を有する港湾”へと見直すことが検討さ

れている。②また、「港格の見直し」とセット

で、国庫負担率が見直される。これにより国に

とっての重要度や効用の及ぶ範囲、地域におけ

る受益の程度に応じて見直し、全国的・広域的

な見地から必要となる施設を整備する直轄事業

の国庫負担率は引き上げられ、重要度の低い施

設については引き下げられることになる。（別

表【C】御参照）その他、③既存施設有効活用

促進事業に対する統合補助金の創設（206億円）、

④民間事業者の投資を活用するためのPFI（Pri－

vate　Finance　Institute：民望主導の公共事業）

手法の取入れ、なども掲げられている、，これは

利用効率向上や物流コスト低減に資する荷役機

械等の港湾施設の整備を行う事業者に対し、国

公有施設の無償ないし低廉使用、無利．予貸付、

税制特例等の公的支援がなされるということを

表している。但し、現時点で、．予算規模は未定

とのことである。

　重点要求事項の第二として、「物流コストの

削減による産業競争・力強化」が掲げられており、

施策の柱としては、国際海．．ピコンテナターミナ

ルや臨港道路の整備による基幹的な国際物流基

盤の整備、昌運事業協業化等．支援や1巻湾EDエ

システムの構築による港湾のソフト面の改革の

促進、モーダルシフトの実現などによって、港

湾サービスの向上、物流コストの削減、海陸輸

送モードの結節機能の強化を図り、以って、産

業力を強化し、地球環境負荷を軽減するという

ものである。なお、中枢・中核国際港湾の水深

15m級の国際海上コンテナターミナルが、平

成／2年度内に14バース供用開始されることとな

っている、，（新規要求は、横浜1バース、73億

円。整備中¢）ものとして、東京大井聾8億円、

別表【G】国庫負担率の見直し（案）
し
．

現　　　行 見直し案
　　　　　i　　　　　ヨ　　　　　」

ﾁ　　定
d要港湾

■
3

．直　　轄

ﾕ港道路

h波堤
q　　路
D耐震コンテナ岸堕．

直　　轄

?蜿Q。ナ

獄蝟F野ナ
P愉そ・他．．．・・

i
l
o

鴎諜）
補　　助

ﾞそ・他搬｝

尭（離調

…
直轄・補助黄 鷹醐智

．重．要港湾　　　　　ト 補助謡

）

乱離港湾の補）

〔注｝改正港湾法第52．条第1項第・1号〔高度な技術の必要を

　　理由とするもの）に基づく直轄．．E事は、補助事業と1司

　　じ負担率／5バωとする。
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大阪北港南225億円、北九州響灘77億円、広島

出島／00億円、清水新興津80億円、塩釜向洋65

億円の計7港・11バース。これらの金額の．・部

が本年度予算に計上される。）国費2074億1．1」が

割振られており、国際海運ネットワーク拠点形

成1576億円、複合一貫輸送ターミナル整備に84

億円、防波堤等整備などからなっている。

　第三に、21世紀を見据えた新たな環境と生活

空間の創造ということを掲げており、流出油回

収船の代替建造などが盛り込まれていて、国費

としては316億1．1jが割振られている。

　なお、「特別枠・重点化枠の配分要望」につい

て見ると、合計408億1．．llのうち、経済新生特別

枠として、236億円計上されている。内容の詳

細は明らかにされていないが、中枢中核港湾で

は、苫小牧、塩釜、横浜、清水、名古屋、北九

州、大阪、那覇の8港、多目的ターミナルでは、

高知1港、内腿では、御前崎、堺泉北の2港が

想定されているとのことである。

　年内，大蔵原案の作成、復活折衝などを経て、

通営は，新年1月に国会に提出される。当協会

としては、「中隔報告」において反映された、使

い勝手が良く、かつ、コストの安いターミナル

等港湾施設が具体的に、実現されてゆくように、

機会ある毎に要望を繰り返してゆくこととした

いD

海事振興連盟　平成11年度通常総会および

創立50周年記念式典の模様

　海事振興連盟（原田昇左右会長）は、去る／0月26日、平成1工年度の通常総会を開催し、来年度

予算・事業計画を決めるとともに、「外航海運業の競争力強化のため、諸外国と同等の競争環境

整備に向けた構造改革の推進および実効性のある国際船舶制度の確立」、「内航海運における「内

航海運暫定措置事業上の着実な実

施のための追加所要資金の確保及

び税制改正、適正な運賃・用船料

の確保、構造改善等の環境整備対

策の推進」などの9項目から成る

れ、橋本龍太郎元．首柑、二階俊．博

運輸大臣が祝辞を述べたほか、業

界を代表して：当．協会顧問の根本二

郎日本郵船会長、当．協会生田正治

会長があいさつに立つなど、同連

盟の50周年を盛大に祝った。 ▲祝辞を述べる二階運輸大臣
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解撤等を行うために輸出される船舶への

　　　バーゼル条約の適用問題について

1．わが国におけるバーゼル条約への対応

　この数年来、欧米を中心に環境保護の観点か

ら船舶の解撤に伴ない発生する廃棄物による環

境汚染問題がクローズアップされるようになり、

特に欧州において海運業界を標的にグリーンピ

ース等の環境保護団体は、発展途一ヒ国のスクラ

ップ施設における劣悪な労働者環境、環境汚染

に対抗するキャンペーンを展開し、解撤を目的

とした船舶の国境を越えた移動はバーゼル条約

（＊）の厳格な適用を受けるべきと主張している。

　一方、わが国政府は．、各国がバーゼル．条約の

適用について慎重な姿勢を採る中で、平成10年

12月に参議院から提出された質問趣意書に対．し

て、「アスベスト又はPCBを含む備品が存在す

る船舶が、解撤を目的として国境を越える移動

がなされる場合で、当該備品の処分をも目的の

一一一 ﾂとしている場合には、バーゼル条約の規定

に従って、輸入国である締結国に対し当該移動

の計画を通．告し、その同意を得る等の手続きを

とる必要があると考えている」と答弁し、解撤

を目的とした船舶の輸出はバーゼル条約の適用

を受けるとの立場を明確に示した。

　これに対し当協会は、解撤を目的とする船舶

の輸出がバーゼル条約の適用対象となれば、輸

出に関する手続きを煩雑化させるばかりでなく、

スクラップされるべき老朽船の解撤促進に支障

を来たし、海難／海洋汚染事故を引き起こす原

因に繋がる恐れがあるとして慎重な対応が必要

である旨運輸省に『］し入れを行ってきた。

　その後、バーゼル条約国内法の所管官庁であ

る通産省、環境庁、厚生省は平成／1年5月］．70

付で「解撤等を行うために輸出される船舶の輸

出承認について」と題する通達（資料1参照）

を連名で運輸省宛に出し、解撤を目的とする「1

本籍船舶の輸出は、当該船舶がアスベスト等の

有害廃棄物を含む場合、バーゼル条約の適用対

象になることを改めて表明し、これを受けた運

輸省は、平成ll年5月27日付で前述の通達を添

付し、当協会にその旨連絡するとともに当協会

会員会社に対し周知するよう要請した。

　当．協会は、解撤の□的で輸出される船舶はリ

サ．イクルされるものであり、他の廃棄物と同様

にバーゼル条約で一律に扱われるべきものでは

なく、同条約の適用は承服しがいたものである

ことから、バーゼル条約適用の通達の周知依頼

の取扱について運輸省と折衝を重ねてきた。

　　・．方、本年6月に開催されたIMOの海洋環

境保護委員会においても、船舶解撤問題の検討

を開始することが提案された。運輸省は当会議

において、①．船舶の解撤を規制するにあたって

は、船舶の運航や売買の実態に適合した制度が

必要であること、②解撤が不用意に制限された
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場合、老朽船が滞留し、海上での人命損失や汚

染につながってしまいかねないこと、との認識

のもと、IMOでの検討課題とすることを積極

的に支持した、，また、IMOでの検討を主張し

た欧州諸国も、本検討の同的は、途上国の解撤

ヤードの安全及び環境保全レベルを向一ヒさせる

ことであり，解撤を抑制することではない旨明

らかにしている，、

　当協会としては、本問題は国際的な枠紐みの

中で解決するべき、と考えており、バーゼル．条

約の適用に対する次のポイントを運輸省に伝え

るとともに、併せて前述の通達についてもこの

考え方を添付し会員各位に周知した。

・バーゼル条約の適用については、その影響が

　広範囲に及ぶことから、各国は慎重に対応し

　ているなかで、わが国政府の見解は突1［ilして

　いること，．

・世界の海ヒ輸送が安全に行われ、海洋環境保

　全が図られるには老朽船の円滑な解撤が不．lr∫

　欠であり、そのためには各種条約等の現実的

　な適川が必要であること。

・2000年からはIMOとバーゼル．条約事務局が

　連携し、環境面から見て適．切な船舶の解撤．方

　法が検討されることになっていることから、

　わが国政府がこうした検討に参加するにあた

　っては、各国の対応を踏まえつつ、老朽船の

　円滑な解撤を妨げることのないよう、現実的

　かつ実行rr∫能な結論を沖し）まとめるよう願い

　たいこと，

　また、ICSはワーキンググループ（Ship　Recy－

cling　Working　Group）を本年3月に設罷し、船

舶の解撤問題全般について検討を始めている。

　なお、船舶解撤に関するICSの考え方につい

ては，次号で紹介する予定である。

（＊）バーゼル条約・・・…正式名称は「イ∫害廃棄物の国

　境を越える移動及びその処分の規制に関するバー

　ゼル条約」。廃棄物処理を適正に行う事が出来な

　い国にその処分を依頼し、その結果、受け入れ国

　の環境が破壊されることのないよう、国際rlりに協

　照した取り組みを定めたもの。

（＊＊〕ECSA・・・…European　Colnnユunity　Shipowners’

　Assodationの［II各。欧州共［司体船三i三協会。1965年

　に設立、現在、会員はEU加盟15力国およびノル

　ウェーの16の船主協会からなる。本部はベルギー

　のブリュッセル，

2．国際機関におけるバーゼル条約への対応

　欧米を中心に解撤ll．｝i題に対する関心が高まる

なか、ECSA〔＊＊／は解撤を〔的とした船舶の

輸出についての考え方を資料2のとおり発表、

バーゼル条約の適用問題についても言及してい

る。

i　【資料1】

　　解撤等を行うために輸出される船舶の輸出

　　承認について

　船舶法第1条に規定する日本船舶であって、

次の①及び②の要件を同時に満たす船舶は、特

定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律

（以．ド「バーゼル法」という。図参照）第2条

の第1項に規定する特定有害廃棄物等に該当す

るため、輸出貿易管理令別表（省略）第2の35

の2の項（1｝に掲げる貨物となります。

（島山される船舶の要タ1二）

①　解撤等による金属の回収等有害廃棄物の国

　境を越える移動及びその処分の規制に関する

　バーゼル条約（以下「バーゼル条約」という。）

　附属書Wに掲げる処分作業を行うために輸出

　される船舶

②　石綿又はPCB（ポリ塩化ビフェニル）等バ

　ーゼル条約附属書1に掲げる物質を船舶本体

　に含有することのよりバーゼル法第2条第1

　項に規定する特定有害廃棄物等に該当するこ

　ととなった船舶
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　したがって、当該船舶の輸出をしょうとす

る者は、出三船舶が仕向地まで自航されるも

のであるか、曳船等により運搬されるもので

あるかを問わず．、バーゼル法第4条第！項の

規定により外国為替及び外国貿易法第48条第

3項の規定による輸出の承認を受ける必要が

ありますので、その旨関係事業者に周知され

ますようお願いします。

図　特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律の構成

　（バーゼル条約）

　　　　　　　　　　…
　　　　　　　（国内法の整備〉
　　　　　　　　　　曽
〈特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律〉

　定　　　　義
u特定有害廃棄物等」

条約附属書に掲げる有害特性を有する廃棄物等若しくは曇

黷轤ﾉ類する有害廃棄物等（廃葉物だけでなく再生資源と

熨ｮスクラップ等有価物を含むもの。）として．条約の規定

ﾅしたもの。

基本的浦項の公表 環境庁長官、厚生大臣及び通商産業大臣は、必要な基本的

驍烽ﾌとする。

一
〈輸出の承認〉一「

①。！寺童灘瀧撚墨差劃
②環境庁長官は、通商産業大臣から環境汚

　染を防止するため特に必要があるものにつ

　いて、その申請の写しの送付を受け、環境

　保全上支障がない旨の確認を行い、道商産

　業大臣に通知する。

③　通商産業大臣は環境庁長官の通知を受け

　た後でなければ①の承認をしてはならない

　ものとする。

〈輸入の承認〉一・

翻
」
到

①特定有害廃棄物等を輸入しようとする者ま、

　外為法に基づく輸．人の承認を受：ける。

②環境庁長官は必要がある場合には、通商産

　業大臣に対し意見を述べることができ　。

　　　　　　〈移動書類〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　特定有害廃棄物等を輸出入する場合において、移動書類を携帯して運搬することを義務付けるとと1

もに、輸入された特定有害廃棄物等の処分が完了した場合等において、その旨を輸入の相手方、輸出1

国に通知するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ

　　　　　　＜措置命令＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

①環境庁長官及び通商産業大臣（廃棄物については、環境庁長官、厚生大臣及び通商産業大臣）は｛

　を輸入した者等に対し、当該特定有害廃棄物等を適正に処分することその他の必要な措置をとるべ｝
　きことを命じることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
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【資料2】

国外での解撤（SCRAPPING　OF　VESSELS

ABROAD）ECSAコメンタリー

背　景

　船の経済約寿命は、市況の見通しとともに、

船の構造、メンテナンス、運航状況によって大

きく違ってくるだろう。運航およびメンテナン

スのコストは通常の場合、閣令とともに上がっ

ていく。このため船というものはたいてい、安

全や環境面からの理由とともに、将来的に得ら

れる収益見込が、現在の解撤価格より低くなっ

た時に売船される。解撤施設へ引渡される時点

では船は完全に運航できる状態である。

　解撤施設で船の全ての備品・審判が剥ぎ取ら

れ中．占品、リサイクル品として売られる。・．・方、

船そのものは解体され、鉄や他の資材にリサイ

クルされ売られる。しかし、相当の船令の船の

多くは、アスベストなどの有害な物質を有して

いる。

　解撤のやり方は非常に労働集約型であるため、

ほとんどの解撤施設は労働力での競争力を持っ

ている国に集中している。現在、世界中の船舶

解撤の80％近くがインド、バングラディシュ、

パキスタンで行われている。

　国際的／EUの行動の必要性

　　ECSAは、多くの加盟国において特定のスク

　ラップ施設（とりわけアジア0））における社会

　面、環境而での懸念が表明されていることは承

　知している。その懸念はもっともなことである

　と認識しており、全関係者がこの問題に取りく

　むべきだと確信している。たとえ船会社がどこ

　の国の属していようと、またその船をどこの国

Ll灘繍∵灘聯雰ll含
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同様に西欧諸国の船も影響を被る。従って、目

に見えるかたちの改善が実現されるのであれば、

この問題はグローバルなレベルで取り組まれる

べきである。

　海運業はそもそも国際的な産業である。スク

ラップ売船を規制しようと国や地域が取り組ん

でも、国際海運市場で売口や登録に関わってい

る者がそのような規制に拘束されることはない

ため、効果はあがらないであろう。スクラップ

売口のあらゆる規制は、効果的に全ての旗国を

拘束すべきである。

　バーゼル条約とEU規則259／93をどうのよ

うに解釈するかについての国際的な主導権や技

術的な説明は別として、解撤施設、特にインド

亜大陸における、での労働環境と水準を改善す

ることに配慮すべきである。この点に関して

ECSAとしては短期問で有意義な結呆をだすた

めに、ECが重要な役割を果たせると考えてい

る。特に、問題となっている解撤ヤードの社会

的、環境的状況を改善するため、EUや他国か

らの援助を利用することに真剣な注意が払われ

るべきである。さらにECSAでは、そのよう

な現在利用可能な援助をEU域外で環境面等に

配慮した解撤ヤードの設立に使用することの利

点を考察することも検討されるべきであると提

案したい。実際に解撤ヤードの運営を経済性か

ら見ると、欧州には存在しないし、また近い将

来に作られる見込もないと言えるだろう。

　さらに、解撤施設のある国の関係当局は、国

の社会的・環境的な規制が当該解撤施設の規則

に従うことを保証すべきである。

　この問題が全ての海事産業にとって重大な心

配事であるので、ECSAは上記について造船関

係．者とともにEC委員会に働きかけをして．いる。

EUの政策を、主にインド｝匝大陸におけるヤー

ドに関する諸問題への現実的な解決策に焦点を

「烈
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あてることは重要なことである。仮に解撤を経

済的に非現実的なものとする措置が導入された

ら、逆の重大な結果をもたらすであろう。船を

解．撤する商業上のインセンティブが低下して、

その結果いろんな理由からスクラップされるべ

き船舶が航海しつづけるような状況が振てくる

可能性がある。これは、サブスタンダード船を

排除することを第一の目的としてきたEC委員

会のクオリティー・シッビング・キャンペーン

に反することである。

　この田田は、国際労働機関（ILO）にも関係

するが、IMOの方が問題を取扱うのに適した

組織だ。従って、ECSAは、　U月初めのIMO

の海洋環境保護委員会（MEPC）会合でこの問

題が取り上げられたことに歓迎しているし、

MEPCにおける今後の検討を全而的にサポー

トしたい。ECはIMOにおいて影響力を持ち

うる。ECSAはこの影響力がIMOが効果的な

解決策を見出すことに貢献するために積極的に

使われるよう働きかけたい。また、考えうる解

決策の一つは、船は認可された場所でしか解撤

できないとする付属文書または新たな法律文書

によって、現在のIMO条約（例えば、　MARI）OL

条約）の改正をはかることである。この付属文

書または新たな法律文書には、メンバー国が従

うべき、解撤場所の．認可のためのガイドライン

を添付することが必要であろう。同様のものと

して国際海洋汚染防．1．L条約（MARPOL条約）

附属文書Wが既にオゾン層破壊物質は認可され

た施設にのみ持ち込まれるべきであることを定

めていることに言及しておきたい。

　また、この問題に対して環境面からのより良

い理解を得るために、解撤のために売船される

船舶にある有毒で環境面で危険な物質の範囲を

分析するため、独自の研究が（DNV＝ノルウ

ェー船級協会によって）開始されている。

現在する規則の解釈

　解撤マーケットでは、船はふつう運航可能な

状態で売られ、しばしば最終航海においても荷

物を積んでいる船がいつの時点でEC理事会規

則259／93または．バーゼル条約で定義される廃

棄物と考えられるかは未解決の1昔1題である。同

規則はEU域内国籍船に対して適川されるが、

国際レベルでの解決を図るためには、バーゼル

条約に調印していない．多くの主要旗国をも考慮

しなくてはならない。

　EU規則259／93」」EC域内、域外から域内へ、

域内から域外への廃棄物の輸送の管理・監督「

に関して、この＝規則が解撤を目的とした船の輸

出に対し、どの程度適正．1されるかという問題が

生じている。同規則では解撤に関して附属書H

で次のように触れられている。’幽解体される船

および他の浮遊構造物のうち、危険な物質また

は廃棄物と分類される荷物を適切に取り除いた

もの”は廃棄物の中でも幽幽グリーンリスドに

分類され、一定の条件の．．ドで海外での解撤を目

的に輸出されることが認められている。しかし

ながら、ECSAはオレンジまたはレッドリスト

の物質のいくつかは船体／機械または居住設備

の性質上なくてはならないものであることを認

めている。従って、船はグリーンリストのまま

でいいのか、それともレッド／オレンジリスト

か、それともリストから除外されるのかという

問題が生じる。

　特に、ある船令の綴は、防火を目的としたア

スベストやレッドリストにあたる他の危険な物

質を有している。そのようなレッドリスト物質

を含む船を解撤のために輸出することが出来る

か否かという問題でてくる。そこで、ECSAで

は次のような解釈を提案したい。

　EU規則は1993年に採択された。80年代後半

／90年代前半にほとんどの船がある程度の量の

せんきょう　平成／1年U．｝＝1号



アスベストを有しているいう事実を考慮して、

ECSAは解撤のために船を輸出することは可能

であるとの結論は合理的であると考えている。

　この解釈はユ994年の付属分書Hの改定によっ

て後押しされた。その改定とは以下を追加する

もの。：”船の運航から生じる物質は危険物質

または廃棄物に分類される”、船の絶対必要な

部分を構成する危険物質および船の運航に起因

しない危険物質はこれに含まれないことが改定

によって明確となった。これは、ある危険物質

が船舶を構成しているからといって、必ずしも

船全体がグリーンリストからレッドリストへ変

更される、またはリスト外のものと考えられる

ことではないという考え方を後押ししている。

　実際．、グリーンリストの全てのアイテムは特

定の物質で、廃棄物または鋳鉄製のスクラップ

／ステンレス鉄、固いプラスティックなどであ

る。特殊な物質というより、物体を構成してい

る物質とは関係ない非常に稀なアイテムがある。

その特別のアイテムの．．・つは船である。船はそ

れを構成する個々の物質全てが“’グリーンリス

ドに含まれることによって初めて、防グリー

ンリスト”として考えるべきなのだろうか。船

舶をリストに含む必要はないのだろうか。

　上記について派生的な考えとしては、解撤の

ための船舶の出荷は、レッドリストの物質を有

する船舶が、その種の船舶が典型的に含んでい

るとされるよりも少量であるときにのみ許され

るというものが考えられる。逆に、もし船舶が

通常より多．量のレッドリスト廃棄物を含んでい

たら、船舶の出荷は不可能であろう。このよう

な均衡の規則はレッドリストと矛盾するところ

がなく、船のようなとても大きく複雑で相当量

のスクラップが外国へ送られる時には、そのよ

うな解釈を採用することがとても合理的に見え

る。

ぜんきょう　平成11年11月．オ．

　もし、その量の多寡に拘わらずレッドリスト

にあるアスベストまたは他の物資のために船舶

を解撤に送ることが出来なければ、船舶の解撤

は深刻に抑制されるであろう。前にも述べたよ

うに、このような国や地域の規則は売買、登録

国の変頁または他の手段を通して、抜け道を招

くだろう。解撤の経済性から非現実的な手段が

取られるようなことであれば、環境面から見て

逆に重大な結果をもたらし、海の安全性にとっ

てよからぬ影響をもたらすであろう。これは、

メンバー国と産業界の両方から幅広いサポート

を得ているEC委員会のクオリティー・シッビ

ング・キャンペーンの初期の目的に反するもの

である。

結　論

　船舶の解撤は環境および経済上の理由からも

不可欠なものであり、解撤業が労働集約型の産

業である性質上、解撤施設が途上国に．位置して

いることは避けられない。それによって、労働

者に雇用と収入を与えることは重要なことでは

あるが、多くの施設での安全性の低さや環境面

の問題に早急に対処する必要がある。この点で、

先進国政府と海事産業は共同で取り組む責任が

ある。ECSAの見解はこれまで述べたとおり、

やるべきことはかなり広範囲にわたるものであ

り、EUと国際的レベルの両方で行動を起こそ

うとする政治的な意思が存在すべきであり、海

運業．界は現存する問題に対し、実践的な解決策

を．見出すため、より自発的に団結して、その役

割を担っていくつ

　　　　　　　　　　　　　　　　以　一ヒ
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増殖安定は世界の需給関係に変化をもたらすか

一トウモロコシの国際需給見通しについて一

三庶物産株式会社
食料本部飼料畜産部課長

飼料穀物クループ主席
山内孝史

　はじめに

　今年の大豆、トウモロコシを始めとする国際

穀物市況を振り返ってみると、特に目立った異

常気象も無く、概ね世界各地で豊作見通しが続

いた。米国以外の輸出国が価格競争力を増し始

めると共にシカゴの穀物相場は、一ド落基調を取

ることになったのだが、特にここでは、最近数

年来の豊作によって、長期的安値に低迷する米

国産トウモロコシの需給、並びに進境著しいそ

の他輸出国の現状を整理・分析することにより、

引続きこのトレンドが今後穀物貿易の流れをど

の様に形成していくのかを模索してみたい。

1．今年度の穀物市況を振り返って

　今年度の穀物市況のスタートは、近年の米国

生産農家の大型機械台数増加を背景に5月に好

天に恵まれたことから順調な作付け終了が報告

されたことから始まった。その後も潤沢な降雨

量を背景に次第に、バンパークロップの装いを

強め、シカゴの穀物相場は．・部で生産量が100

億ブッシェル（BU）を超えるのでないかとの憶

測を呼び、概して豊作ムードにあった。シカゴ

は7月に入って連日約定最安値を更新、コーン

は2ドルをきって13年ぶりの安値水準、大豆、

小麦も歴史的な安値水準に低迷していた。しか

し、7月中旬から下旬にかけての米国東部を襲

った熱波から、コーンベルト東部での作柄悪化

が伝えられると、記録的なショートポジション

　（売り越し残）を抱えていたファンド筋が突然

ショートカバー（買い戻し）に殺到、1ケ月足

らずの問にBU辺り大豆は1ドル近く、コーン

も50セント近く急騰し、ほぼ、6月．ヒ旬の水準

まで値位置を戻した。

　その後、8月の米国農務省（USDA）が月例で

発表する需給予想における今年の生産．量：予想で、

関係者の予想を遥かに．．ヒ回る数字を発表。当日

は、ストップ安に張り付いたままその目の取引

きを終えた。しかし、この発表には懐疑的な見

方が強く、しかも農家の聞き取り調査をベー．ス

に現時点の作柄を5段階で評価するUSDAの

週間作柄報告では、GOOD（良い）とEXCEL・

LENT（非常に良い）を併せた数字が60％を割り

込んできたことから、シカゴは底固い展開とな

った。

　9月のUSDA需給予想においても、．前回発表

に比較して減少したものの、関係者予想よりも

大きい数字が出たが、USDAの週間作柄報告は

依然として状態が悪いことから、生産量予想と

の整合性に疑問を投げかける関係者も多かった．

　しかし、中西部ベルト地帯では、収穫期を迎

えるにつれ、予想以一．ヒに収量が上がってきてい

ることに驚きの声を上げ始めた。収穫進捗も好

天に恵まれて、平年を大きく上回るペースで進

み、ローンに預け入れていた旧穀（昨年収穫さ

れた作物）の引出しもピークを迎えて、農家の

現物売りが強まると、徐々にシカゴは下落を始

めた。折りから10月のUSDAの生産：量予想は、

関係者の予想平均を上回り、下落傾向に．．．．・層拍

車をかけた。

　現在は、作付けが進む南米のドライ懸念や、

せんきょう　平成11年ll月号



投機筋のショートカバーから、やや持ち直しを

見せるも引続きUS¢200／BU．前後の安値圏に

て推移している。

　10月に人ってからは、昨年の秋にローンに入

れていた大量のローン償還玉が償還され、吏に

は高収穫量が見込まれるるため、保管スペース

不足が懸念されたが、カントリーサイドでの緊

急サイロ増築、並びに農家の早目の旧穀販売、

加えて．・部地域では好天に助けられて野積に踏

み切っているところも出ており、収穫作業も終

盤を迎えて保管能力の問題による継続的な農家

売りは、現在のところ影を潜めている。CIFバ

ージコーンの期近積みベーシスも8月で1977年

ぶりにアンダーで取引きされたりもしたが、現

在は農家の待ち姿勢からやや現物の逼辿感有り、

徐々に値位置を戻してきている。

　更に細かく整理するために、以ドUSDAのレ

ポート等を紹介させて頂く。

2．米国トウモロコシの需給見通し

　10月8日に発表となった月例のUSDA需給予

想は、1999／2000年豊作で市」易関係者の大方の

予想を大きく上回る生産量、期末在庫率となっ

ている。主な数字は以．ドの通り。

（添付米国穀物需給表参照）

・一 z日穀（1998／99）　一

　供給合計：11．，089．百万BU（前諾比±O）

1」II内飼料需要：5，486

食晶・工業・種了’二1，822

1i［愈　 1出　 需　 要　：1，985

期末在庫：L796
期末在塵率：19．3％

　　　（前回比▲89）

　　　揃回比▲8＞

　　　（前回比±0）

　　　（．前「i亘1上ヒ＋97）

（9）ゴll寺点　 ：18．．1％）

・一 V穀（1999／2DOO）一

生　産　量：9，467百万BU（前圓比＋86）

　　　　　　　　一史．L3番目の豊作を予想

供給合計：ll．273　　（削回比＋！83）

国内飼料需要：5，500　　　（前回比▲75）

　　　　　　　　　　　　　一史上第2位

せんきょう　平成11年11月号

食L冊1・工業・f重子　：1，880

輸出需要：1，925
其月　調ミ　ギE　Ji謳　：1．，968

期末在比率：21．工％

（．肖鉦匝1上ヒ±　　　0）

一史上最高

（角町1亘1上ヒ＋　75）

（前回比＋183）

1992／93年度（24．9％）以来の高水準

　昨年の収穫高は、9，761亡f万周目と史上2番

目の．豊作を記録したが、国内飼料用需要、食品

　工業・種．．f・需要が減少した分期末在庫は9月

の予想に比較して97百万BU増となった。旺盛

な需要にややかげりが見え始めたとする向きも

有．るが、米国内の未曾有の好景気に支えられ依

然として好調な数字が確認されたといえる。

　一方／999／2QQQ年新穀では、米国産コーンの

単収がユ．33．5BU／ACREと関係者の予想をやや

上1［jlり、生産：畢：は9，467．百万BUとの予測とな

った。また、飼料用需要の減少、輸出需要の増

加はほぼ予想通り（新穀の輸出は予想より多い）

となり、全体として弱材料視された。

〈各要因分析＞

D　生産量：夏場の早魑によるダメージは限定

　的であり、収穫は順調に進行中といえる。

　①単　収：

　　　本年の単収：USDA10月8El発表＝

　　／33，5BU／ACRE（9月10日発表比＋：1．3）

　　　遺伝子組替種、耕作／作付方法（大型機

　　械σ）導入）等の進歩により上昇傾向となつ

　　ている。特筆すべき好材料としては、今年

　　作付け時期の潤沢な土壌水分、全般的に早

　　い作付け終ゴ、6月．L旬一下旬の．多雨傾向。

　　平年を大きく上回るハイペースの収穫進捗

　　から早霜懸念が遠のいたことが一ヒげられよ

　　う。反対に悪材料としては、東部コーンベ

　　ルト地帯の夏場の旱魑による作柄への悪影

　　響が挙げられるが、SUBSOIL　MOIS］「URE

　　（地表から5フィー1・下の地層面の水分値）

　　は夏場を通じて概ね問題無い状況であった



圏

　　ため、被害は限定的と見られている。

②作柄状況：

　　　10月3日現在、USDAの週問作柄報告は

　　（良い＋非常に良い）が全体の60％で昨年

　　（69％）を大きく下回る。この時期の作柄

　　と．最終単収を比較してみると、1996年65％

　　→最終単収127，lBU／ACRE、／997年64％→

　　最終単収126．7BU／ACRE、1998年69％→最

　　終単収1．34．4BU〆ACREとなっており、US．

　　DA需給．予想の…数字　（133．5BU〆ACRE）に

　　疑問も残る．しかしながら、関係者の中に

　　は　ト　レン　ドイール　ドの一レ、昇、TEST

　　WEIGHTの上昇を指摘する者もお1）、品

　　種改良による作柄の向．．ヒが今年は際立った

　　結．果を産んだとも．考えられる。

2）　国内飼料需要

　　．1．999年8月末全米在庫工7．96億BUから類

　推した／998／99年度飼料用需要は約54．78億

　BUとなり、その後発表された！0月のUSDA

　需給予想の下．方修正に合致する。しかしなが

　ら、これに基づけば第4四半期の飼料1．ljその

　他需要が、通年のそれに占める割合は14．2％

　となり、過．去10年の第4四半期．Lド均（玉5．5％）

　を下回り、やや少なすぎる感じがする。コー

　ンの需要が他作物（小麦等）にシフトしたと

　の見方もあるが、同時に小．麦の在庫数量は1大

　きく予想を上回っており矛盾することから、

　在庫数．量自体を．疑問視する向きもある。

　①肉牛飼養頭数：減少傾i飢こ歯止め

　　　CATrLE　ON　FEED：主要7州（アリゾ

　　ナ、カリフォルニア、コロラド、アイオワ、

　　カン．ザス、ネブラスカ、テキ．サス）におけ

　　る肥育牛の飼養頭．数（1，000頭以上の農家

　　対象）次回発表は11月i9日

1997

1998

／．999

JAN

8943

9455

9021

FEB　MAR　APR　MAY　JUN
8813　　8769　　8904　　8484　　8231

9180　　8835　　8607　　8295　　8289

8907　　8858　　8865　　8573　　8537

　　　JLY　AUG　SEP　OCT　NOV　DEC
I997　　7679　　7536　　7850　　8558　　9390　　9718

／998　　7S25　　7706　　7750　　8376　　9195　　9409

1999　　8173　　7879　　8138　　　？

　　本年3月以来前年対比プラスに転じてい

　た導入頭数が引続き7月10・L5％、8月tO5

　％とFEEDLOTの自転意欲が旺盛。しかし、

　　8月はMARKETING頭数も予想を上回っ

　ており〔前年対比107％）シカゴ相場には幾

　分か弱材料と見られた，，

②　肉豚飼養頭数1減少傾向

　　　HOGS＆PIGS　REPO蟹二全米の肉豚総飼

　　養頭．数（四半期に．．一度発表、次岡は12／28）

　　　頭数q，oo膨o

12）1　1　「1　　62，206

3　月　／　日　　　59，851

6ノ「i　1　［　　 60，536

gjrl　l　lヨ　　60，736

対前年比　対．前回比

ユ02％　　　　　 98％

　99％　　　96％

　97％　　　／01％

　96％　　　100％

　　99年9月．L日時点では対前年比4％の誠

　少に加えて、．繁殖豚頭数も前年対比92％と

　大幅に減少しており、シカゴコーンにとつ

　ては弱材．料臼咋年秋に豚生体価格が戦後最

　安値まで暴落した影響が依然として続いて

　いると言えるQ

③　ブロイラー：堅調な増加

・USDA生産予想　（単位1百万ポンド／

　　　1－3　　4－6　　7－9　　10一工2　　通イ1三

1995　　6，～47　　6，360　　6，／S2　　6，336　　25，025　［＋4．9％）

1996　　6，610　　6，57／　　6，628　　6，52ア　　26，336　〔＋5，3％）

1997　　6，639　　6，937　　6，864　　6，83！　　27，271　〔＋3．6％｝

1998　　6、875　　6，962　　6，932　　7，079　　2ア，849　〔＋2．1％）

／999726571316乳2417，・⑳29262／÷5註％）

・USDA輸畠予想　　（単位：百万ポンド）

　　　1－3　　4．一6　　7－9　〕．D－12　　通翁三

1995　　　873　　　856　　1，0／9　　1，14ア　　3、895　〔÷35，5％：1

／996　　1，075　　］，057　　1，121　　1，．167　　4，420　隻÷／3．5％〕

1997　　11094　　／．／08　　11230　　1．，260　　4，692　〔÷6．2争多）

．1998　　〕，271　　1，349　　1，093　　／，D17　　4，731　〔＋O．8％）

／999　110421，20／11100　1．0994，442〔一6．1％〕
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　　　生産蚤は、米国の健康志向による個人消

　　費増加により前年比5，1％増加の見込だが、

　　輸出需要は、昨年8月以降のロシアへの輸

　　出停止により減少した：、5万MTのロシア

　　向け無償援助が合意されたが、前年対’比マ

　　イナスは免れない現状。

3＞　食品、種子、工業用は引き続き右肩．ヒがり

　のf申長といえる。

　　エタ．ノール原料用：550．百万ブッシェル（前

　年対比114％、史1＝2位〕国内エタノールプ

　ラントが増設の傾向にある点は関係者に関心

　の集まるところ．

　　Nκ「10NAL　CORN　GROWERE．S　ASSOC匹

　TION〔NCGA）の代表が現在カリフォルニ

　ア州で、同州におけるエタノール使用の現状

　を視察1†1日目。川州のガソリンは無鉛ガソリ

　ンに含酸素化合物を混合したものであるが、

　その含酸素化合物として使川されているのが

　エタノール乃至MTBE（メタノールとBU－

　TYL　ETHERの化合物。原口から生成され

　るの。今年3月同州知事は環境汚染の原因に

600

500

400

300

200

／00

0

　なるとしてMTBEの使用減少を指示、現在

　エタノールの使用量が徐々に増加中との事。

NCGAは、今後三州のガソリン化合物が全

　てMTBEからエタノールに移行した場合、

　エタノールの使用：吊：が年間4－6億ガロン、

　コーンの使用量が1．2－2．4／：惹BU増加すると

　見ており、コーンの価格に与える影響をUSC

　lO／BUと見込んでいる。またNCGAはエタ

　ノールは単に環境にいいばかりでなく、約

　50％を輸入に依存する原汕と異なり、純国産

　原料である事に利点があるとコメントしてお

　り、カリフォルニアの現状が．全米に広がって

　いくようであれば、コーン端場の長期的な支

　手麦オ才料・と．言えよう。

　　異性化糖川の需要も米国内の景気好調から

　国内飲料需要堅調に推移中。前年対比105％

　の職長となっている。

4〕　輸出需要：

　　USDA10月の需給予想の中では、99／00年

　新穀の輸出：景を1，925百万BUと予想。これ

　は前回の9月発表の数字よりも75百万BUの

■HFCS〔鼻き乍t三イヒ｛癖）

ロブドウ／果料1看

ロスターチ

團エタ．ノール

〔］醸造アルコール

囲食品用

1992／93　　1993！94　　1994／95　　1995／96　　1996／97　　1997／98　　1998／99

1992／93

1993／94

1994／95

1995／96

1．996／97

1997／98

1998／99

」ブドウ1果糖

414

442

462

482

504

532

560

214

223

231

237

246

245

240

スターチ

　　　238

　　　244

　　　247

　　　219

　　　229

　　　2・巨L、

396

42．9

481
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上方修正となった。しかし、この輸出需要に

関しては今後の西国の輸出動向次第で下．方修

正される可能性もある点は留意しておきたい。

3，

1
）

世界の飼料穀物需給

アルゼンチン産トウモロコシ

1999年度生産量予想：13，5百万MT

　　　　　　　　（前年比▲5．8百万MT）

2QOO年度生産量予想二15。5．百万MT

　　　　　　　　（前年比＋2．0醇ゴMT）

2000年コーンの生産量は史上最高の豊作だ

　つた98年（／．9．36百万MT）よりは減産予想な

　るも、99年を上回り史上2番目となりうる点

　は注目するが、現在はややドラ．イ懸念が台頭

　してきており、今後の天候に注目が集まると

　ころ。

　　本年度（99年3月一2000年2月）のアルゼ

　ンチン産コーンの輸出成約予想は8．5．百万

　MTと減少。全本向け成約も80万トン〔前年

　約12Q万トン）と減少。生産減に加え、米国

　産トウモロコシの価格低迷で国際的競争力を

　失ったのが原因と見られる。

2）　中国産トウモロコシ

　　1998年度生産量：IO4．30百万MT

　　　　　　　　　　　　（前年対比＋19．7）

　　1999年度生産量予想：工33．O．百万MT

　　　　　　　　　　　　（前年対’比＋28．7）

　　2000年度生産量予想：128，0百万MT

　　　　　　　　　　　　（．自昨イ「二気∫士ヒ▲　5．0）

　　†産地の東北冗省は現在のところ目立った

　障害なく、本年も豊作が．予想される。99年国

　内需要U．7．25百万MTは前年対比横ばいな

　るも、輸出3．5百万MT（前年対比±／l二1万

　MT）と伸長し、期末在庫率は6．4％．ヒ昇し、

　31．9％と高水準。今後も国内価格の高値維持

　を建前に輸出価格の引き下げには消極的なる

　も、新穀輸出を5．0百万トンと見ておゆ、輸

　出意欲は旺盛。その場合でさえ新穀の期末在

　庫は33．5％と依然高水準を維持していること

　は注目に値する。

3）　ロシア・東欧産トウモロコシ

　　一昨年の記録的な豊作から・略して昨年は

　夏場の熱波からハンガリーを除き大減産。し

　かし本年は作付け前から天候が理想的に推移

　しており、．豊作が期待出来る巳しかし、アジ

　ア向け輸出はコソボ紛争による運河が相当被

　害を受けており、輸出港までの集荷に問題生

　じる恐れ大きい。

　　　　　　1998　　　　1999

ルーマニア：　8，5→1．2．0．百万MT

ハンガリー：　6．0→　7．0．Fl万MT

FSU－／2　：　5．3→　7．6コ口MT
4） 南アフリカ産トウモロコシ

／998／99年度生産．吊：：7，1！ゴ万MT

　　　　　　　〔前年対比▲O．44百万MT）

．1999／00ゴ：ド度生産量．予想：8．00．1三1万MT

　　　　　　　（．前年対比＋．1．5百万MT）

：1．998／99壬巨1蔓（7）ゴ争想タトσ）」三産量む」父｝こ、　期］．1ご1．

在庫を人れても年間の国内需要（7設G百万

MT）を賄えず一転トウモロコシの輸入国に

転じ、アルゼンチンメイズ、米国コーンの輸

入を開始。今年約85万トンを輸入したと報告

されている。

4　今後の注目点

1）　ll月USDA需給予想（！1月10「1発表）

　　最大の関心事は、収穫がほぼ終了した現在、

　今年此れ迄で最も実態に則した形での．予測と

　なるであろう生産掃：予想である。WORLD

　PERSPE⊂TrVE社によれば、1965年以降で、

　USDAの需給予想におけるコーン生産1窃予想

　が8月から9月にかけて減少、及び9月から

　／．o月にかけて増加となった事は今年を含めて

　8回あるが、過去の7イ図こおいては必ず11月

　の数字が10月から更に．ヒ昇修正される結果と

　なっているとの事。またその増力1．1幅は平均92

　百万BUとなっており、これを甲．純に今年の

　場合に当てはめれば、今月10［の需給予想に
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　おけるコーン生産高は9，559百万BUとなる。

　これは単に統計からの推測に過ぎないが、収

　穫期に天候の問題が見られなかったことから、

　実際に多くの関係者が、次回の生産量予想が

　．．ヒ方修正されると予想している事には注目し

　たい。発表が斯かる予想通りとすると、長期

　的な相場の安値低迷は暫く続くものと予想す

　る向きが多い。

2）　中国の輸出政策

　　現在中国政府は、基本的に農家への保証価

　格以下でコーンは輸出されるべきではないと

　の政策を設定している。即ち、これまで中国

　メイズの輸出が伸び悩んできた背景には、高

　水準の保証価格に対して、安価な国際価格で

　販売すると輸出公司に損害が発生するという

　構図があり、中国はたとえ豊作であったとし

　ても保証価格の変更がない限りは積極的輸出

　は考えられないとされてきた。しかし、中国

　は近年、保管設備の不足と不良から、品質悪

　化や、害獣の被害が40百万トンに上り始めた

　こと、徐々に市場原理導入が浸透してきたこ

　とから、国内に洪水や旱魑があった後でさえ

　も、輸出を実現してきた。

　　そして今年7月一頃になって、満を持して

　中国産メイズの輸出が活発化してきているこ

　とが明らかになった。中国政府の農産物輸出

　統計によると本年（99年）1－9月までに211

　万トンのトウモロコシが輸出され、来年3月

　までに更に2百万トンの輸出が実現する見込

　みとの報告がなされている。シカゴコーンが

　今後．ヒげに転じるようなことになれば、中国

　の積極的輸出に拍車をかけることになるであ

　ろう。

　　米国コーンの輸出見通しに就いては、中国

　の輸出政策の変更に大きく左右されることに

　なるため、今後の中国の動静には注目したい。

最後に

これまで、述べてきた通り、99／00年のクロ

せんぎょう　平成11年11月号

ップは概ね各国とも豊作の見通しとなっており、

全体的な取引き価格の下落と共に今後暫くは、

アジア方面を中心に穀物の貿易量は伸長すると

予想される。因みに、WORLD　PERSPE（TIVES

社の分析に基づけば、過去6年間の世界全体の

穀物需給バランス（コメは含まない）は以下の

様になっている。

（百万トン）

1993／94年

1994／95年

1995／96年

ユ996／97年

1997／98年

1998／99年

1999／QQ（予想）

供給量合計

1，665．4

L660．3

　1，597．1

　1，695．6

　L734，8

　1，752．9

　L745．0

需要量合計

　1，400．3

1，404．7

　1，392．5

　1，453．ユ

　1，459．4

　1，463．O

　L455．Q

　これによれば、1993／94年から1998／99年の

問に供給量が88百万トン増加しているのに対し

て、需要量は63百万の増加に留まっている。更

に需要、供給ともに落．込んだ1995／96年目ら

1999／2000年までを見ると、供給量が約ユ50百

万トンの増加に対して需要量は63百万トンの増

加に過ぎない。これは穀物の収量増加が需要の

増加速度を大きく上回っている事を意味してお

り、ここ2－3年間の穀物相場の低迷はこれら

需要と供給の不均衡を反映していると指摘して

いる。

　しかしながら、一方で安値安定のコーン流通

価格を背景に、空前の好景気に沸く米国内のコ

ーン需要も飼料用、工業用を中心に大きく喚起

されてきており、アジア・南米の景気の急速な

回復が見込めず、中国のWTO加盟問題も暗礁

に乗り上げた感がある現在、コーン価格低迷が

飛躍的貿易量の増加に直結するという単純構図

には懐疑的な見方もある。何れにしても、HIGH

TECHNOLOGYを駆使した品種改良による収

量増大、並びに着実に進む途上国の生活水準の

向上とインフラの整備構築は、長期的には世界

的規模で穀物貿易の拡大が進むことを予感させ

る。
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世界コーン（世界のトウモロコシ需給予想（米国農務省10月B日発表））

〈1999〆2000年〉

〔単伎100力’トン〕

期首在庫 生産量 輸入量 国内需要 輸出量1 期末在庫 在騨…
米　　　　　　　国 45．63 240．47 0．25 187．46 48．90 50．00 21．2％

ア　ルゼ　ン　チ　ン 0．71 15．50 0．00 6．50 9，00． o．71 4．6％

南　ア　フ　リ　カ 1．40 8．50 0．10 7．50 1．10 ／．40 16．3％

E　　　　　　　　U 3．69 35．91 10．81 38．43 9．06 2．91 6．1％

日　　　　　　本 1．26 0．00 16．25 16．45 o．oo ／．06 6．4％

メ　　キ　　シ　　コ 1．55 19．00 5．00 23．30 0．05 2．20 9．4％

東　南　ア　ジ　ア 1．70 14．51 3．15 ユ8．02 0．i5 1．19 6．5％

韓　　　　　　　国 0．48 o．σ9 ＆25 8．30 O．00 0．52 6．3％

中　　　　　　　国 38．55 128．00 O．25 1／9．95 5．00 41．85 33．5％

旧　ソ　連　12国 1．28 5．41 o．lo 5．31 0．45 LO3 17．9％

（ロ　　　シ　　　ア） 0．16 LOO 0．D5 1．10 0．00 0．ll 10．O％

そ　　　の　　　他 11．56 ／言。．39 28．S4 三6L2G 3．6G LO．25 6．2％

合　　　　　計 lo7．97 598．78 73．05 593．52 77．31 113．23 19．：1％

〈1998／99年〉

期．首在庫 生産量 輸入量 国内需要 輸出量 期末在庫 在庫率
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X．5％

U．1％
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合　　　　計 86．55 604．79 76．17 583．38 75．64 107．97 18．5％
旨
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海運 　　邑士日　　口心

5日　第2次小渕恵三内閣の運輸大臣に自由党

　　の二階俊博氏が就任した。

　　当協会と台湾船主協会は、静岡県川奈市

　　で第5回日台船主協会会談を開催し、両国

　　海運の現状と展望等について意見交換した。

　　（本誌平成11年10月号P，4シッピングフラ

　　ッシュ参照＞

6日　日本政府は、米国政府に対して規制緩和

　　要望を行った。海運分野では米国海運企業

　　に補助金を拠出する「新規運航補助制度」

　　の廃止等を要望した。

　　　米国政府は、日本政府に対して7分野の

　　規制緩和要望を行った。特に通関・輸入手

　　続きの改善に関しては、輸入の際に必要な

　　乎続きを同時に処理できるよう調整を行う

　　「ワン・ストップ・オフィス」の設．置を要

　　望した。

12日　中社および保税業務へ対象を拡大した

　　Sea－NACCSおよび港長・港湾管理者への

　　手続きを簡素化する港湾EDIシステムが

　　稼働した。

　　　石下元売り最大手の目石三菱と同3位の

　　コスモ石油は、販売部門を除く各部門で

　　1999年11月1日から業務提携を開始すると

　　発表した。提携の柱の一つである原油調達

　　の効率化については、両社でタンカーの共

　　同配船を行い、コスト低減を目指す方針を

　　明らかにした。

　　　運輸省は、1999年度．ヒ期のPSC（ポート

　　ステートコントロール）による航行停止処

　　分状況をまとめた。それによると1999年4

　　月から9月までの聞に213隻が航行停止処

　　分を受けていたことが明らかになった。

臨10月

15日　［米両国政府は東京で約1年ぶりとなる

　　海運当局間．協議を開催した。今回の会合で

　　は日本の港湾運送事業の規制緩和などに関

　　して意見交換した。

　　　IMO第80図法律委員会がロンドンで開

　　催され、船舶燃料油の汚染による補償に関

　　する新条約案等について検討が行われた。

　　（P，9海運ニュースー国際会議レポート参

　　照）

22日　92年国際油日基金第4回総会および理事

　　会等がロンドンで開催され、汕濁2条約が

　　適用される船舶の定義やナホトカ号事件の

　　汕濁補償問題等について審議された。

26Ei海事振興連盟は、1999年度の通常総会・

　　および創立50周年式典を開催した。

　　（P，19囲み記事参照）

29日　運輸省港湾局は、現在進めている「重要

　　港湾」の指定の見直しについて、基本的な

　　考え方（方針）を発表した。それによると、

　　特定重要港湾を除いた現在113港ある重要

　　港湾のうち1割程度が見直しの対象になる

　　見込みであることが明らかになった。

　　　当協会は、運輸大臣等に対し、36項目か

　　らなる規制緩和要望を提出した。

　　（P．2シッビングフラッシュ参照）

　　　OECD海運委員会および関連会合が25

　　日からわが国において開催され、OECD海

　　運原則に複合一貫輸送事業に関する項目等

　　を新たに組み入れるとともに、次回会合に

　　おいて競争政策委員会との合同ワークショ

　　ップを開催することとなった。

せんきょう　平成ll年11月号 團
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米国外航定期船海運の行方

　米国の外航定期船海運、そしてFMC（連邦海

事委員会）の役割は今後どうなるのかについて

報告します。

1．米国籍外航商船隊の将来

　米国籍の外航商船が激減している。1980年代

初期に米国の外航定期船会社は18社あった。現

在、米国籍の外航定期船の隻数は僅か50隻に減

少してしまっている。APL、　Lykes、　Sea・Landま

でもが外国の海運会社に買われてしまった。こ

れらの船岡は近い将来、米国籍船の使用を止め

てしまうと予想される。同じく老舗のFarre11、

Watermanも、さらにFABCも米国籍船は使用

しなくなるだろう。Crowleyは外航をやめてし

まった。Crowleyは新規運航補助制度（Maritime

Security　ProgramヨMSP＞による補助金の受給

権利を他船社に譲渡することにしたが、そのよ

うな決定をしたのは、この程度の補助金では米

国籍の下での運航が不可能とわかったからであ

る。因みに、APLによると、MSPによる補助金

は1隻あたり年間210万ドルであるが、この金

額は米国入と外国人とのコスト差の3分の2し

か補填できないようである。

　Crowleyが補助金受給権利の譲渡を決定した

理由は、CSXによるSea－Land売却の理由と一

致しよう。米国の外航海運には将来がないこと

を告げるものとして、米国造船所における外航

船の建造がほとんどないことが挙げられる。現

在47隻の船舶がMSPによる補助金を受給して

いるが、海運会社がこの制度の下で船舶を運航

する唯一の経済的理由は、割増運賃をもらって

米国籍船積み取り優先貨物と軍律係貨物を多く

輸送できることである。MSPには思想、理論、

．理解し易い長期的な政策目標がないと言われて

いる。MSPはAPLとSea－Landに何か売れる

もの（補助金の受給権利）を与えたが、これら

の会社を買収したそれぞれの外国船社は早々そ

れが余り価値がないものであることに気づくだ

ろうと噂されている。1984年以降、同盟の運賃

設定構造は弱体化しつつある。運賃はすばやく

コストに引きつけられる。米国のコストはどう

しても高くなり、この高コスト構造が商船隊の

運命を決定してしまう。MSPによる実際の効

果は米国籍外航商船隊の消滅を2、3年先延ば

しするだけのものであると囁かれている。

　10月第3週、ヒューストンで開催されたプロ

ペラクラブ国際大会において、米二階Lykes

LinesとSea－Land内航海運会社の両社長が、

　「米船は賃金の低い外国人を配乗したコストの

安い外国軍船（中国、韓国、台湾）とは競争で

きない。資本構成が異なる。米国の商船隊は米

国の内航で生きる道を探すしか他に方法がない。

ジョーン．ズ法（米国内航法）により米酒が保護

されている内航に専念したほうが儲かる。米国

の海運会社は国内において鉄道輸送やトラック

輸送と競争すべきである」と講演した。（註：

米国国内の内航荷動き量は米国／外国問の海上

荷動き量の約半分の量に匹敵する）。

2，議会の対応

　APLもSea－Landも、もはや米国の海運会社で

はないと考える向きが議会にもある。下院ハイ

ド司法委員長もそのように考えているうちの一

入のようである。今年5月5日に開催した米国

せんきょう　平成ll年11月号



　　　外航海運改革法に関する公聴会において、APL

　　　社長に［APLはシンガポールのNOLに買収さ

　　　れてしまった今でも本当に純粋の米国の船社で

　　　あると思うか」と質問した。これに対して、APL

　　　社長は新会社の複雑な仕組みについて説明した

　　　後、「イエス」と返事した。ハイド司法委員長は

　　　さらに、「海運業界は独禁法適用除外が米国の

　　　荷主や中間業者（フォーワダー、NVOCO：国

　　　際複合運送業者）の犠牲において、外国人所有

　　　の海運会社を利するようになるまでに変貌して

　　　しまった」との懸念を表明した。

｝　　　　一方、上院通商・科学・運輸委員会の古参委

　　　員であるブロー上院議員は、／0月20［、ワシン

　　　トンDCプロペラクラブでの講演会において、

　　　来年、上院において「米国海運の将来」につい

　　　て公聴会を開催したいと発言している』

3．FMCの役割

　APLやSea・Lalldが外国の海運会社に買収さ

れてから、「FMCは米国の政府機関であるにも

かかわらず、国際機関のようにシンガポールや

デンマークの代弁者となるのであろうか？」と

か、対1．1．1国問題では、「米中間のトレードには

純粋な米国船側がいなくなった状況において

FMCは中国の海運政策についてどのように考

えるのだろうか？」といった疑問が出てくるよ

うになった。このような疑問に対して、今年8

月、FMCクリール委員長はあるセミナーでの

講演会において次のように明確に回答した。

　「FMCの使命の．・つは米国の二存問貿易にお

いて好ましくない状況をつくり出す相手国の規

則を是正させることである。法律に基づくFMC

の権限行使の一部として、会社を誰が所有して

いるのかにかかわらず、外国で差別に会ってい

る米国籍船社を助けるための活動がある。従っ

て、APLやSea－Landが外国の船社に買収され

せんきょう　平成1．1年ll月号

たからといって、今後、このような分野におい

てFMCの活動が減少すると結論付けることは

償越であり、誤った考え方である」

　確かに、FMCクリール委員長が言うように、

船社の所有者が誰であるかを問わずFMCが米

国漁船を保護するのは・．一方的な善意に基づく行

為ではないようである。米政府はFMCによる

保護の見返りとして、このような米国富船に戦

争や国家非常時における船舶の徴用といった犠

牲を強いているのである。つまり、極端に言え

ば米国が戦争を行う場合、シンガポールとデン

マークは必ず米国の味方にならなければならな

いということであろう。

　また、FMCは報復的制裁措置の発動権限を

有しているので、例えば、㎜（米運1箭省海

事局）が中国政府と海運協議を行う際、FMC

の存在がMARADの支えとなっているようで

ある。中国において外国の船社が事業活動を行

う場合、中国国営船社の代理店を利用すること

が要求される。APL社長は、「中国において有

利な立場にあるのは中国人だけである。それ故

FMCが重要である」、さらに、「海運サービス

はWTO（世界貿易機構）の枠外にある。米国

の多くの海運関係者は海運をWTO（世界貿易

機構）に持ち込みたくないと考えている。それ

故、米国籍船はFMCを頼りにすることができ

るということが非常に重要であるので、もし

FMCがこの分野における役割を奪われるよう

なことがあれば、当社は新規運航補助契約の期

限が切れたとき、米国籍船社として残るかどう

か見直さなければならない」と語っている。

　このように現在のところ、米国迎酒が存在す

る限り、FMCの役割には大した変化がないの

ではないかと思われる。

（北米地区事務局ワシントン連絡員　平山　修）

團
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癒耳塞柳嚇一プタウン嘲赴

　　　　観的であったと思う。（因みに、これが三回目の陸

　　　　上勤務であるが、全て海務とは無関係の情報シ

　　　　ステムの仕事である。この頃の船長は何でもやらな

　　　　ければならない、と痛感している）

　　　　　しかし、この楽観が大きな間違いであるとわかる

　　　　まで、それほど時間は掛からなかった……。

　　　　赴任前日

　　　　小生　「現地法人の新コンピューターシステム構

　　　　築のため、明日からケープタウンに赴任します。」

　　　　某南ア駐在経験者「期間はどのくらい？」

　　　　小生　「過去の経験から、6ヶ月もあれば出来る

　　　　　と思います。」

　　　　　某南ア駐在経験者　「6ヶ月？　6年の間違えで

　　　　　はないのか？　お前、アフリカだぞ1！」

　　　　　小生　「……」

　　　　　その二日後

　　　　　ケープタウンに無事着陸し、海沿いのホテルに到

　　　　　着。

　　　　　ホテルマン　「Welcome　to　our　hotel　sir，　Mr．

　　　　　Hori！！」

　　　　　小生　「Could　you　call　me’Captain　Hori～」

　　　　　ホテルマン　「Yes　sir，　Captain　Hori！！」

　　　　　気持ちいいスタートだ。

　　　　　翌朝

　　　　　　ボツ、ボッ、ボッ！！短三声の汽笛で目が覚める。

　　　　　時計を見ると、午前5時だ。うるさいな、と思いつつ

　　　　　もう．．．一度寝たが、今度は長一・声で目が覚める。

商船三井船長堀一郎

　汽笛がうるさくて寝られない所にホテルが立つ

はずもないので、これは悲しいかな、職業病であろ

う。その後、ホテルマンに汽笛の講義を施す。どこ

まで、覚えていてくれたかは疑問。

　初出社し、早速Manager　Meetlngを開く。

某月某日

　今日は日曜日。マンデラ．元大統領が政治犯と

して二．．卜数年もの間投獄されていた監．獄があるロ

ベン島を見学することにした。（因みに、ここは脱走

不可能な監獄として、「ゴルゴ13」の舞台にもなっ

たので、覚えている方もおられよう。）高速フェリー

乗り場に出航5分前につき、切符を買おうとしたが、

満員でもないのに売ってくれない。「どうしてか？」と

きくと、切符売場嬢はベテランの船長が新米のサ

ードオフィサーに講義するかのような顔つきで長々

と説明した。要は、「船というものは、電車やバスと

違って出航前に乗客名簿を作成しなければなら

ない。あんた、乗客名簿を知ってるかい？あんたは

私がそれを作成し終わる前に余裕を持って来な

ければいけなかったのよ！」ということであった。たま

らず、「Do　you　know　what　I　am　P」と言ったが、

箋1劉㌧
・だh糠嚢
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「正dQ　not　knQW」とあっさりきり返され、退散する。

某月某日

　その．・週間後、先週の敵を討とうと出航30分前

に到着。前の晩に考えた「30分あればいくらトロい

おまえさんでも乗客名簿を作る時間があるだろう。

ところでおまえさん、汽笛の長さに意味あるのを知

ってるかい？」という文句をいってやろうと切符売場

に行くと、先週のあの売場嬢は不在。今日の売場

嬢は非常に手際良く、出発直前まで乗客を受け

付ける。

…何か損をしたような気がする。

某月某日

　赴任後、3ヶ月が経った。思ったとおりに仕事が

進んでいない。Manager　classはともかく、どうも

Staff　classに問題があると気づき始める。

某月某日

ウエイトレス“Co∬ee　orTea～”

小生　　E‘Earl　Gray　Tee，　Please．”

ウエイトレス“OK，　sir！”

　朝食時にこの会話を繰り返す事、もう数ヶ月にな

る。覚える気が全くないのであろうか？

某月某日

　赴任して4ヶ月が経過した。最近やっと黙って

いても朝食時にEarl　Gray　Teaがでてくるようにな

った。こんな事でもすごく嬉しい．

　しかし小生だってたまにコーヒーを飲みたい時

がある。思い切って、コーヒーを注文しようと何度も

思ったが、例の会話を訓導ヶ月も繰り返すようにな

ってはたまらないので、ついにコーヒーは．．．一・度も飲

めず。

某月某日

　仕事が進まないのは、劣悪な教育レベルにある、

そしてやる気のないSt雄class、そして彼らの実

力を分かっていても理解しようとせず、理想ばかり

語るMallager　classのせいである、との結論を出

す。

　仕方なく赴任期間を4ヶ月間延長する。まさか

6年にならなければいいが。

某月某日

　部屋からTシャツが紛失。ハウスキーパーがシ
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一ッと一緒に持っていったもよう。

某月某日

　ランドリーから靴下二足とハンカチー枚が戻っ

て来ず、

某月某日

　今度は部屋から、愛用のH本手拭いが紛失。

どうもハウスキーパーがホテルのタオルと一緒に持

っていってしまった模様。さすがに堪忍袋の尾が

切れ、マネージャーに猛烈に抗議する。マネージャ

ーは小生に平謝りし、自らホテル内を一時間探し

回り、それでもないとなると、ケープタウン中のホテ

ルに電話をかけまくり、類似品を手に入れてくれた

（それでもかなり分厚く、体をゴシゴシ擦るのに不

適当であったが）。

離任の日

　10ヶ月が経ち、なんとか仕事も一．．・段落して、帰

国の時がきた。とにかく嬉しい。日本に帰ればなん

でももっと順調にいくだろう。おいしいものもいつでも

食べられるし、コーヒーもいつでも飲めるぞ！

　このようなケープタウンでの生活であったが、今

となっては南アフリカ人の人なつっこい、悪気のな

い笑顔ばかりを思い出1．す。

See　you　soon！！今度は船で行くそ！！

．
へ
響
炉
」

馨

．
、
．

奪
肖

滲

N
蓼

、

し
　
へ

藩
一

眠
峯

、
馨
一

、
§
ギ

ト

、
熱
夢
働

＼



海運関係の公布法令GO月）

㊧　千九百七十四年の海上における人命の安全

　　のための国際条約に関する千九百八十八年

置　の議定書

　　（条約第12号、平成11年10月15日公布）

翻　千九百六十六年の満載喫水線に関する国際

　　条約の千九百八．．1’八年の議定書

　　（条約第13号、平成11年10月15目公布）

（政令第336号、平成11年10月27日公布、平

成12年4月1日施行）

㊨　空港周辺整備機構の財．務及び会計に関する

　　省令及び海上災害防止センターの財務及び

　　会計に関する省令の一部を改正する省令

　　（運輸省令第44号、平成ll年10月6rl公布、

　　平成11年10月6日施行）

⑫　港則法施行令の一部を改正する政令

　　・（政令第329号、平成1／年10月2G日公布、平

　　成11年10月29日施行）

⑮　港則法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第45号、平成11年10月22日公布、

　　平成11年10月29日施行）

⑫　地方分権の推進を図るための関係法律の整

　　備等に関する法律の施行に伴う運輸省関係

　　政令の整備等に関する政令

「行方不明船対策本部」の設置について

　当協会会員会社が運航する船舶が、去る10月22日インドネシアのスマトラ島クアラ・タンジュ

ン港を出港した後、連絡が取れなくなっていることから、機関故障、海難等の可能性があるもの

の、近年東南アジアにおいて多発化・凶悪化している海賊事件に巻き込まれた可能性も否定出来

ない。このため、当協会は10月27日に「行方不明船対策本部」を設置し、．協会会員会社に緊急連

絡を行うとともに、関係機関に協力要請を行い、情報収集に全力を挙げている。（平成11年11月

1日現在）

せんきょう　平成］．1年11月号



陳惰書・要望書（10月）

宛先：運輸大臣、行政改革推進本部規制改革委

　　　員長

件名：海運関係分野の規制緩和の．一層の椎進に

　　　ついてのお願い

要旨：P．2シッビングフラッシュ参照

国際会議の予定（12月）

WTO閣僚会議

　11月29日～工2月2日 シアトル

当協会代表と船員問題等について意見交換

　一フィリピン労働雇用省長官の来日について一

　10月19日から23口にかけて、Bienvenldo　E．　Laguesma労働雇用省長官を筆頭に、同省及びフ

ィリピン船員業界関係者の使節団一行約50名が、日本商船隊におけるフィリピン人船員の雇用促

進を目本の政府及び関係業界にアピールするため、工996年以来3年振りに来日した。

　使節団一．一行は］．0月21日には、表敬のために当．協会を訪問。同長官及び海外雇用省（POEA）、海

事産業省（MARINA）、海外労働者福祉庁（OWWA）、専門職資格認定委員会（PRC）各行政官等

の代表9名が、生田会長、鷲見船員対策特別委員会委員長、崎長田副委員長、豊田同委員、及び

和田理事長と、日本海運を取り巻く状況、船員

の需給及びIMOの“’ホワイトリスド等につ

いて意見交換した。引き続き、生田会長主催の

歓迎昼食会が開催され、当協会船員対策特別委

員会及び岡幹事会メンバーを中心にして使節団

一行全員を歓待し、和やかな雰囲気の下、日比

友好の親睦の輪が広がった。

　同一．．一行は当協会のほかに、わが国の運輸・労

働両省、国際船員協会、及び全日本海員組合を

訪れてフィリピン人船員の雇用促進について意

見交換を行うとともに、離日前目の10月22日夕

刻には、日本政府・業界の関係者多数を招待し

て長官主催の答礼宴を開催した。

　
ヒ
　
　
　

▲昼食会で談笑する当協会生田会長（右側）とLaguesma

　フィリピン労働雇用省長官（左側）

せんきょう　平成11年U月号 圃
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1，わが国貿易額の推移

轡凋運統計
、㍉と＝、

ノ

　　　　　（ 1iiイ立：　　： 10億円）

年　月
輸　1．』 輸　入

前年比・前年同期比｛％）

（FOB） （CIF） 入日出超
翰　出 輸　入

1980
29，382 31，995 ▲2，612 30．4 32．0

1985
41，956 31，085 10，870 4．0 ▲　　3．8

1990
41，457 33，855 7，601 9．6 16．8

1995 41530
31，548 9，982 2．6 12．3

1997
50，937 40，956 9，981 13．9 7．8

1998
50，645 36，653 13，911 ▲　　0．6 ▲　1Q．5

ユ998年9月 4，597 3，054 L542 3．9 ▲　　9．1
10

4，38／ 3，015 L366 ▲　　5，7 ▲　14．8
11

3，682 2，789 893 △　12．8 ▲　1L8
12

4，129 2，714 1，415 ▲　12，2 2L7

1999年1月 3，451 2，692 759 ▲　10．6 ▲　22．0
2 3594 2，657 93．7 ▲　12，2 ▲　　5．7
3

4，305 2，995 L310 ▲　　62 ▲　10．6
4

4，023 2，9ア9 1，044 ▲　　7．4 ▲　　4．6
5

3，561 2，733 828 △　　1L9 ▲　　3．2
6

4，096 2，918 1，178 ▲　　5，7 ▲　　6．8
7

4，219 2，970 1，249 ▲　　乳5 △　　8．6
8

3，738 3，036 702 △　　6．9 ▲　　2．8
9

4，271 2，887 1，383 ▲　　7．1 ▲　　5．5

（注）　通関統言．トによる。

3．不定期船自由市場の成約状況

2，対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月 舗）平均 最高値 最安値

1990 1．44．81 124．30 ユ60．10

1993
111．19 100．50 125．75

1994
102．24 96．45 109．00

1995
94．96 80．30 104．25

／996 lO8．ア9 98．05 1／0．31

1997
121．00 lll．35 131．25

1998
130．89 114．25 147．00

1998年10月 玉21．30 114．．25 136．75
11

120．58 115．30 123．65
12

l17．54 1．15．30 122．70

1999年1月 l13．18 llO．35 116．20
2

116．66 112．／5 121．75
3

119．了8 117．45 工23．35

4
l19．81 l17．95 121．95

5
122．ll 120．15 124．32

6
1．20．90 11．8．12 122．20

7
119．86 l15．20 122．65

8
1／3．40 11Q．82 ．L15．60

9
107．57 1．04．48 nO．93

10
105．9．ア 104．05 107．95

（単位：千M／T）

区分 航 海 用 船
rL u

止期 用船

△　　計
シングル

（晶　目 別 内　訳）

年次

ロ　　　　　ロ
連続航海

航　　海
穀物

　　　　　．ﾎ割　　　　　1 　　　　　1

z石． スクラップ 砂糖 肥料 その他 TriP　・
Period

／993 172，768 8，470 164，298 56，033 42，169
59」．67ヨ 408 2，353 3，357

811 　　　　　　　．
P08．5461 26，003

1994 18q978
11，264 工69，714 44，993 44，251 68，299 ．12・634［

　
3
，
4
7
7
…

4，430 1，63Q 176407 46，876

1995
172，642 4，911 167，731 48，775 52，371 57，261

　　　　　」

P，526 …1，941 5，054
803

／54β02 49，061

1996
203，407 2，478 200，929 54，374 69，509 66，539

898
3，251 15，601 757

144，561 29，815

1997
195，996 2，663 ／93β33 46，792 67，192 66，551 1，069 3，724

i
7
，
3
1
2
i

693
160，468 43，240

1998
186，197 1，712 184，621 41，938 69，301 64，994

836 　　　　　1
R，800 2．4991　　　　　し　1，280

P

136，9ア2 24，700

1999　2 16，103 o ／6，103 3，246 6，794 5，544 110 227 62 120
12，167 2，146

．

3
12，092

D
12，092 2，739 4，524 4，374

0 247 79 12gl
13，860 4，963

4 1／，149 25 1王，12・1 2，451 3，793 4，357
o 183 340 　｛p

12，153 2，575

5 玉。，2GO o
10，20Q 2，878 3，512 3，．生4．6 G 130 182 52

9，512

6
11，616

0
11，616 2，511 3，672 4，944

o 262
ユ05

122
11，112 1，419

7
14，862

0
14，862 3，300 4，515 6，538

o 241 268 o 13，944　　　　　　1

8
10．4．74 127

10，347 1，996 4，198 3，620
0 360 113 60

10，669 8，523

9
12，268

0
12，268 1，766 4，538 5，528

0 242 194 o
14，098 3，209

10 11，472 14．0 ll，332 ／，669 3，926
　　　　　2
T，253

1
　
　
0
…

　
　
　
3
3
2
ヒ

　
　
　
1
3
4
1

18
ユ4，862 4，146

〔注）①マリタイム・リサーチ社資料による、．②品目別はシングルものの合言［。．③年別は暦年。
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口

原油iペルシ．㌦溝／i］奉』嶋レン哲．flパ致和

／
べ
　
、

ペルシャ湾／日本

@　　ヘ　ノへ　　　、！　、r　　　　l　　ゾ　、

　　　’
@　／ノ

@ノ
Aへ’

　　、
@1　　、
@’
A’

@　　、／

　　　＼，

kペルシャ湾／欧米

19∋4〔年1 1995 199日
1997 1999 監999

　　1ドル1

15D　45

4D

35

1DO　30

25

20

5D　　15

o

01

穀物〔．ガルフ／B奉・北．米西岸ノ［体・ガルフ／酉肱〕

1994附
1995

＼

ガルフ／西欧

1996 仁四7
19S8 1999

階
菊

30

15

】0

5

D

4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

I
i

ペルシャ湾／日本＼ ペルシヤ湾／欧米、

月次 199ア 1998 ／999
1997 1998 1999

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高1 最低 最高 最低 最高 最低
1

66．25 62．00 62．OO 50．OO 67．50 60．75 56．50 52．00 52．50 4．2．50 62．50 51．OO
2

66．50 58．50 69．DO 60．00 72．50 59．50 52．50 47．50 60．00 45．00 65．00 50．00
3

69．00 58．00 82．OO 67．50 70．00 51．00 57．50 50．50 67．50 55．00 62．50 42．50
4

67．50 46．50 72．50 65．00 45．00 35．0〔〕 52．50 45．OO 72．50 55．00 40．OO 33．50
5

72．50 61．50 87．50 69．00 42．50 37．75 59．50 45．oo 77．50 69．00 47．5D 33．50
6

76．5Q 65．5Q 75．00 62．50 62．50 45．oo 60．oo 52．50 77．50 56．50 55．oo 37．50

7
86．75 68．50 82．50 74．ア5 38． QO

65．00 50．00 72．50 65．00 45．OO 36．75
8

94．00 85．OO 80．00 60．00 40．00 36．0σ 67．50 65．00 68．50 52．50 45．00 36．00
9

94．50 72．50 60．00 44．00 52．50 45．75 70．00 6D．00 56．00 40．00 52．50 43．00
10

100．00 89．OO 62．50 52．50 54．50 48．DD 77．50 70．00 55．00 51．50 53．75 45．00
1工 82．00 75．00 62．00 47．50 80．00 65．00 53．75 44．00
12 ア5．00 49．50 62．ア5 48．00 62．5〔〕 42．50 56．50 43．75

（注｝①日本郵船調査グループ資料による。　②単位はワールドスケールレ．一ト．．，

　　　　るものワ　．④グラフの他はいずれも最高値ワ

．③いずれも20万DハV以．．ヒの船舶i．こよ

．〕
5，穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位：ドル）

旨
1

ガルフ／1」本 北米西岸／日イ．‘」 ガルフ ／画欧

月次 王998
1999 1

ユ998
1999 1998 1999

1
．最高 最低 最低 最高 最低 最高　　．最低 ．最高　　最低 最高 最低

1
i
I

21．25 ／9．00 16．00 13．25 11．50 9．00 9．15 10．75　　9．OO 9．50 9．OO
2 i ］9．oo 16．50 17．00 14．25 8．．ア5

一 7，90　　7，50 一3 i 19．50 17．50 1．8．00 15．25 12．85 11．50 10．75　　9．30 6．75
一4 i 20．OO 16．00 18．35 14．25

一 一 　
9．50

5 ：
i

1．7．oo 15．50 20．50 16．50 一　．一

一 10，50　　7，50 一6 旨 15．35 13．70 17．60 15．5〔｝
『 一 　 一

．
7

14．OO 13．00 18．50 16．OO 9．75 10．95　10．80 　 一8
13．00 12．50 20．50 18．60 一 一 　

12．oo
9

12．75 12．70 20．10 19．85 ．一 一 8．50
一

ユ0 レ 一
24．00 21．70 一 13．85　13．00 8．75 12．30

1i 1

13．75 12．75
一 8．75　　7．50

12 … 12．85 12．25
一 8．50　　6，75

〔注｝　①．日本郵船調査グループ資料によるワ

　　　　③グラフの値はいずれも最高値。

②．いず．れも5万DハV以一ヒ8万D、岬未満の船舶によるもの。

せんぎょう　平成H年11月号
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四プトンローズ／鵬・鉄鈍lll　l脚写瞳ツバロン湘ス2 【ド旧
隠貝1目皿 400

25　400

ゐ

こDO

3σo

ε口
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石炭（ハンプトンロース／日本）
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／
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鉄鉱石
（ツバロン〆日本）

20コ

@　　／@　r＼ノ

隔》　　　　1、、1㌧Ψ
，　　　、　　　　l
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　　　　ハ戸ハ　　　　　　ρ

「
＼
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＼1
15D

「

、 】50 、
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’

　
／
1
0

略ノ」lkr 、
、
　
、

　　小型

f　　　　、 へ＼＼一へ〆
＼　へ　A 10D

1
∫
レ

、、　　　　　　　　〆「
1。o

黷ｭ一／ “　1 　　’AA！　　　、、　　　　、
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8，貨物船用船料指数

貨物船航海・用船．料 指．数 貨物麟定期 用船料指数
月次 1994 1995　　　1996　　　／997

199811999　　　　1 1994　　　　　ユ995　　　　　1996 1997　　　　　1998　　　　　1999
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1
．
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189．O

P85．0

P85．0

P98．0
P9LO
P98．0

P98．0

Q02．0
Q鴨．0
Q12．0
Q12．0
Q19．0

　234．0　　　　207．0　　　　209．0

@227．〔，　　　　2｛〕2．0　　　　197，0

@229．〔｝　　　192．O　　　　l99，0

@243．O　　　　l92．0　　　　197，0

@245．0　　　19（～．0　　　190．（1

@239，0　　　　195．0　　　　184．0

@230．0　　　　186．0　　　　．183．0

@218．O　　　　l89．O　　　　f　96．0

@220．Q　　　　186．O　　　　工90．O
Z　　　　　　　　　　　　　　191．O　　　　　　　　l76．O冒；§：9　18δ．。　、99．。1　209．0　　　　211．O　　　　／86．0
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?W5．oi170．o
P71．Oh69．O
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P73．0
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P65．〔．，

P70．0
P68．0

1ア2．0

?V3．0

Pア6．0

P79．O

P78．o

P85．0

327．0　　　　358．0　　　　380・3

R20．D　　　　358．0　　　　386，6

R24．0　　　　366．0　　　　339．4

R10．0　　　　377．σ　　　　36390

R1＆Q　　402．Q　　350亀0
R34．0　　　　390．σ　　　　339．0

R20．0　　　　426．0　　　　339，0

R60．0　　　　391．0　　　　289，0

R49．0　　　　364．0　　　　29390

R33．0　　　　355．0　　　　294幽0

R63．0　　　　34へ．2　　　　323．G

R67．0　　　　374．7　　　　323．0

347．0
R32．0
R4LO
R54．0
R42．0
R26．0

R38．0
R30．0
R27．0
R16．0
Q99．0
Q94．0

277．0　　23／．0

Q54．0　　229，0

Q60．0　219．0
Q62，0　221．0
Q62，0　238．0
Q92．0　　238．0

Q66．0　　226．0

Q1〔LO　233．0
Q08．0　238．0
Q22．0
Q31．監》

Q32．0

平均
199．8　　1　226．1　　　　193，3 エ92．d　172．1 335．4　　　　3．75．5　　　　334，9 328．1 245．5
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@　　　ルはロ．イ

ズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ層シ
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@　　　　　　　　　　　　　　　　　定．期用船料指

．萎父1よ197．1；100｛．

．｝ 9．係船船腹量の推移
／998　　　　　　1

1999
／997

1

月次 貨物船 タンカー
窒士　牛勿　痛台　　　　　　　　タンカー 貨物船 タンカー

隻数　干GIT千D〆．．W 隻．数 丁．G〆T千D〆Wl隻数千G！T干DIW隻数千GIT干D八V 隻．数 千G！T干DハV隻数 千G〆T千D牌

i
2
3
4
5
6
7
急
1
／
1
2

24824102，589
Q411，9962．，402

Q532，0552，420
Q512，0ア32，462
Q492．0862，520
Q442，0082，426

??a…265　　2，252　　2，555」269　　2，254　　2，596

55

T7

U3

U4

U3
T7

T8

T7

T3

T7

T8

T9

1，6072，757
P，6282，8Q4

P，7102，970
P，7963，／01

P．7813，060
P，7763，052

P．8233ユ60
P，7763，031

P，4872，474

P，6162，591
P，5432，532

P，4502，464

250　　2，063　　2，423　　　57　　1．，450　　2，466

Q44　　／，911　2，220　　　55　　1，・leo　　2，492

Q46　　1，957　　2，281　　　58　　1，744　　3，066

Q47　　2，028　　2，381　　　56　　1，675　　2，927

y56　2，G92　2，448　　55　1，665　2・8S9

Q59　　2，1ア1　2，546　　　54　　1，681　2，939

R10　　2，S48　　3，408　　　58　　2，0L8　　3・63工

R11　2，816　3，420　　58　2，018　3，621

R19　　2，852　　3，f120　　　57　　1，ア26　　2，941

R26　　2，885　　3，420　　　53　　1、453　　2・479

R24　　2，915　　3，515　　　50　　1，407　2，415

R24　　3，004　　3，ア18　　　51　　1，465　　2．528

328

R17

R12
R06

R03
R28

R29
R41

R44

R55

3，2424，060　51
R．0943，83Q　47
R，2484，135　45
R，3214，275　49
R，U43，949　49
R，5034．．535　50

R，3744．345　50
R．4074β77　51
R，5144，560　50
R，5岨4，576　49

1，2052，125

@9071，487
P，0041，720
P，／831，943
P．，L741，926

P，3872，485

P．3632，443
P，5122，639

P，5072，631
P．、工41L940

〔注） ロイズ・オブ・ロ ン ドンブレス発行のロイズ・マンスリーリスト・才プ・レイ ドアップベッセルズによる。
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　つい先日まで暑い日が続くと感

じていたような気がするのに、も

うすっかり秋色が深くなってきた。

過口、富士五湖の辺りまで足を伸

ばしたが、山の木々が美しく紅葉

しており、とても清々しく、気持

ちのよい一日を過ごす事ができた。

　「せんきょう」の編集委員を小

生が拝命して、2年以上が経過し

た。2年前に初めて編集会議に出

席した際、まだこの機関紙の存在

意義や目的をあまり意識できてお

らず、何か貢献しなければという

気持ちはあるものの、何をどのよ

うに話してよいのか分からなかっ

た頃が若葉の頃と考えると、そろ

そろ紅葉の「いい味」を出すよう

にしなければいけない時期だと自

分に言い聞かせている（決して、

次の落葉を待っているのではない

ので誤解無きよう、為念お従来の

形にのみとらわれる事無く、読者

の方々の真に興味ある話題を多く

取り．ヒげ、多くの人たちに楽しみ

にして頂けるような機関誌を作る

よう、微力ながら努力をしていき

たい。

　1現の初め、弊社の調査ゲル．一

プでは合宿を行ない、今後の調査

活動についての方針策定を行なっ

た。試査グループの存在意義、目

的を再確認し、経営・営業・各関

係部署との関わり、今後の体制や

活動方針などを集中して、かつ時

間を気にせず話す事ができた、，こ

の合宿の成果を今後の実際の活動

に繋ぎ、今まで以一ヒに経営・営業

に役立つ調査活動を行なっていき

たい。

　海事産業研究所の体制が10月か

ら改善されたのも、同じ発想と思

う。研究所の殻から抜け出て研究

所外との対話を増やし、海運業界

のニーズに即した研究を行なうと

いうことで、これから更に同研究

所の存在感が増すのではないかと

思う。今後の研究成果のみならず、

どの様なテーマを取り上げていか

れるのか、が楽しみである。

　船主協会、海事産業研究所、各

海運会社の調査機能、現在それぞ

れに独立して行なっている活動の

中で、ダブっているものを統合、

合埋化できるものは合理化し、入

・物・金といった資源をもっと効

率的に配分して、さらに海運業界

全体のための調査研究活動を行な

う事ができるように協働すること、

またそのような体制を作っていく

話し合いを始めることも、今後進

むべき方向の一つとして考えられ

るかもしれない。

　　日本郵船

　　調査グループ調査第一チーム長

　　　　　和田好夫

（
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．瀞一誌ねあ馬鵠
船会社の仲間たち

第⑱回
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　　　　営業の中で、特殊タンク船を

　　　担当しています。

　　　　エチレン・L．P．G．・V．C．M・

　　　溶融硫黄といった、ケミカルの

ζ　　　中でも特にデリケートな製品の

　　　集荷と国・内外への配船業務を
「　担当いたしております。

　　　　　　　　一一　　　．一丁

　　　　一＿ソ

今回、登場して頂くのは

　　　　　第一タンカー㈱営業部外航・特殊船営業室主任

　　　　　吉川淳さん（34歳）です。

　　　わが国初の鋼鉄製液体ケミカ

　　ル専用船「三景丸」460トンを就

　　航させて以来、今日ではIMO
　　構造規則に基づくステンレス船、

ζ　　保温加熱・極低温冷凍・高圧構

　　造を有する特殊構造の大型船を

　　多数運航いたしております。

　　一　　　　　　　一へ

　　　　“一～ノ
3慢禦灘　

1

一
．

　　一　　　．一　「
，．と。≡での会社生活。中。」

　一番の思い出といえば…？

。鷹蹴駐禦ミ
始まり、毎朝本船の動静を確認

し、気象状況に気を配り、何回
　　　　　　　　　　　　　　　旨

、

　　　となく船長に運航状況を問い合

　　　わぜ、代理店との打ち合わせ。

　　　無事揚地での業務が全て終わっ

詮　　　て「ホッ」とした時の感慨は今

　　　でも鮮明に覚えております。

一｝一匡一へ一

　　　　『～　　一．「
　　　　　　　一＿ソ

4仕草讐鷲瓢㌧
　　　ケミカル輸送の中で、基礎原　ξ

　　料部分を扱わせて頂いておりま

　　す。これを専門的な基礎として

一一一へL＿
第一タンカー㈱の事業概要．

　液状化学品専門のタンカー会社として1961年に

設立，化学工業界に繋がるパイプ役としてこの種

業界の先導的役割を果たしてきた。特殊構造船を

多数支配下に置ぎ国内・近海・遠洋航路と進展さ

せている。



船が支える日本の暮らし
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平成T1年11月20日発行　毎月1回Pn日発行　No．472　昭和47年3月B日第3種郵便物認可1999　　　、．「　　@畷、　　@イ「　　@　A　　　�_．苓》�e、　熊・’．〆∵　　@／．　．　　　　〆、）‘■．　　　　　　　　　　　1〜i　　　　　　　　　二・蝿＝．堅、　　　　／．…＼滋、．乙　1　、r　　　　　　　　　　　　　　　セ　　　　　　　　　　　　　ゴ　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト　し　コ　　　＼　　ノ　　　　　　　　’．一．．．一．．．＝二．〆　　　　　　　　　　　惹圃　　　　．　　　　　　　　　　　○／二．．．�`．．．．二》〉蕊¢協→4一口，＋　皇　　「「一目一由’、一軸一1カム船協月報／1999年11朋目次lL巻頭言海運労使　インダストリアル・キャリアーの視点から…　　　　★畢霧蠣輪顯甕●松永宏之ごシッビングフラッシュ海運関係分野のさらなる規制緩和を要望一運輸大臣等に36項目の要望を提出一211＝：海運ニュース国際会議レポート1．船舶の燃料油による旧格被害補償を優先的に審議する方針固める一一9　　−IMO第80回法律委員会の模様一内外情報1．2000年問題事前対策ほぼ完了…　　12　　一海運業界におけるコンピュータ2COD年問題への対応について一2．海賊及び武装強盗撲滅のための方策について　　様々な立場から見解が示される　　　一15　　一シンガポール船主協会及びシンガポール国際法学会主催One−Day海賊セミナーの模様一3，独立行政法人化後も円滑な船員養成を　　　16　　一船員教育訓練三機関の独立行政法人化の取組み状況について一4，「港湾整備の枠組みの改革」に重点一　　17　　一平成12年度の港湾関係予算概算要求の概要について一こ」．4寺引明欄解撤等を行うために輸出される船舶へのバーゼル条約の適用問題について　　一20（：）寄稿安値安定は世界の需給関係に変化をもたらすか★諜禦銅暴轟1●山酵史一一26　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飼料穀物グループ王席一トウモロコシの国際需給見通しについて一◎勿磁吻鰯便り34◎：潮風満帆一7っの海のこぼれ話一ケープタウンでの“航海El誌’L　　★商船三井船長●堀　一郎・：・海運日誌★10月一一33φ船協だより争｝毎山繭言十一一40　　　　　車編集毛二言己364438超高速貨物フェリー「ほっかいどう丸」海運労使一インダストリアル・キャリアーの視点から細図輪顯餐ll松永宏之ぜ　経済のグローバル化の波は、我が国経済界にも大きな構造的変化をもたらし、最近では銀行、商社や大手製造業等を中心として、統合、提携、部門毎の特旨など様々な形で現れている。私のバックグラウンドである日本の石油業界でも、大型合併、大型提携が伝えられ、生き残りをかけた業界再編成が進められようとしている。この後に来るものは、間違いなく凄まじい合理化と減量であることは論ずるまでもない。　我が国外航海運においても、昨年後半より大型合併が続いたが、国際競争力の強化と企業体質の改善は焦眉の急であり、日本海運業界の将来を想えば、必然の道程であったと想う。　さて、この様な状況の中で、今年も全日本海員組合との賃金交渉は、例年どおりの交渉方式で妥結し、今後更に、「賃金体系」の改定に関する協議が重ねられると聞いている。現行の交渉方式、賃金体系は、長年にわたる労使交渉の結果として生まれてきたものであろうが、外航海運を取巻く環境は激変しており、企業問格差も拡大するばかりである。その中にあって、日本人船員の就労体制、その他生涯勤務形態等も変化していることは何人も認めるところであり、立場の違いはあっても、労使双方何らかの対策を打たねばならないと思っていると思う。　ところが賃金体系の見直しについて、協議すると言い出してから数年の歳月が経過しているが、遅々として進んでいないようである。世のrFrの変化とその対応スピードの点において、他業種企業の労使交渉と比較して、国の基幹産業たる外航海運がこの様なことで良いのか、率直に言って不安を感じる。陸上他産業においては、先述のとおり企業の生き残りをかけて、職務給、職能給、年俸制、業績評価制度等を導入し、年功序列型賃金からの脱却が計られているが、最も職能給の導入に適した官制の職階を持つ船員社会に、本当の意味での職能給が導入できないでいることは、他産業から見れば到底理解できないのではないかと私は思う。　全日本海員牛合は、口歳入船員の確保を常に主張しているが、現実は刻々と外国人船員への依存度が増し、それに伴って日本人外航船員の減少が進行している。賃金の内外格差から生じる企業の海外流出や外国人労働者へのシフトは、本質的には、経済のグローバル化による国内産業の所謂〈空洞化〉の問題であり、市場原理としてしかたがない側面もあるが、船員賃金のありかたに対する外航労使の姿勢も、空洞化へ拍車をかける一つの原因として挙げられるのではなかろうか。　長年、ユニオンショップ制としての全日本海員組合の存在は、船主にとって国際競争にうち勝つためのコスト合理化の流れの中で、賃金問題ばかりでなく、配乗構成の変更や臨機の船舶の処理等において、とかくむずかしい存在であると考え勝ちであるが、間もなく国際船舶制度が実施の段階に入り、このまま放置すれば張本人船員の存在すらあやぶまれている今日、今のままの外航海運労使関係で良いのであろうか。「競争力は唯一、人材から生まれる」（ジャック・ウェルチ）のである。　今後、環境対策をはじめ沢山の課題を抱え、ますます国際化の様相が強まる中、海運労使は、2玉世紀の日本外航海運の構築のため、「労使は運命共同体」の原点にもどって、胸襟を開いて話し合う時がきているのではないだろうか。せんきょう　平成11年11月号囮崔覇多∈・些＿農量（照照一．海運関係分野のさらなる規制緩和を要望一運輸大臣等に36項目の要望を提出一　平成11年10月29日、当協会は運輸大臣および政府の行政改革推進本部規制改革委員長等に対し、規制緩和要望（資料参照）を提出した。これは、わが国海運業界の意見を政府が推進している「新たな規制緩和推進3ヶ年計画」〔平成10〜12年度）の平成11年度末改定に反映させることを目的としている。　現在、わが国外航海運企業は、諸外国海運企業に劣らぬ経営効率を達成するため必死の努力を傾注しつつ、熾烈な国際競争を行っているが、こうした努力の前提には外国の海運企業と1司等の条件で競争し得る環境の整備、すなわちイコールフッティングの実現が喫緊の課題となっている。また、内航海運においても引き続き国内物流の大動脈として安定した役割を果たしていくため、構造改善のための環境整備を推進することが必要である。そのためには、企業の自由な事業活動を阻害している規制の撤廃や、社会・経済の実態に合わなくなった法制等の改善が急務となっている。　当協会は、今回の要望を取りまとめるに当たり、平成10年11月3Q日付で運輸大臣等に提出した前回の要望項目のうち、未だ措置されていないものや、措置不．卜分なものを洗い出す一方、本年6月に実施した当協会会員に対するアンケートで新たに提起された新規要望IO項目（資料中、「新規」と表記したもの。ただし、要望の趣旨が継続している項目を除く）加え、全36項目の要望を行った。　当．協会としてはこれまで行ってきた要望の内、相当数について措置あるいは措置予定とされ、一定の規制緩和が推進されていることを評価しつつも、未だ措置されていないものや、措置不十分なものも多く残されているため、今後とも粘り強く規制緩和の推進を働きかけていくこととしている。　今回の要望中、制度上、改善すべき項目として挙げたのは以ド4項目である。1，わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争力を改善するための全般的な見直し（円滑　な国際物流を可能とする観点から）せんきょう　平成11年11月．号　港湾ユーザーの立場から、港湾関係の諸税・諸料金や外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化を求めるとともに、港湾運送事業法の見直しや、輸出入・入出港手続き全般の簡素化とEDレペーパーレス可等を要望した。　日本籍船を所有または裸用船することができなくなった船社の雇用する船員が船員保険の被保険者資格を失わずにすむよう、船員法、船員保険法、船員職業安定法等の見直しを要望した。．）2，国際船舶制度への日本人船長・機関長2名　配乗体制の推進　　国際船舶における口本人船・機長2名配乗体制を実現するために必要な資格を外国人船員が容易に取得できるよう、関連法規の整備　を要望した。3．船員保険の被保険者資格の見直し4．船員職業紹介事業等の自由化　　陸上における職業紹介事業等の現状を踏ま　え、船員についての労務供給事業や職業紹介　事業等を自由化するため、船員職業安定法の　改正を要望した。【資料】＊新規項目については、参考までに（新規）と表　示した。但し、要望の趣旨が継統している項　EIは除く。海運関係規制緩和要望項目　　　　　　　　　　　　　平成11年10月29日　　　　　　　　　　　　　（社）日本船主協会1．制度上改善すべき項目1．わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争力を改善するための全般的な見直し（円滑な国　際物流を．円’能とする観点から）�@　港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶　固定資産税）ならびに諸料金（入港料等）の　適正化　　船舶には、入港に際して、とん税、特別と　　ん税、船舶固定資産税の港湾関係諸税、なら　　びに入港料等の港湾関係諸料金など様々な公　租公課等の負担が課されており、これらの徴　収の考え方を明確にした上で、諸外国のそれ　　らと比べての負担水準の適正化を図る。�A外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化　　　料金設定方法（個別原価主義による）を見　　直し、荷動きの実態や公共埠頭料との格差等　　を勘案した、より弾力的で国際競争力のある　　料金設定を可能とする。　�B　港湾運送事業法の改正ならびに更なる規制　緩和の推進　　運輸政策審議会の最終答申に沿って港湾運　送事業法の改正を早期に実現するとともに、　本答申で対’象となった主要9港以外の諸港に　ついても規制緩和への検討が継続して行われ　るべきである。�C通関・保税業務をはじめとする輸出入・入　出港手続き全般の簡素化とEDI・ペーパーレ　ス化（詳細は別紙参照）2．国際船舶制度への日本人船長・機関長2名配乗体制の推進　国際船舶における原則日本人船長・機関長2名配乗体制については、外国資格受有者の承認制度の創設を含む船舶職員法改正法案が1998年　5月越通常国会で可決、成立した。．今後、2名配乗体制を実現するために必要な資格を外国人船員が容易に取得できるよう、関連法規を整備することが必要。3，船員保険の被保険者資格の見直し　　日本籍船を所有または裸用船することができ　なくなった事業主が雇用する船員については、　原則として船員法に規定する船員ではなくなる　ため、船員保険被保険者資格を失うこととなる。　この場合、現在は1年以内に当該事業主が目本　船を所有する旨の確約書を提出することにより　資格継続を可能とする槽置が講じられているが、　このような特例によらず、例えば船員法上の秘せんきょう　平成11年11月号囚員の範囲の見直し、船員保険法の特別加．入1｝111度の創設、あるいは、船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連するが、有料の労務供給事業を船員職業安定法上で認め、同事業を営む事業主の雇用する船員については、外国籍船に雇い入れされる場合も含めて、船員保険の被保険者資格を付与する等により船員保険の被保険者資格が継続できるようにするための見直しが必要。4，船員職業紹介事業等の自由化　船員に対する有料職業紹介所の設置等に関す　るILO第179号条約の批准、および国内法制化　については「船員職業紹介等研究会」で検討中　あるが、条約の趣旨と陸上における職業紹介事　業等の現状を踏まえ、船員についての労務供給事業、職業紹介事業等の自由化を実現するため　の船員職業安定法の改正が必要。H．実務上改善を要する項目〈船員関係＞5．海技免状の受験資格としての乗船履歴に係る　トン数区分の見直し（訂CW条約要件に合わ　せる）　　海技免状の受験資格としての乗船履歴に係る　トン数区分の見直しについては、鏡℃W条約　の要件と一致していないので、将来的には整合　性を図る必要がある。　　過渡的には、条約要件に合わせた新たな規則　の下で、従来の乗船履歴をどのように認定する　か等の問題発生が予想されるので、これらの問　題も含めて検討することが必要。〈船舶無線関係＞6．主任無線従事者制度受講義務の簡素化　　主任無線従陣者に対する講習は、最初の講習　が選任6カ月以内、その後の講習が前回の講習終了後3年以内とされているが、船舶無線局の　無線従事者は、陸上無線局とは異なり乗下船を　繰り返しており、定められた講習期日が下船期　間中に合致するとは限らない。船舶無線局の無線従事者に対しては、講習周期の見直しや再講　習に代わる通信教育の導入等を図ることが必要。7．主任無線従事者・無線従事御選（解）任届の　簡素化　無線局の免許人は無線従事者を選（解）任し　［た時は遅滞なくその旨を郵政大臣に届け出ることとされているが、船舶無線局の無線従事者の選解任は頻繁に行われることから、本届出の簡素化を図るべきである。例えば、船長を免許人の代理とし、無線従事者を選解任した時は責任を持って所定の様式に記録しておき、無線局検査の際に同記録を提出するなどの簡素化が必要。i8．三級海上無線通信士認定講習に必要な実歴要件の緩和（新規）　　三級海上無線通信士認定講習の受講には、第　．一級海上特殊無線技士資格取得：後3年頃実歴が必要とされているが、この実歴を短縮することが必要。9，三級海上無線通信士認定講習のうち英語に係　る講習時間の短縮　（新．規）　　三級海上無線通信士の認定を受けるには63時　間の講習が課せられており、そのうち33時間が　英語の講習に費やされている。講習を受ける者　は、海技士（航海／機関）の資格取得時にも英　語を履修していることから、講習時問を軽減す　ることが必要DlO．船舶局無線従事者証明に係る講習開催日の変　更（新規）　　船舶局無線従事者証明に係る講習は、現在、　7月と／月に実．施されているが、この講習の開　催口を三級海上無線通信士の国家試験（9月と　3月に実施）の直後とし、受講者の便宜を図る　ことが必要。U．電波法無線従事者規則（試験科則の見直し　（新規〉　　電波法無線従事者規則で｝よ、「和文による送　話および受話」の試験を義務付けているが、現　在、和文通話表による和文の電送は全く使用さ　れていない。航空無線通信士の試験は欧文だけ　であることなどを踏まえ、本科日を瀞i除するこ　とが必要。12，義務船舶局等の無線設備に関する操作規定の　見直し　　義務船舶局の無線設備の通信操作は、モール　ス通信設備の通信操作、重要通信に関する通信　操作等の特殊な通信技術操作を除けば、簡単な　操作として、通信長の管理の下で全ての機器にせんきょう　平成ll年11．月号）　関する操作が一般乗組員に可能と思われること　から、主任無線従事者を選任しなくともこれが　できるよう全面的に見直すことが必要。13，GMDSS船搭載無線機器の陸上保守点検間隔　を6ヵ月から工年に延長する。　　1992年にGMDSS制度が導入された際、暫　定的に6ヵ月毎の陸上業者による保守整備を定　めたが、最近の無線機器は品質も向．．ヒし、自己　チェック機能も備えていることから、6ヵ月毎　の陸．ヒ業者による保守整備は不必要。14．インマルサット船舶地球局の免許人指定の見　直し　　インマルサット船舶地球局については、船舶　の運航管理者が免許人になれないため、現在、　免許人は全船舶ともKDDである。　GMDSS船　では、インマルサットCが強制要件であり、　責任管理体制を考慮すると、免許人は本船の運　航管埋者とすることが望ましく、船舶無線局と　同様、本船に設備されているインマルサット船　舶地球局の免許人についても船舶運航管理者と　することが必要。15．船舶局における短波帯周波数についてスポッ　ト周波数指定方式を変更し、ITUによって国際　的に認められた全ての周波数を一括指定するこ　と。　　短波帯の希望周波数は、就航航路により利用　海岸局並びに同局の使用周波数を考慮して決定　しているが、就航航路の変更等が生じた場合は　選定しなおさなければならず、特に．一時的な就　航航路変更に対する対応は煩雑かつ膨大な作業　となるので、n’Uによって国際的に認められた　全ての周波数の利用を可能とすることが必要。〈検査関係＞16．石油備蓄法に基づくGPS精度鑑定および　GPS測位記録紙の提出の廃止　　石油備蓄法により、日本領海に入域したタン　カーに対し、入港するまでの船位の記録の報告　を義務付けている。また、GPS受信機の船位測　定精度維持を確認するため、2年に1回の割合　で資源エネルギー庁が認めた検査機関による検　査が義務付けられている。しかしながら、当該　検査については、GPS受信機は型式検定によせんきょう　平成11年11月号り担保されているばかりではなく、船舶安全法に基づく船舶検査の対象（近代化船）でもあり、また、記録紙についても他の文書を活用できると思われるので、これらを廃止することが必要。＜港湾・細務関係＞17。危険物積載船の入港および荷役に際しての危　険物貨物の数量制限の緩和　　危険物の荷役許容量については、日本海難防　止協会（日海防）の委員会で合意され、1974年　に規則として制定されたものであり、今日まで　の貨物のコンテナ化、危険物規則の度重なる発　展的改正および危険物を収容する容器の進化等　を勘案し、荷役許容量を．見直すべきである。　　先般、日海防で行われた「船積み危険物の性　状・荷役許容量等に関する調査研究委員会」に　おいても同様の意見が出されている。　　危険物積載船が危険物船舶運送および貯蔵規　則（危規則）に基づき船舶の安全を確保するこ　とは、港内の安全および秩序を維持することと　密接に関係しており、国際的には同規則の基と　なっているIMDGコードに基づき、危険物積　載船は危険物運送のための安全対．策を実施し諸　外国の港に入港している。一方、日本に寄港を　予定している船舶については、港則法に基づき　危険物積載量が制限されているが、船舶の安全　性が危規則およびSOL邸条約等国際規則に基　づき確保されている以上、安全性について検討　すべき事項は、危険物積載量ではなく荷役時の　ハンドリング技術および岸壁に一時的に置かれ　る危険物の総量であり、今日の荷役時のハンド　リング技術の向上とコンテナ点心による危険物　貨物の速やかな搬出状況を考慮すれば、その数　量制限の緩和は可能であると考えるので、標記　要望について再度検討願いたい。18．危険物を積載したコンテナ船の夜問荷役の制　限の緩和　　昼間と同様の安全性が得られ難いことから、　IMO　CIass　1の夜間荷役が禁止されているが、　コンテナバースにおいては危険物積載の有無に　かかわらず夜間荷役作業の安全性確保のため必　要な照度を確保しており、それを前提に緩和を　検討すべき。圖19．危険物積載船の荷役終了後桟橋でのレーダー　の試運転許可について（新規）　　港則法に基づく危険物荷役許可申請に対する　許．可基準において、原油タンカーおよびLNG　／LPG船等に対し、着桟中の本船レーダーの　使用が禁止されており、本船の荷役終了後にお　いても、着桟中のレーダーの試運転ができず離　桟後の試運転を求められ、船員法第8条に基づ　く発航前の検査が困難な状況がある。勿論、荷　車中のレーダー使用は、防爆性の点から禁止さ　れることは理解できるが、荷役終了後について　は、ガス等の発生は考えられず、発航侮の試運　転を許．司『すること。20，ダブルハル化により15万総トン以上となる船　舶の浦賀水道航路航行制限の見直し　　航行指導等による書面での通達は出ていない　が、現実的には浦賀水道を航行する15万総トン　以上の船舶は、04：00から08：00問の北航およ　び／6：00から20：00問の甫航を制限されている　ため、出入港声問が制約され、スケジュール調　整などにより大きな経済的負担を被ることもあ　る。特に．、現在．規制の対象となっていないVLCC　等の船型であっても、今後はダブルハル船とし　て建造されることとなるため15万総トンを超え　ることとなる。この結果、これまで規制対象外　であったものがより安全な構造を採用したため　に規制対象となる矛盾を生ずるとともに、操縦　性能には特に変化がないことから、規制の廃止　或いは載貨重量トン数の採用等その基準の見直　しが必要。21．2万5千総トン以上の液化ガスタンカーに対　する航行安全指導および安全対策確約書に基づ　く、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海への夜間入出域　制限の撤廃について噺規）　　浦賀水道航路および伊瓢湖水道航路蹴出1　時間前から日没までの間に航路に入る）、備讃　瀬戸東・北・南航路および水1島航路（巨大船は　昼間に航路航行）、来島海峡航路（巨大船は昼　間の憩流時又は弱順潮流時に中水道を航行）、　友ケ島水道・釣島水道および豊後水道（速吸瀬　戸を含む）等の狭水道（出来る限り夜間には通　過しない）等の航行安全指導および安全対策確　約書によって、東京湾、伊勢湾および瀬）ゴ内海への夜間入出域が制限されている。当該船舶の本邦バース内向可能時閻は、ほとんどのバースが日出から日没3時間前となっており、入湾について制限を撤廃することによって、日出に合わせた船舶の入港が可能となり、現在湾口付近　1で蘭魏のために行われているドリ・テ・絹　グ等による付近航行船舶の安全航行に．与える影　i響の緩和と物流の効率化につながる。また、本　i邦バー禰桟可融問は1まとんどのバースが国　出から日没となっており、荷役を終了し離桟後、ミ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　当該航路に制限時間内に入れない場合、当該港　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で沸騰による滞船を余儀なくされ、船舶の1　効率的な運航を阻害するとともに、港内の潜在　：　的な危険度が増加する。　　バースの離着桟時間制限もあり該当船舶は限　られていること、また、近年の船舶性能の向．．ヒ　（操縦性、航海設備）、航行管制等による安全　性の改善を考慮すると、．．ヒ記規制撤廃による効　果が大きく、早急な撤廃が望まれる。22，本邦に初めて入港するタンカーに提出義務が　課せられている「安全対策確約書」の撤廃を含　めた記載内容の見直し等について（新規）　　2万5千総トン以．．ヒの液化ガスタンカーが本　邦の港に初めて入港する場合、および22万重量　トン以上の大型タンカーが貨物を積載し東京湾　に初めて入心する場合、保警安田41号の4（平　成10年6月4日）に記載の様式に基づき安全対　策確約書を作成し、管区の海．．ヒ保安本部に提出　することが規定されているが、その記載内容に　ついては、海上保安庁に提出が義務づけられて　いる入港届および危険物荷役許可申請、緊急措　置手引き書等、その他の書式で十分に記載内容　が担保されており、廃止または記載内容の見直　しを要望する。また、記載内容の見直しを行う　場合には、その提出先引手続きの簡素化を要望　する。　　現在は、管区の海上保安庁に提出後、関係管　区の保安部所等にその写しが当該八社により送　付されているが、事務手続き作業の簡略化を図る・とが望まれる。　　　　　t23，ねずみ族駆除免除検査証書の有効期間の延長　　国際条約（lnternational　Health　Regulation）　では標記証書の有効期間を6ヵ月とし、さらにせんきょう　平成U年11月号（　1ヵ月延長の採用を各国政府に委ねている。わ　が国では当該1ヵ月延長を認めていないが、外　国政府の発給した1ヵ月延長の証書も認めてい　ない。当該証書は国際条約に基づき政府が発給　するものであり、有効性を認められるべきであ　る。24　内航海運（沿海船）航行可能領域の拡大（新　規）　　内航船舶の航行区域（沿海区域）は、一部規　制緩和されているが、原則として離岸距離20海　里以内の水域とされている。しかしながら、本　規制によると、地理的形状により、発着地間の　最短距離を直線航行できなくなること等から、　航海距離が長くなり、その分多くの時間と燃料　を必要とするなど内航海運の運航効率を低下さ　せている。また、本州〜沖縄航路の一部におい　て「近海海域」が存在するため、沿海資格船舶　での航海ができない。　　現在、内航船舶の設備・構造も近代化され、　安全性も向上している。また、モーダルシフト　推進の観点から内航海運の効率的な活用が一層　求められており、沿海資格船舶の直線航行が可　能となるよう航行区域を見直す必要がある。〈水先関係＞25．航海実歴認定制度の改善　　実歴認定を受けている船長の、日本船舶以外　の船舶における認定行使を認めること。〈保険関係＞26，船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化　　船体保険同様、日本一軒の不稼働損失保険に　ついても、海外付保を自由化すること。〈客船関係＞27．マルシップ外航客船の外国入乗組員の上陸許　可期問の延長　　乗員の上陸は15日を超えない範囲内で許可さ　れており、マルシップ外航客船については、初　圓の申請で15日の．．ヒ陸許可を得た後、必要な時　点で再度申請することにより、新たに15日の．．ヒ　陸許可が認められている。3度目以降の上陸許　可申請は、外国へ向け出港し再度日本の港に入せんぎょう　平成11年11月号　港しない限り受け付けられないため、長期尚日　本の白駒問を就航する船に乗り組む国人船員は　2度目の上陸許可申請が．切れた後、船内での生　活を強いられている。　　こうした労働環境を改善するため、上陸許可　期間の延畏や数次上陸許可を認めることなどが　必要。28．日本籍船でのカジノの自由化　　日本津幡．．ヒでは現行刑法が適用されるため、　公海上にあってもカジノが禁止されている。国　民への健全な娯楽を提供し、クルーズ客船事業　の振興を図るため、カジノの運営が非合法とな　らないよう、所要の法整備を行うこと。29．乗客名簿等の簡素化（新規）　　乗客名簿等は関係官庁（入管、税関、検疫）　への提出と本船据え置きが求められているが、　提出先によりその記載内容が異なっているため、　簡素化・統一化することが必要。　　乗客名簿等の「氏名」については、韓国入・　中国人・日本人に対して漢字とローマ字双方の　記載が求められており、コンピューター化を阻　む要因となっている。航空機の乗客名鱒はロー　マ字のみであることなどを踏まえ、どの国籍の　乗客に対してもローマ字での記載のみに統一す　ることが必．要。また、船員法上の旅客名簿の記　載要件である「住所」については、記載が不要　であると思われるため、削除することが必要。＜その他＞30，日本旧稿の輸出手続きの簡素化　　日本籍船を輸出する場合の手続きについては、　これまで数次にわたり簡素化がなされ、本邦出　港後、輸出契約が成立した中古船舶を外国にお　いて引き渡す（洋上制帽）際の通関手続きにつ　いては不要とされた。一方、日本籍船を日本で　引き渡す場合には輸出通関が義務付けられてお　り、外国での引き渡しと比べてかなりのコスト　負担を強いられていることから、税関への提出　書類の簡素化と統一化が必要。　　また、洋上売口を行う場合、輸出承認申請を　必要としない一般商船については「輸出報告書」　及び添付書類の提出が義務付けられている。こ　れら添付書類の廃止、または事後の輸出報告の　みとする等、手続きの簡素化が必要。31．船舶国籍証書の検認手続きの簡素化　　役員の国籍を確認する書類として住民票の提　出が求められているが、その収集は非常に煩雑　であるため、実質的な確認が行い得る範囲内で　手続きの簡素化を図ることが必要。32．船舶の登記及び登録制度の一本化　　登記と登録の二元的制度の下で手続きが複雑　になっているため、事務の合理化がはかられる　よう一本化すること。33．船舶の建造許可に当たっての手続きの簡素化　　OECD造船協定が発効した際に建造許可制　度全般の見直しが行われるとされているが、制　度の見直しを待たず手続きの簡素化が必．要。34．船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の　簡素化　　法律・省令等に基づき、各種報告書・届出等　の提出が必要とされているが、この中には他の　報告等のデータとの共有化が可能と思われるも　の、報告頻度が必要以上に高いと思われるもの　等があり、これら提出書類等の廃止を含め、簡　素化が必要。35．外国貨物である船用晶の積み込み申告等の手　続き簡素化　　燃料油をはじめ船用品全般にわたって申告等　の手続きが煩雑すぎるので、諸外国並みに簡素　化することが必要。36．指定地外交通許可申請手続きの緩和（新規）　　1998年7月1日のISMコードの発効に伴い　安全管理体制を確保するため、船舶内職審査員　および船舶管理者が頻繁に訪船するようになつ　た。タンカー等の荷役時には、安全監督の船舶　への派遣がターミナルから義務付けられている　場合が多く、また、乗組員の休息の付与と安全　荷役を確保するため、通常、支援要員の派遣が　行われている。　　こうした特定の人員が定期的に訪船する機会　が増加しており、従来は当該港を管理する税関　に、会社の法人登記簿の写し、訪適者の住民票　　・履歴書を添えて包括的申請を行えば訪船実績　により一定期間（最低3年）の指定地外交通草　可を得ることができるが、更なる乎続きの合理　化と簡素化を求めるため、大蔵省担当局に包括申請を行うことで、全国の港における指定地外交通許可が得られる制度の創設が必要。　　　　　　　　　　　　　　　　以　上（別紙）通関・保税業務をはじめとする輸出入・入出港手続き全般の簡素化とEDトペーパーレス化に関する具体的内容〈通関行政関係＞1，保税業務全般の簡素化（現物主義の廃止等）　とペーパーレス化2．輸出．入手続きの簡素化とペーパーレス化　・輸出申告許可を事後報告とする　・CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの　輸送機器としての無条件通関許可、または無　期限免税一時輸入の承認　・海上コンテナの内貨の輸送禁止（2回以上）　　の緩和または廃止　・免税コンテナの再輸出期間の延長　・同心輸出期間延長申請提出義務の廃止または　　許可期問延長　・フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器　　輸出入（納税）申告義務の廃止　（植検関係）　・内地港抜港に伴う接続港での仮植検の廃止乃　　至手続き簡素化　・植検対象貨、内航船接続時の積替屈けの廃止　（入管関係）　・別添報告＝書についての代理店の署名を認める　　（現在は船長署名）3，EDI化・ペーパレス化に対応した関税法などの法規改正＜入出港手続き関係＞1．入出港時に提出する各種書類の簡素化・EDI化等　・ワンストップサービスの実現　・EDI対象メッセージの統．．．’及び各コードの標　準化　・入出港時に提出する各種書類提出方法の簡便　化せんきょう　平成11年U．月．号海運．．ニュース．．国際会議レポート1．船舶の燃料油による油濁被害補償を優先的に審議す　　る方針固める　一IMO第BO回法律委員会の模様一内　外情報1．2000年問題事前対策ほぼ完了　　一海運業界におけるコンピュータ2000年問題への対応について一2．海賊及び武装強盗撲滅のための方策について　　様々な立場から見解が示される　　一シンガポール船主協会及びシンガポール国際法学会主催　　One．Day潟賊セミナーの模様一3．独立行政法人化後も円滑な船員養成を　　一船員教育訓練三機関の独立行政法人化の取組み状況について一4．「港湾整備の枠組みの改革」に重点　　一平成12年度の港湾関係予算概算要求の概要について一　　　国際会議レポート　驚．・1．船舶の燃料油による油平被害補償を優先的に　　　審議する方針固める一IMO第80回法律委員会の模様一　国際海事機関（IMQ）第80回法律委員会は1999年10月ユ．1目からユ5日の問、ロンドンのIMO本部で開催され、谷川久成践大学名誉教授をはじめとする日本政府代表団には当協会からも参加して、会議に出席した。　IMO法律委員会では1996年10月に開催された第74回委員会以降主な議題として、（1）金銭的保証の提供（船客の債権を担保する制度と、その他の債権を担保するためのIMOガイドラインの2点に分けた検討）、〔2燃料油による海洋汚染に対する賠償〔3）海難残骸物の除去に関する条約案の3つの議題を検討してきており、今会期も引き続きこれら3つの議題を主として議論した。　前回の第79回委員会（本年4月開催）において、3つの議題に関し（1）金銭的保証の提供のうち、船客の債権を担保する制度の問題を、「1974年の旅客およびその手荷物の海一ヒ輸送に関するアテネ条約」の改正という形で討議を進めることを最優先し、これと燃料油による海洋汚染に対．する賠償の2件について2000年／2001年の期間（bienniu�o）に外交会議で採択することをIMO理事会／総会に諮ることが合意されている。　この合意に基づき、今会期の最初に、金銭的保証の提供の議題に会期のほぼ半分の時間を割くことが決められたが、実際に本件を討議する過程で、条約案の審議が進まないことから、最優先権をどの議題に与えるべきかという振り出し点に戻った議論をすることとなり、その結果、2000年／2001年の期間の外交会議の議題としては、前回の委員会では優先度が2番口であった「燃料油による海洋汚染に対する賠償」を取り上げることが合意された。　各議題の討議内容は次のとおりである。1．金銭的保証の提供議論のベースとなったのは、ノルウェー提案せんきょう　平成／1年1／月号剛囮によるアテネ条約改正案であるが、前回委員会において、船客に対する運送人の責任を強制保険でカバーすべきであるという点では大方が合意し、さらに、強制保険については、運送人に船主責任相互（P＆D保険等の責任保険を義務付ける方法と運送人が各船客に代わって乗船券に傷害保険を付ける方法（personal　accidellt　in−surance−PAI）のどちらが適当かの議論を行ったところ、大多数が前者を支持したことから、今回のノルウェー案では、第4条の二「強制保険」の部分に角括弧書きで［責任保険ではない保険は、この要請を満たさないものとする］とドラフ1・されたG　このドラフト都分に対し、ノルウェー、スウェーデンは、EU競争規則に照らして、複数の保険が可能ならば、ひとつのタイプの保険に限定することは適当ではないので、この部分を削除すべきと発言し、フィンランド、ドイツ、英国等がこれを支持した。　これに対し、国際海運会議所（ICS）は、責任保険とPIUとは同じものではなく、船主の責任を担保するのは責任保険であって、PAIではなく、たとえば、PAIでは麻薬／アルコールに関する事故は填補されないこと、また、責任保険は保険会社によっても提供されていることから、保険を責任保険に限ることを主張し、フランス、エジプト、日本等がこれを支持した。　デンマーク、ブインランドおよびノルウェーより、利用可能な複数のタイプの保険のどれかに限定することなく、運送人がその責任を付保することが要求されるという形にすることが提案され、これが合意された。　保険者あるいは金銭的保証の提供者に対する訴訟の管轄権についての．ノルウェーのドラフト　（保険者または金銭上の保証の提供者に対する責任訴訟は、（1）保険者または金銭上の保証の提供者の主たる営業所の所在地の存する締約国あるいは、〔：2｝保険証書または運送契約において指定された寄港地の存する締約国でのみ提起できるとの趣旨〕に関し、同国より、その意図するところは、賠償請求の集中化を図り、手続きのコスト節滅／スピード化を実現することにあると説明があった。　ノルウェー提案に対．し、日本より、管轄権は被害者の利益に基づいて議論されるべきであり、たとえば、被害者／運送人が日本にいて、P＆1保険者がロンドンにいる場合、訴訟の解決をロンドンで行うことはフェアではないとして、反対意見を表明した。バハマ、スペイン、ドイツ等が日本を支持した。ラトビア、ブラジル等がノルウェー案を支持する．．一方、韓国が管轄地として出発港を含める妥協案を提出、これを英国、オランダ、フィンランド等が支持したが、結論に到らず、さらに検討を続けることとなった。　船客の死傷に対する責任の制限に関しては、アテネ条約の1990年改正議定書で決められた限度額（175，000SDR一曲2，590万円）を維持することは、．単に先進国と発展途一ヒ国とにとって受け入れ可能な妥協案であるのみならず、他の責任限度額を定めた条約（たとえば、海事債権についての責任の制限に関する条約一LLMCの／996改正議定書）との整合性を持つことになるという意見が中国、メキシコ、ギリシャ等から出された。　　・方、オーストラリア、英国、フィンランド等は、最近の国際民問航空機関（ICAO）が旅客の死亡・傷害の場合の航空運送人の責任制限を認めないモントリオール条約を採択したことから、強制保険による填補制限に拘わらず、責任限度額をアテネ条約1990年議定書より引き．上げるべきであると主張した。　日本は、口）海上運送人の責任制限を認めないせんきょう　平成ll年11月号こととすべきであること、吻旅客の死傷に対する海上運送人の責任に関する原則について、一定額までは厳格責任とし、：当該一定額以上については過失責任とすべきとの従来のスタンスに基づき、モントリオール条約に似たシステムを幾つかの同調国とともに次回会合に提案する意向を表明した。　議長は議論を総括して、保険の目的に鑑みなんらかの限度額は必要であるが、外交会議で政治的な解決を図ることとしたいと述べた。　本議題の下で討議されている、海事クレームを担保する制度として．前．前回の委員会で提案されたIMOコードに関し、前回の委員会以降の議論を踏まえた修正案が英国から提出された。　1同国から、本修正案は、業界による自己規制を図るもので、国際安全管理コード（ISMコード）と、また、いくつかの国の政府と業界の．協力の下で行われているクオリティ・シッビング・キャンペーンに沿うものであるとの説明がなされ、キプロス、ブラジル、バヌアツ等が英国を支持した。　IMO用語に基づく文言修．．IEのみを行った上で、修正案は合意され、理事会／総会に提出されることとなった。2．燃料油による海洋汚染に対する賠償　本議題に関し、オーストラリア等10力国の提案になる修正条約案についてオーストラリアから説明があり、特に、．前回の委員会での議論を反映して、船舶所有者（shipowner）の定義として次の2つのオプションを並記した旨の説明があった。　オプション1一「船舶所有者」とは、船舶の所有者（登録されている所有者、裸傭船者および船舶賃借人を含む）、管理人ならびに運航者をいう。せんきょう　平成11年11月号　オプション2一「船舶所有者」とは、船舶の所有者として登録されている者、または、登録がない場合には、船舶を所有する者をいう。ただし、国が所有する船舶であって、その国においてその船舶の運航者として登録されている会社が運航するものについては、「所有者」とはその会社をいう。　船舶所有者の定義に関し、EI本から船舶の運．航に際し生じる損害については運航者が責任を負うのが原則であることから、オプション2に反対する旨発言し、これをブラジル、トルコ、韓国等が支持する一．．・方、明確化および法的確実性の観点からオプション2を採用すべきことをギリシャが主張し、これをオランダ、ノルウェー、フノンランド等が支持した。　全体としてオプション1を支持する国の数の方が多かったことから、船舶所有者としてオプション／の定義を採用することが合意された。　船舶所有者の定義が合意されたことを受けて、強制保険を誰が付保すべきかの議論が行われ、フィンランドから、登録されている所有者（reg−istered　Dwller）が自己の責任を担保するために強制保険を付保しなければならないとの提案を行ったが、日本は、オプション1の採用により、登録されている所有者以外も責任を負うことになるということから、登録されている所有者のみの付札に反対したものの、登録されている所有者以外も保険によってその責任を担保することは可能である、あるいは、クレームを提起すべき保険者は1社の．方が好ましいといった理由からオーストラリア、ドイツ、オランダ等多数の国がフィンランドを支持したため、フィンランド提案を基に議論していくことが合意された。3．海難残骸物の除去に関する条約案　コレスポンデンス・グループを代表してオラ�oンダより、前委員会以降の議論について説明があり、前回の委員会で海難残骸物の定義として、単に’‘wreck”とするのではなく、残骸物になりそうな船舶も条約の対象となることを示すために、”WreCk　and　CaSUaltゾ’とするのが適当ではないかとの議論がなされ、多数の国がこれを支持したが、今回のコレスポンデンス・グループの報告では、‘’wreck”の定義を拡大することによりE‘casualty”を削除すること、報告要件について他の条約と整合性を持たせること、前回の委員会で議論された、残骸物除去に係る費用を貨物にも負担させるべきかどうかについては国内法に委ねるべきこと、さらに、本条約を2002年／2003年の期間の外交会議で採択することを目標とすべきこと等について述べた。　海難残骸物の除去に関する条約案について進展が見られたことを評価する一方、重要な点が未解決なままになっていることについてデンマーク、ギリシャ、フランス等から発言ありドイツからは、沿岸国に権限を与えることに懸念の表明があった。　英国、ロシア等は、国連海洋法条約（UN　Con−ventiQn　on　the　Law　of　the　Sea−UNCLOS）との整合性を図るべきとの意見を述べた。　議論を総括して議長は、本条約の検討について実質的な進展があったことを述べた後、、幾つかの国が国内法が領海外に適用されることに懸念を示したこと、国連海洋法条約との関係を明らかにすべきとの意見のあったこと、サルベージ条約等との重複のおそれがあること等を指摘して、引き続きコレスポンデンス・グループで作業を行うことを要請した。4．2000年の審議計画および審議日程　議題1の「金銭的保証の提供」のコレスポンデンス・グループの議長であるノルウェーより、本議題については数多くの未解決の問題点があるので、次回以降の委員会での討議に委ね、議題2の「燃料油による海洋汚染に対する賠償」を優先して、今委員会で最終的な合意を得ることにすべきとの提案がなされた。　本提案に対し、英国、ブインランド、ドイツ等が賛成を表明し、一方、「金銭的保証の提供」を当初の合意どおり優先させるべきとの意見はブラジルのみであったことから、燃料油による海洋汚染の問題を優先することとなった。1．2000年問題事前対策ほぼ完了一海運業界におけるコンピュータ2000年問題への対応について一τ．船舶運航に関する2000年問題対策連絡会　コンピュータ2000年問題への対応に関し、運輸省海上交通局をはじめ同省関係セクション、関係団体等により「船舶運航に関する2DOO年問題対策連絡会」が設置され、8月5日に第1回会合が開催された。岡連絡会は、海運事業者等において進められている同問題への対策について、官民の関係者が業種横断的に対’策の具体的実施方法等に関して検証するとともに、意見を交換し今後の留意点を含めた2000年問題対策の主要点を取りまとめ、その結果を関係者に周知して2000年問題対策の一層の理解と推進を図る囮せんきょう　平成11年11月号）ことを目的としており、今般、この場において検証した船舶における2000年問題の特質を整理するとともに、海運事業者が講ずべき船舶運航に関する2000年問題対．策のうち、機器の点検手順、危機管理計画の策定等の主要点を盛り込んだ「船舶運航に関する2000年問題対策の概要」を取りまとめた。《構成メンバー》運輸省運輸政策局情報管理部2000年問題対策室、運輸省海上交通局総務課／外航課／国内旅客課／国内貨物課、運輸省海上技術安全局舶用工業課／検査測度課、日本内航海運組合総連合会、�兼�本旅客船．協会、�鞄�本外航客船協会、�挙�木海事協会、�兼�本舶川工業会、川崎汽船株式会社、日本郵船株式会社、株式会社商船三井、新和海運株式会祉、株式会社　トキメック、�鞄�本船主．協会（事務局）　本取りまとめでは、船舶に搭載されている機：器は、大部分が日付・時刻等を扱わず実時間を要素としていること、自立性が高いことなどから2000年間題によるリスクが小さく、その上、推進装慨、操舵装置、発電装置等の．重要機器には千動運転等のバックアップシステムが装備されているため、船舶においては陸上のシステムと比較して2000年問題による重大な事故の発生の．ロ∫能性は一般的に極めて小さいと考えられるとしている。　しかしながら、2000年問題に関しては、どんなに対策を尽くしても機器が故障する可能性を完全に否定することはできないと指摘されているところがら、危機対応のための計画とその訓練が必要と考えられるとし、調査したところでは、大部分の海運事業者において必要と考えられる機器の点検と確認が終了し、また、危機管せんきょう　平成11年11月号理計画の策定も進んでおり、2000年対策はほぼ完了しているとしている。　最後に、2000年の到来を間近に控え、今後は、万一の故障に備えた主要装置の手動操作の習熟等を含む対応訓練と事故を未然に防ぐための対応計画のフォローアップおよび実施に重点を置いた対策がとられていくこととなるが、各海運事業者においては、それぞれの条件の下に策定された対応計画に基づき、事前に定められたマニュアルに従い訓練を積み重ねるとともに、関連機関との情報交換を緊密に行うことにより、　・層の安全対策の推進を図ることが重要であるとまとめている。　なお、海運事業者の船舶運航に関するコンピュータ2000年問題への対応状況に関しては、当．協会会員会社に対し6月末の調査に続いて9月末現在におけるフォローアップ調査を実施したところ、機器の点検に関しては93％の会社が終了しており、その他の会社でも12月までに予定されている船舶の修理に合わせてプログラムの入替え等を準備していることなどから、9月末現在において対策はほぼ完了したものと考えられる。また、危機管理計画に関しては、90％の会社で策定済みであり、残る10％の会社においても10月末までに策定を完了する予定となっている。　また、運輸省が、ロールオーバー時（今年12月31目から来年ユ月1日に日付が変わる時）に運航する旅客船事業者57社を対．象に行った調査では、安全運航の確保に影響のある制御系の重要システムについて模擬テスト等を含む機器への対策は、一部のシステムを除いてすべて完了しており、対策未了の．・部についても10月末日までに完了することが確認された。さらに、同省は、上記事業者57社に以下の措置を含めた万全の対策を講じるよう指示し、以下の措置を含m画めた危機管理計画が策定済みであることが確認された。　＊ロールオーバー時には、四囲の状況等から　　危険の惧れがないと判断される場合を除き、　　原則として、操舵装置、主機関の制御を手　　動で行うこと　＊ロールオーバー時には、船長、機関長がそ　　れぞれ船橋、機関室において異常事態に備　　えること　＊ロールオーバー時には、通常時より人員の　　配置を強化して、計器等の監視にあたるこ　　と　＊ロールオーバー時には、可能な限り狭水道　　や船舶の輻車奏海域等を航行しないこと　＊異常事態発生時に備えて事前に乗員の訓練　　を行うこと　運輸省はこれ以外の旅客船事業者に対しても、2000年問題対策の完了を強力に指導しており、これを受けて日本旅客船協会は全会員に対してアンケート調査を行うとともに、機器の点検・模擬テストの実施、危機管理計画の策定の勧告を行っている。2．海運業界の陸上部門における2000年問題へ　の取り組み　コンピュータ2000年問題については海運各社とも、経営の根幹に関わる重要課題であるとの認識のもとに、数年前から社内にプロジェクト民間業種別西暦2000年問題に関する対応状況についてチームを設置するなど、全社的な対応作業を進めてきた。　船舶運航に関わる2000年問題の対応状況については前述のとおりであるが、陸上関係部門に関しては、2000年問題に起因してB／L（船荷証券）の発行、電子メールの送受信などといった事務的処理に関するトラブル、また、関連業者のシステムの誤作動などのため港湾の荷役設備に不具合が出るといったような様々なトラブルの発生が考えられることから、各社ともそのようなトラブルを未然に防ぐべく、・本社／支社内基幹システムの徹底的見直しお　よびその改修作業・関連業者への2000年問題対．策徹底の呼びかけ　と対応状況の確認・2000年の日付を想定した模擬テスト　といった対応を徹底して行ってきた。　また、2000年問題については「万全の対応」というのは難しいとの見方が一般的であることから、各社それぞれ万一トラブルが発生した場合に備え、業務のすべての面において様々な事態を想定した緊急時の対応策を策定する等、2000年1月1日など危険目とされる目における対応を含め、万一．・の際にも影響を最小限にくいとめる体制をとっており、安定的サービス維持の実現に努めている。　なお、当協会をはじめとした海事関係団体等の協力のもと、運輸省海上交通局がとりまとめ1999年9月30日現在模擬テスト1…i　　　　事務処理系システム（※）（％）業　種　名回答件数　回答率（％）　　　　…�完了縁C正等痴　　　　1実作業i・ト1　　　　…ｲ　査　中1未　着　手@　　　1海上運送業1，0ユ5　　　　100　　〜84　1　　59　　〜P　　　　　　　王※口輪省海上交通局調べ※ここでいう「事務処理系システム」は、経理、財．務、営業情報等、事務処理等に用いるシステムをさす。せんきょう　平成11．年ll月号．）．た海運業界の2000年問題対応に関する以．ドの調査を見ると、．事務処理系システムー本社／支社等におけるコンピュータシステムーの対応状況については、修正作業等が完了し、模擬テストまで終了しているのが全体の84％、修正作業については完．∫済みが5％（1999年9月末日現在）と業界全体の約9割が、事務処理系システムの対’策にほとんど目処がついており、海上部門同様、陸上部門でもほぼ事前の対策は完了しているといえる。2．海賊及び武装強盗撲滅のための方策について　　　様々な立場から見解が示されるシンガポール船主協会及びシンガポール国際法学会主催One−Day海賊セミナーの模様一　シンガポール船主．協会およびシンガポール国際法学会の主催により、平成11年10月22日シンガポールにおいてOne・Day海賊セミナーが開催された。　わが国からは、講演者として招請された闘口本財．団の寺島紘士常務理事をはじめ、日本海甲防．止協会シンガポール事務所の他、シンガポールに在住する船社関係者等が参加し、：当協会も、海賊防止対策への取組みの一環としてこれに参加した。　セミナーの開始にあたり、II乍年5月に行．方不明になり中国の海南島で発見されたペトロレンジャー号の船主が、［司号事件に対するrl・咽当局の密輸容疑と1司船舶の拘留および拘留費用の請求等、その対応について強く不満を表明し、同じように行方不明になり中国．南部の港で発見されたテンユウ号の事件等を例に挙げつつ、その様な不当な行為に対し被害者を救済するための海賊基金の設立を呼びかけた。員会（MSC）の議長をはじめ、国際商業会議所（ICC）の国際海事局長代理、および法律学者がそれぞれの立場から、海賊および武装強盗の国連海洋法等国際条約に基づく定義の是非、公海上または国境を超え行われる海賊行為の撲滅のための捜査および処罰権限に関する適切な国際条約の必要性、および関係各国の国内法制の整備等について講演した。　午後のセッション2では、海賊および武装強盗に対する民間機関および民問団体の役割について、民間の立場で積極的に海賊問題に取組む勘日本財団、海賊監視システムサービスを提供する安全管理コンサルティング会社の代表および海事関係弁護士から、それぞれの立場で海賊撲滅のために行ってきた活動について講演が行われた。　また、各セッションでの講演の終了後に、各講演者をパネラーとする本セミナーの参加者も加わる詞．論が行われた。1，セミナーの概要　午前に行われたセッション1では、海賊および武装強盗に対し、関係国がより積極的かつ有効に対処するための国際的な法の枠組みの整備について、国際海事機関（IMO）海．1＝安全委2．主な論点　海賊及び武装強盗は、公海を始め、領海内で発生しても国境を超えて行われる犯罪である場合が多いことから、国際的な法律の枠組みのなかで、地域関係各国の協力による国境を超えたせんぎょう　平成11年1．／月写．囮海賊及び武装強盗の監視および捜査が陸上を含めて行われること、また適切な処罰の執行が海賊撲滅の為には不可欠であり、その為には、国際的な法律の枠組みの策定が望まれ、その一つとしては、ローマ条約（海上航行船舶の安全に対する不法な行為の防止に関する条約〉が適切と考えられるが、ローマ条約については、申国、日本、オーストラリア等が批准しているものの、マラッカシンガポール海峡沿岸31玉1等の海賊多発沿岸国は批准していないことから、これらの国々σ）早期批准とそれに基づく国内法の整備が強く望まれた。　また、海賊および武装強盗の適切な監視および捜査に対する関係各国の資金不足に対する手当、および海賊被害にあった船主および船員の被害の補償を目的とした、IMO等の国際的機関のもとでの、船主、荷主、P＆1保険およびその他関係者の寄付による海賊対策基金の設立が議論となったが、当協会は、海賊および武装強盗の捜査および処罰の実行のための国際的な枠組み（コード）の策定に関連してIMOの場で検討するべき問題であるとの意見を述べた。3．まとめ　本セミナーにおいては、さまざまな見地から海賊及び武装強盗の撲滅のための提案および意見が出されたが結論を得るには至らなかった。　　「（．しかし、シンガポールに駐在する各国の大使館員および東南アジア．各国の船宅協会、船主等合計120人が参加し意見の交換ができたことは、海賊および武装強盗撲滅のための一助となると考える。3．独立行政法人化後も円滑な船員養成を一船員教育訓練三機関の独立行政法人化の取組み状況について一　運輸省所管の船員教育訓練機関である航海訓練所、海技大学校及び海員学校の3機関は平成13年4月の独立行政法羽化に向けて作業を進めております。平成11年7月／6日に施行された独立行政法入通則法を受けて、独立行政法人の名称、目的業務の範囲などに関する事項を定めるため、3機関の個別法を整備し、描月29日から始まった臨時国会に提出されました。　海技大学校は独立行政法人海技大学校法にて、現状の施設、敷地等を国より現物出資され、船員及び船員になろうとする者の運航にあたる技術を教授して、船員の質の向上と海上運送の安全の確保に資すると業務を特定しております。航海訓練所は独立行政法人航海訓練所法にて、商船大学、商船高等専門学校、独立行政法人化された海技大学校及び海員学校の学生及び生徒等に対し航海訓練を行うことにより、船舶の運航に関する知識及び技能を取得させることとなります。また、海員学校は独立行政法人海員学校法にて海員の養成を行うことと業務を設定しております。このように、3機関は一応これまでの業務を受け継ぎます。　しかし、今後はそれぞれ5年程度を目途に中期計画を建て、それに基づき運営され、その結果は評価委員会によって評価され、より効率性が求められることとなります。また、自民党の要請で3機関の再編も検討される予定です。　当協会としては、これらの：機関が有する機能が民間船社に有効に作用し、今後とも所．要の良質な日本船員の養成が円滑に図れるように対応して行きたいと考えております。（囮せんぎょう　平成11年11月号4．「港湾整備の枠組みの改革」に重点一平成12年度の港湾関係予算概算要求の概要について一　平成12年度の港湾関係．予算概算要求の概要が明らかにされた。それによると、港湾整備：事業については、要求の規模が、：事業費6、495億円、国費3、662億1．Lj、財．政投融資56億円となっており（別表【A】御参照）、また、国費のうち、特別枠・重点化枠（内閣査定による）として、408億円が計上されている。（別表【B】御参照）　本年度の概算要求の基本方針の主柱である「重点要求事項」について見てみると、従来は、「中枢・中核国際港湾における国際海上コンテナターミナルの整備」が前．面に出されていたが、本年度は、先ず最初に、「経済・社会の変化に対．恥して、港湾の重点的・効率的整備を進める別表【A】要求の規模（　∫ilf1ヒ　　：　　f意　「7q　）E　　事業区分　　　　　　　　1?@　目12年度．要求額u年度k当初｝対　前N度比港湾整｛i胴：髭業．響．i・業　費早@　　費熕ｭ投融資6，495R，662@　566，374R，460@　251，019P，D58Q，240港湾1周係民活事業事　業　費熕ｭ投融資717Q24876R】4D，S18O，713港湾関係起／嗣礫雪．‘業　費N　債　類5，086T．53．73，583R，7761，419P，466注一1）　港湾整1彬1喋要求額には1北海道触発庁、沖縄開　　　発げ、国一L庁計上の運輸省1契1係分を含む．　一2〕　港湾関係民活7事業と港湾整fli調季業には、双方に計　　　　しされている事業費（平成12年度＝62億円、平成　　　11年度；52億IJ1〕が含まれているため合計では重　　　複分を除いている。　一3〕　民活事業の財政投融資の平岐ll｛1三度分は要求額。　一4｝平成13年1月一3月までの国一ヒ交通省予算対．応分　　　　を含む，；ために、国と地方の役割分担を見直すなどの港湾整備の枠組みの改革」が最初に取り．．ヒげられている、この点、当協会も港湾のユーザー代表として参画している港湾審議会の「経済・社会別表【B1特別枠・重点化枠の配分要望　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）特別枠・d点化枠要　　望　　概　　要要求額i国費）物流効率化、環ｫ・．購…樋信・lつくi，等経済V生特別枠i物流効率化に謔骭o済構造改v対応分）�@港湾の国際競争力強化、物@流コスト削減のための大水@深国際海上コンテナターミ@ナルと多目的山際ターミナ@ルの整備Aフェリー等海陸一貫輸送に@対応できる内貿ターミナル@の整備．一．．．．T「．．．〔12，134）Q1，51Si　30）@2」38小　　計〔12，164）Q3，656物流効墨化、環ｫ・．情報通信・Xづくり等経済V生特別枠i環境・桿〒報通M・街づくり等ｶJ．応分1�@港湾における海域環境の改@善、大型凌同意油lill老年の@建造および港湾諸手続の情@報化A市街地活性化，臨海部空馬@の再編・再開発および緑地@等の整備による生活空間の@拡大等による港づくり、街@づくり．1，200T」75小　　計6，975生活関連等公共|．i：三重点化枠�@深刻な大都市圏のゴミ処分@問題に対’応ずる廃棄物海面@処分場の整備A大規模地震時の住民避難お@よび緊急物資翰送のための@耐震強化岸壁、防災拠点緑@地、津波対策としての防波@面白の整備および離島・奄@美の生活基盤である定期旅@客輸送のための港湾施設の@整備2，383V1808小　　計10，191合　　　計（12，164）S0，822〔注）　〔｝書は、共同要望分（国土庁一括計．．L）で内数で　ある。せんきょう　平成11年11月号醐圃の変化に対応した港湾整備・管理のあり．方〔中間報告）」（本年7月30日発表。本誌平成1．1年8月号P．8海運ニュース、同9月号P．24巻末資料参照）にて指摘された、「全国的・広域的視点に立った取組み」「ユーザーのニーズに対応したサービスの提供、制度の見恒し」などが反映されたものと評価出来る。　ちなみに、この「港湾整備の枠組みの改革」においては特に、「全国的・広域的視点からの国の責任の明確化」が謳われており、�@港湾の格付けの見直しについて港湾審議会における「新しい港湾の分類の考え方」や「港湾配．置の考え方」についての検討を踏まえつつ、物流コストの低減に資する効率的な物流体系の形成、マルチモーダルシステムの形成などの視点から、「年内を目途に指定見直しの具体化を図る」とされている。具体的には、「特定重要港湾」（現在21港）の定義を、現在の’幽外国貿易の増進上特に重要な港湾”から、”国際海上輸送網の拠点として特に重要な港湾”に、また、「重要港湾」（現在113港）については、馳国の利害に重大な関係を有する港湾”から」」国際海上輸送網または国内海上輸送網の拠点など国の利害に重要な関係を有する港湾”へと見直すことが検討されている。�Aまた、「港格の見直し」とセットで、国庫負担率が見直される。これにより国にとっての重要度や効用の及ぶ範囲、地域における受益の程度に応じて見直し、全国的・広域的な見地から必要となる施設を整備する直轄事業の国庫負担率は引き上げられ、重要度の低い施設については引き下げられることになる。（別表【C】御参照）その他、�B既存施設有効活用促進事業に対する統合補助金の創設（206億円）、�C民間事業者の投資を活用するためのPFI（Pri−vate　Finance　Institute：民望主導の公共事業）手法の取入れ、なども掲げられている、，これは利用効率向上や物流コスト低減に資する荷役機械等の港湾施設の整備を行う事業者に対し、国公有施設の無償ないし低廉使用、無利．予貸付、税制特例等の公的支援がなされるということを表している。但し、現時点で、．予算規模は未定とのことである。　重点要求事項の第二として、「物流コストの削減による産業競争・力強化」が掲げられており、施策の柱としては、国際海．．ピコンテナターミナルや臨港道路の整備による基幹的な国際物流基盤の整備、昌運事業協業化等．支援や1巻湾EDエシステムの構築による港湾のソフト面の改革の促進、モーダルシフトの実現などによって、港湾サービスの向上、物流コストの削減、海陸輸送モードの結節機能の強化を図り、以って、産業力を強化し、地球環境負荷を軽減するというものである。なお、中枢・中核国際港湾の水深15m級の国際海上コンテナターミナルが、平成／2年度内に14バース供用開始されることとなっている、，（新規要求は、横浜1バース、73億円。整備中¢）ものとして、東京大井聾8億円、別表【G】国庫負担率の見直し（案）し．現　　　行見直し案　　　　　i　　　　　ヨ　　　　　」ﾁ　　定d要港湾■3．直　　轄ﾕ港道路h波堤q　　路D耐震コンテナ岸堕．直　　轄?蜿Q。ナ獄蝟F野ナP愉そ・他．．．・・ilo鴎諜）補　　助ﾞそ・他搬｝尭（離調…直轄・補助黄鷹醐智．重．要港湾　　　　　ト補助謡）乱離港湾の補）〔注｝改正港湾法第52．条第1項第・1号〔高度な技術の必要を　　理由とするもの）に基づく直轄．．E事は、補助事業と1司　　じ負担率／5バωとする。せんきょう　平成11年11月号大阪北港南225億円、北九州響灘77億円、広島出島／00億円、清水新興津80億円、塩釜向洋65億円の計7港・11バース。これらの金額の．・部が本年度予算に計上される。）国費2074億1．1」が割振られており、国際海運ネットワーク拠点形成1576億円、複合一貫輸送ターミナル整備に84億円、防波堤等整備などからなっている。　第三に、21世紀を見据えた新たな環境と生活空間の創造ということを掲げており、流出油回収船の代替建造などが盛り込まれていて、国費としては316億1．1jが割振られている。　なお、「特別枠・重点化枠の配分要望」について見ると、合計408億1．．llのうち、経済新生特別枠として、236億円計上されている。内容の詳細は明らかにされていないが、中枢中核港湾では、苫小牧、塩釜、横浜、清水、名古屋、北九州、大阪、那覇の8港、多目的ターミナルでは、高知1港、内腿では、御前崎、堺泉北の2港が想定されているとのことである。　年内，大蔵原案の作成、復活折衝などを経て、通営は，新年1月に国会に提出される。当協会としては、「中隔報告」において反映された、使い勝手が良く、かつ、コストの安いターミナル等港湾施設が具体的に、実現されてゆくように、機会ある毎に要望を繰り返してゆくこととしたいD海事振興連盟　平成11年度通常総会および創立50周年記念式典の模様　海事振興連盟（原田昇左右会長）は、去る／0月26日、平成1工年度の通常総会を開催し、来年度予算・事業計画を決めるとともに、「外航海運業の競争力強化のため、諸外国と同等の競争環境整備に向けた構造改革の推進および実効性のある国際船舶制度の確立」、「内航海運における「内航海運暫定措置事業上の着実な実施のための追加所要資金の確保及び税制改正、適正な運賃・用船料の確保、構造改善等の環境整備対策の推進」などの9項目から成るれ、橋本龍太郎元．首柑、二階俊．博運輸大臣が祝辞を述べたほか、業界を代表して：当．協会顧問の根本二郎日本郵船会長、当．協会生田正治会長があいさつに立つなど、同連盟の50周年を盛大に祝った。▲祝辞を述べる二階運輸大臣せんきょう　平成11年1／月．号解撤等を行うために輸出される船舶への　　　バーゼル条約の適用問題について1．わが国におけるバーゼル条約への対応　この数年来、欧米を中心に環境保護の観点から船舶の解撤に伴ない発生する廃棄物による環境汚染問題がクローズアップされるようになり、特に欧州において海運業界を標的にグリーンピース等の環境保護団体は、発展途一ヒ国のスクラップ施設における劣悪な労働者環境、環境汚染に対抗するキャンペーンを展開し、解撤を目的とした船舶の国境を越えた移動はバーゼル条約（＊）の厳格な適用を受けるべきと主張している。　一方、わが国政府は．、各国がバーゼル．条約の適用について慎重な姿勢を採る中で、平成10年12月に参議院から提出された質問趣意書に対．して、「アスベスト又はPCBを含む備品が存在する船舶が、解撤を目的として国境を越える移動がなされる場合で、当該備品の処分をも目的の一一一ﾂとしている場合には、バーゼル条約の規定に従って、輸入国である締結国に対し当該移動の計画を通．告し、その同意を得る等の手続きをとる必要があると考えている」と答弁し、解撤を目的とした船舶の輸出はバーゼル条約の適用を受けるとの立場を明確に示した。　これに対し当協会は、解撤を目的とする船舶の輸出がバーゼル条約の適用対象となれば、輸出に関する手続きを煩雑化させるばかりでなく、スクラップされるべき老朽船の解撤促進に支障を来たし、海難／海洋汚染事故を引き起こす原因に繋がる恐れがあるとして慎重な対応が必要である旨運輸省に『］し入れを行ってきた。　その後、バーゼル条約国内法の所管官庁である通産省、環境庁、厚生省は平成／1年5月］．70付で「解撤等を行うために輸出される船舶の輸出承認について」と題する通達（資料1参照）を連名で運輸省宛に出し、解撤を目的とする「1本籍船舶の輸出は、当該船舶がアスベスト等の有害廃棄物を含む場合、バーゼル条約の適用対象になることを改めて表明し、これを受けた運輸省は、平成ll年5月27日付で前述の通達を添付し、当協会にその旨連絡するとともに当協会会員会社に対し周知するよう要請した。　当．協会は、解撤の□的で輸出される船舶はリサ．イクルされるものであり、他の廃棄物と同様にバーゼル条約で一律に扱われるべきものではなく、同条約の適用は承服しがいたものであることから、バーゼル条約適用の通達の周知依頼の取扱について運輸省と折衝を重ねてきた。　　・．方、本年6月に開催されたIMOの海洋環境保護委員会においても、船舶解撤問題の検討を開始することが提案された。運輸省は当会議において、�@．船舶の解撤を規制するにあたっては、船舶の運航や売買の実態に適合した制度が必要であること、�A解撤が不用意に制限されたぜんきょう　平成11年ll月号場合、老朽船が滞留し、海上での人命損失や汚染につながってしまいかねないこと、との認識のもと、IMOでの検討課題とすることを積極的に支持した、，また、IMOでの検討を主張した欧州諸国も、本検討の同的は、途上国の解撤ヤードの安全及び環境保全レベルを向一ヒさせることであり，解撤を抑制することではない旨明らかにしている，、　当協会としては、本問題は国際的な枠紐みの中で解決するべき、と考えており、バーゼル．条約の適用に対する次のポイントを運輸省に伝えるとともに、併せて前述の通達についてもこの考え方を添付し会員各位に周知した。・バーゼル条約の適用については、その影響が　広範囲に及ぶことから、各国は慎重に対応し　ているなかで、わが国政府の見解は突1［ilして　いること，．・世界の海ヒ輸送が安全に行われ、海洋環境保　全が図られるには老朽船の円滑な解撤が不．lr∫　欠であり、そのためには各種条約等の現実的　な適川が必要であること。・2000年からはIMOとバーゼル．条約事務局が　連携し、環境面から見て適．切な船舶の解撤．方　法が検討されることになっていることから、　わが国政府がこうした検討に参加するにあた　っては、各国の対応を踏まえつつ、老朽船の　円滑な解撤を妨げることのないよう、現実的　かつ実行rr∫能な結論を沖し）まとめるよう願い　たいこと，　また、ICSはワーキンググループ（Ship　Recy−cling　Working　Group）を本年3月に設罷し、船舶の解撤問題全般について検討を始めている。　なお、船舶解撤に関するICSの考え方については，次号で紹介する予定である。（＊）バーゼル条約・・・…正式名称は「イ∫害廃棄物の国　境を越える移動及びその処分の規制に関するバー　ゼル条約」。廃棄物処理を適正に行う事が出来な　い国にその処分を依頼し、その結果、受け入れ国　の環境が破壊されることのないよう、国際rlりに協　照した取り組みを定めたもの。（＊＊〕ECSA・・・…European　Colnnユunity　Shipowners’　Assodationの［II各。欧州共［司体船三i三協会。1965年　に設立、現在、会員はEU加盟15力国およびノル　ウェーの16の船主協会からなる。本部はベルギー　のブリュッセル，2．国際機関におけるバーゼル条約への対応　欧米を中心に解撤ll．｝i題に対する関心が高まるなか、ECSA〔＊＊／は解撤を〔的とした船舶の輸出についての考え方を資料2のとおり発表、バーゼル条約の適用問題についても言及している。i　【資料1】　　解撤等を行うために輸出される船舶の輸出　　承認について　船舶法第1条に規定する日本船舶であって、次の�@及び�Aの要件を同時に満たす船舶は、特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（以．ド「バーゼル法」という。図参照）第2条の第1項に規定する特定有害廃棄物等に該当するため、輸出貿易管理令別表（省略）第2の35の2の項（1｝に掲げる貨物となります。（島山される船舶の要タ1二）�@　解撤等による金属の回収等有害廃棄物の国　境を越える移動及びその処分の規制に関する　バーゼル条約（以下「バーゼル条約」という。）　附属書Wに掲げる処分作業を行うために輸出　される船舶�A　石綿又はPCB（ポリ塩化ビフェニル）等バ　ーゼル条約附属書1に掲げる物質を船舶本体　に含有することのよりバーゼル法第2条第1　項に規定する特定有害廃棄物等に該当するこ　ととなった船舶ぜんぎょう　平成］．1年ll月一号　したがって、当該船舶の輸出をしょうとする者は、出三船舶が仕向地まで自航されるものであるか、曳船等により運搬されるものであるかを問わず．、バーゼル法第4条第！項の規定により外国為替及び外国貿易法第48条第3項の規定による輸出の承認を受ける必要がありますので、その旨関係事業者に周知されますようお願いします。図　特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律の構成　（バーゼル条約）　　　　　　　　　　…　　　　　　　（国内法の整備〉　　　　　　　　　　曽〈特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律〉　定　　　　義u特定有害廃棄物等」条約附属書に掲げる有害特性を有する廃棄物等若しくは曇黷轤ﾉ類する有害廃棄物等（廃葉物だけでなく再生資源と熨ｮスクラップ等有価物を含むもの。）として．条約の規定ﾅしたもの。基本的浦項の公表環境庁長官、厚生大臣及び通商産業大臣は、必要な基本的驍烽ﾌとする。一〈輸出の承認〉一「�@。！寺童灘瀧撚墨差劃�A環境庁長官は、通商産業大臣から環境汚　染を防止するため特に必要があるものにつ　いて、その申請の写しの送付を受け、環境　保全上支障がない旨の確認を行い、道商産　業大臣に通知する。�B　通商産業大臣は環境庁長官の通知を受け　た後でなければ�@の承認をしてはならない　ものとする。〈輸入の承認〉一・翻」到�@特定有害廃棄物等を輸入しようとする者ま、　外為法に基づく輸．人の承認を受：ける。�A環境庁長官は必要がある場合には、通商産　業大臣に対し意見を述べることができ　。　　　　　　〈移動書類〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　特定有害廃棄物等を輸出入する場合において、移動書類を携帯して運搬することを義務付けるとと1もに、輸入された特定有害廃棄物等の処分が完了した場合等において、その旨を輸入の相手方、輸出1国に通知するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ　　　　　　＜措置命令＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i�@環境庁長官及び通商産業大臣（廃棄物については、環境庁長官、厚生大臣及び通商産業大臣）は｛　を輸入した者等に対し、当該特定有害廃棄物等を適正に処分することその他の必要な措置をとるべ｝　きことを命じることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Iせんきょう　平成ll年ll月号【資料2】国外での解撤（SCRAPPING　OF　VESSELSABROAD）ECSAコメンタリー背　景　船の経済約寿命は、市況の見通しとともに、船の構造、メンテナンス、運航状況によって大きく違ってくるだろう。運航およびメンテナンスのコストは通常の場合、閣令とともに上がっていく。このため船というものはたいてい、安全や環境面からの理由とともに、将来的に得られる収益見込が、現在の解撤価格より低くなった時に売船される。解撤施設へ引渡される時点では船は完全に運航できる状態である。　解撤施設で船の全ての備品・審判が剥ぎ取られ中．占品、リサイクル品として売られる。・．・方、船そのものは解体され、鉄や他の資材にリサイクルされ売られる。しかし、相当の船令の船の多くは、アスベストなどの有害な物質を有している。　解撤のやり方は非常に労働集約型であるため、ほとんどの解撤施設は労働力での競争力を持っている国に集中している。現在、世界中の船舶解撤の80％近くがインド、バングラディシュ、パキスタンで行われている。　国際的／EUの行動の必要性　　ECSAは、多くの加盟国において特定のスク　ラップ施設（とりわけアジア0））における社会　面、環境而での懸念が表明されていることは承　知している。その懸念はもっともなことである　と認識しており、全関係者がこの問題に取りく　むべきだと確信している。たとえ船会社がどこ　の国の属していようと、またその船をどこの国Ll灘繍∵灘聯雰ll含せんきょう　平成11年11月号同様に西欧諸国の船も影響を被る。従って、目に見えるかたちの改善が実現されるのであれば、この問題はグローバルなレベルで取り組まれるべきである。　海運業はそもそも国際的な産業である。スクラップ売船を規制しようと国や地域が取り組んでも、国際海運市場で売口や登録に関わっている者がそのような規制に拘束されることはないため、効果はあがらないであろう。スクラップ売口のあらゆる規制は、効果的に全ての旗国を拘束すべきである。　バーゼル条約とEU規則259／93をどうのように解釈するかについての国際的な主導権や技術的な説明は別として、解撤施設、特にインド亜大陸における、での労働環境と水準を改善することに配慮すべきである。この点に関してECSAとしては短期問で有意義な結呆をだすために、ECが重要な役割を果たせると考えている。特に、問題となっている解撤ヤードの社会的、環境的状況を改善するため、EUや他国からの援助を利用することに真剣な注意が払われるべきである。さらにECSAでは、そのような現在利用可能な援助をEU域外で環境面等に配慮した解撤ヤードの設立に使用することの利点を考察することも検討されるべきであると提案したい。実際に解撤ヤードの運営を経済性から見ると、欧州には存在しないし、また近い将来に作られる見込もないと言えるだろう。　さらに、解撤施設のある国の関係当局は、国の社会的・環境的な規制が当該解撤施設の規則に従うことを保証すべきである。　この問題が全ての海事産業にとって重大な心配事であるので、ECSAは上記について造船関係．者とともにEC委員会に働きかけをして．いる。EUの政策を、主にインド｝匝大陸におけるヤードに関する諸問題への現実的な解決策に焦点を「烈．劉あてることは重要なことである。仮に解撤を経済的に非現実的なものとする措置が導入されたら、逆の重大な結果をもたらすであろう。船を解．撤する商業上のインセンティブが低下して、その結果いろんな理由からスクラップされるべき船舶が航海しつづけるような状況が振てくる可能性がある。これは、サブスタンダード船を排除することを第一の目的としてきたEC委員会のクオリティー・シッビング・キャンペーンに反することである。　この田田は、国際労働機関（ILO）にも関係するが、IMOの方が問題を取扱うのに適した組織だ。従って、ECSAは、　U月初めのIMOの海洋環境保護委員会（MEPC）会合でこの問題が取り上げられたことに歓迎しているし、MEPCにおける今後の検討を全而的にサポートしたい。ECはIMOにおいて影響力を持ちうる。ECSAはこの影響力がIMOが効果的な解決策を見出すことに貢献するために積極的に使われるよう働きかけたい。また、考えうる解決策の一つは、船は認可された場所でしか解撤できないとする付属文書または新たな法律文書によって、現在のIMO条約（例えば、　MARI）OL条約）の改正をはかることである。この付属文書または新たな法律文書には、メンバー国が従うべき、解撤場所の．認可のためのガイドラインを添付することが必要であろう。同様のものとして国際海洋汚染防．1．L条約（MARPOL条約）附属文書Wが既にオゾン層破壊物質は認可された施設にのみ持ち込まれるべきであることを定めていることに言及しておきたい。　また、この問題に対して環境面からのより良い理解を得るために、解撤のために売船される船舶にある有毒で環境面で危険な物質の範囲を分析するため、独自の研究が（DNV＝ノルウェー船級協会によって）開始されている。現在する規則の解釈　解撤マーケットでは、船はふつう運航可能な状態で売られ、しばしば最終航海においても荷物を積んでいる船がいつの時点でEC理事会規則259／93または．バーゼル条約で定義される廃棄物と考えられるかは未解決の1昔1題である。同規則はEU域内国籍船に対して適川されるが、国際レベルでの解決を図るためには、バーゼル条約に調印していない．多くの主要旗国をも考慮しなくてはならない。　EU規則259／93」」EC域内、域外から域内へ、域内から域外への廃棄物の輸送の管理・監督「に関して、この＝規則が解撤を目的とした船の輸出に対し、どの程度適正．1されるかという問題が生じている。同規則では解撤に関して附属書Hで次のように触れられている。’幽解体される船および他の浮遊構造物のうち、危険な物質または廃棄物と分類される荷物を適切に取り除いたもの”は廃棄物の中でも幽幽グリーンリスドに分類され、一定の条件の．．ドで海外での解撤を目的に輸出されることが認められている。しかしながら、ECSAはオレンジまたはレッドリストの物質のいくつかは船体／機械または居住設備の性質上なくてはならないものであることを認めている。従って、船はグリーンリストのままでいいのか、それともレッド／オレンジリストか、それともリストから除外されるのかという問題が生じる。　特に、ある船令の綴は、防火を目的としたアスベストやレッドリストにあたる他の危険な物質を有している。そのようなレッドリスト物質を含む船を解撤のために輸出することが出来るか否かという問題でてくる。そこで、ECSAでは次のような解釈を提案したい。　EU規則は1993年に採択された。80年代後半／90年代前半にほとんどの船がある程度の量のせんきょう　平成／1年U．｝＝1号アスベストを有しているいう事実を考慮して、ECSAは解撤のために船を輸出することは可能であるとの結論は合理的であると考えている。　この解釈はユ994年の付属分書Hの改定によって後押しされた。その改定とは以下を追加するもの。：”船の運航から生じる物質は危険物質または廃棄物に分類される”、船の絶対必要な部分を構成する危険物質および船の運航に起因しない危険物質はこれに含まれないことが改定によって明確となった。これは、ある危険物質が船舶を構成しているからといって、必ずしも船全体がグリーンリストからレッドリストへ変更される、またはリスト外のものと考えられることではないという考え方を後押ししている。　実際．、グリーンリストの全てのアイテムは特定の物質で、廃棄物または鋳鉄製のスクラップ／ステンレス鉄、固いプラスティックなどである。特殊な物質というより、物体を構成している物質とは関係ない非常に稀なアイテムがある。その特別のアイテムの．．・つは船である。船はそれを構成する個々の物質全てが“’グリーンリスドに含まれることによって初めて、防グリーンリスト”として考えるべきなのだろうか。船舶をリストに含む必要はないのだろうか。　上記について派生的な考えとしては、解撤のための船舶の出荷は、レッドリストの物質を有する船舶が、その種の船舶が典型的に含んでいるとされるよりも少量であるときにのみ許されるというものが考えられる。逆に、もし船舶が通常より多．量のレッドリスト廃棄物を含んでいたら、船舶の出荷は不可能であろう。このような均衡の規則はレッドリストと矛盾するところがなく、船のようなとても大きく複雑で相当量のスクラップが外国へ送られる時には、そのような解釈を採用することがとても合理的に見える。ぜんきょう　平成11年11月．オ．　もし、その量の多寡に拘わらずレッドリストにあるアスベストまたは他の物資のために船舶を解撤に送ることが出来なければ、船舶の解撤は深刻に抑制されるであろう。前にも述べたように、このような国や地域の規則は売買、登録国の変頁または他の手段を通して、抜け道を招くだろう。解撤の経済性から非現実的な手段が取られるようなことであれば、環境面から見て逆に重大な結果をもたらし、海の安全性にとってよからぬ影響をもたらすであろう。これは、メンバー国と産業界の両方から幅広いサポートを得ているEC委員会のクオリティー・シッビング・キャンペーンの初期の目的に反するものである。結　論　船舶の解撤は環境および経済上の理由からも不可欠なものであり、解撤業が労働集約型の産業である性質上、解撤施設が途上国に．位置していることは避けられない。それによって、労働者に雇用と収入を与えることは重要なことではあるが、多くの施設での安全性の低さや環境面の問題に早急に対処する必要がある。この点で、先進国政府と海事産業は共同で取り組む責任がある。ECSAの見解はこれまで述べたとおり、やるべきことはかなり広範囲にわたるものであり、EUと国際的レベルの両方で行動を起こそうとする政治的な意思が存在すべきであり、海運業．界は現存する問題に対し、実践的な解決策を．見出すため、より自発的に団結して、その役割を担っていくつ　　　　　　　　　　　　　　　　以　一ヒ　昌巽ハ男呼増殖安定は世界の需給関係に変化をもたらすか一トウモロコシの国際需給見通しについて一三庶物産株式会社食料本部飼料畜産部課長飼料穀物クループ主席山内孝史　はじめに　今年の大豆、トウモロコシを始めとする国際穀物市況を振り返ってみると、特に目立った異常気象も無く、概ね世界各地で豊作見通しが続いた。米国以外の輸出国が価格競争力を増し始めると共にシカゴの穀物相場は、一ド落基調を取ることになったのだが、特にここでは、最近数年来の豊作によって、長期的安値に低迷する米国産トウモロコシの需給、並びに進境著しいその他輸出国の現状を整理・分析することにより、引続きこのトレンドが今後穀物貿易の流れをどの様に形成していくのかを模索してみたい。1．今年度の穀物市況を振り返って　今年度の穀物市況のスタートは、近年の米国生産農家の大型機械台数増加を背景に5月に好天に恵まれたことから順調な作付け終了が報告されたことから始まった。その後も潤沢な降雨量を背景に次第に、バンパークロップの装いを強め、シカゴの穀物相場は．・部で生産量が100億ブッシェル（BU）を超えるのでないかとの憶測を呼び、概して豊作ムードにあった。シカゴは7月に入って連日約定最安値を更新、コーンは2ドルをきって13年ぶりの安値水準、大豆、小麦も歴史的な安値水準に低迷していた。しかし、7月中旬から下旬にかけての米国東部を襲った熱波から、コーンベルト東部での作柄悪化が伝えられると、記録的なショートポジション　（売り越し残）を抱えていたファンド筋が突然ショートカバー（買い戻し）に殺到、1ケ月足らずの問にBU辺り大豆は1ドル近く、コーンも50セント近く急騰し、ほぼ、6月．ヒ旬の水準まで値位置を戻した。　その後、8月の米国農務省（USDA）が月例で発表する需給予想における今年の生産．量：予想で、関係者の予想を遥かに．．ヒ回る数字を発表。当日は、ストップ安に張り付いたままその目の取引きを終えた。しかし、この発表には懐疑的な見方が強く、しかも農家の聞き取り調査をベー．スに現時点の作柄を5段階で評価するUSDAの週間作柄報告では、GOOD（良い）とEXCEL・LENT（非常に良い）を併せた数字が60％を割り込んできたことから、シカゴは底固い展開となった。　9月のUSDA需給予想においても、．前回発表に比較して減少したものの、関係者予想よりも大きい数字が出たが、USDAの週間作柄報告は依然として状態が悪いことから、生産量予想との整合性に疑問を投げかける関係者も多かった．　しかし、中西部ベルト地帯では、収穫期を迎えるにつれ、予想以一．ヒに収量が上がってきていることに驚きの声を上げ始めた。収穫進捗も好天に恵まれて、平年を大きく上回るペースで進み、ローンに預け入れていた旧穀（昨年収穫された作物）の引出しもピークを迎えて、農家の現物売りが強まると、徐々にシカゴは下落を始めた。折りから10月のUSDAの生産：量予想は、関係者の予想平均を上回り、下落傾向に．．．．・層拍車をかけた。　現在は、作付けが進む南米のドライ懸念や、せんきょう　平成11年ll月号投機筋のショートカバーから、やや持ち直しを見せるも引続きUS¢200／BU．前後の安値圏にて推移している。　10月に人ってからは、昨年の秋にローンに入れていた大量のローン償還玉が償還され、吏には高収穫量が見込まれるるため、保管スペース不足が懸念されたが、カントリーサイドでの緊急サイロ増築、並びに農家の早目の旧穀販売、加えて．・部地域では好天に助けられて野積に踏み切っているところも出ており、収穫作業も終盤を迎えて保管能力の問題による継続的な農家売りは、現在のところ影を潜めている。CIFバージコーンの期近積みベーシスも8月で1977年ぶりにアンダーで取引きされたりもしたが、現在は農家の待ち姿勢からやや現物の逼辿感有り、徐々に値位置を戻してきている。　更に細かく整理するために、以ドUSDAのレポート等を紹介させて頂く。2．米国トウモロコシの需給見通し　10月8日に発表となった月例のUSDA需給予想は、1999／2000年豊作で市」易関係者の大方の予想を大きく上回る生産量、期末在庫率となっている。主な数字は以．ドの通り。（添付米国穀物需給表参照）・一z日穀（1998／99）　一　供給合計：11．，089．百万BU（前諾比±O）1」II内飼料需要：5，486食晶・工業・種了’二1，8221i［愈　1出　需　要　：1，985期末在庫：L796期末在塵率：19．3％　　　（前回比▲89）　　　揃回比▲8＞　　　（前回比±0）　　　（．前「i亘1上ヒ＋97）（9）ゴll寺点　：18．．1％）・一V穀（1999／2DOO）一生　産　量：9，467百万BU（前圓比＋86）　　　　　　　　一史．L3番目の豊作を予想供給合計：ll．273　　（削回比＋！83）国内飼料需要：5，500　　　（前回比▲75）　　　　　　　　　　　　　一史上第2位せんきょう　平成11年11月号食L冊1・工業・f重子　：1，880輸出需要：1，925其月　調ミ　ギE　Ji謳　：1．，968期末在比率：21．工％（．肖鉦匝1上ヒ±　　　0）一史上最高（角町1亘1上ヒ＋　75）（前回比＋183）1992／93年度（24．9％）以来の高水準　昨年の収穫高は、9，761亡f万周目と史上2番目の．豊作を記録したが、国内飼料用需要、食品　工業・種．．f・需要が減少した分期末在庫は9月の予想に比較して97百万BU増となった。旺盛な需要にややかげりが見え始めたとする向きも有．るが、米国内の未曾有の好景気に支えられ依然として好調な数字が確認されたといえる。　一方／999／2QQQ年新穀では、米国産コーンの単収がユ．33．5BU／ACREと関係者の予想をやや上1［jlり、生産：畢：は9，467．百万BUとの予測となった。また、飼料用需要の減少、輸出需要の増加はほぼ予想通り（新穀の輸出は予想より多い）となり、全体として弱材料視された。〈各要因分析＞D　生産量：夏場の早魑によるダメージは限定　的であり、収穫は順調に進行中といえる。　�@単　収：　　　本年の単収：USDA10月8El発表＝　　／33，5BU／ACRE（9月10日発表比＋：1．3）　　　遺伝子組替種、耕作／作付方法（大型機　　械σ）導入）等の進歩により上昇傾向となつ　　ている。特筆すべき好材料としては、今年　　作付け時期の潤沢な土壌水分、全般的に早　　い作付け終ゴ、6月．L旬一下旬の．多雨傾向。　　平年を大きく上回るハイペースの収穫進捗　　から早霜懸念が遠のいたことが一ヒげられよ　　う。反対に悪材料としては、東部コーンベ　　ルト地帯の夏場の旱魑による作柄への悪影　　響が挙げられるが、SUBSOIL　MOIS］「URE　　（地表から5フィー1・下の地層面の水分値）　　は夏場を通じて概ね問題無い状況であった圏　　ため、被害は限定的と見られている。�A作柄状況：　　　10月3日現在、USDAの週問作柄報告は　　（良い＋非常に良い）が全体の60％で昨年　　（69％）を大きく下回る。この時期の作柄　　と．最終単収を比較してみると、1996年65％　　→最終単収127，lBU／ACRE、／997年64％→　　最終単収126．7BU／ACRE、1998年69％→最　　終単収1．34．4BU〆ACREとなっており、US．　　DA需給．予想の…数字　（133．5BU〆ACRE）に　　疑問も残る．しかしながら、関係者の中に　　は　ト　レン　ドイール　ドの一レ、昇、TEST　　WEIGHTの上昇を指摘する者もお1）、品　　種改良による作柄の向．．ヒが今年は際立った　　結．果を産んだとも．考えられる。2）　国内飼料需要　　．1．999年8月末全米在庫工7．96億BUから類　推した／998／99年度飼料用需要は約54．78億　BUとなり、その後発表された！0月のUSDA　需給予想の下．方修正に合致する。しかしなが　ら、これに基づけば第4四半期の飼料1．ljその　他需要が、通年のそれに占める割合は14．2％　となり、過．去10年の第4四半期．Lド均（玉5．5％）　を下回り、やや少なすぎる感じがする。コー　ンの需要が他作物（小麦等）にシフトしたと　の見方もあるが、同時に小．麦の在庫数量は1大　きく予想を上回っており矛盾することから、　在庫数．量自体を．疑問視する向きもある。　�@肉牛飼養頭数：減少傾i飢こ歯止め　　　CATrLE　ON　FEED：主要7州（アリゾ　　ナ、カリフォルニア、コロラド、アイオワ、　　カン．ザス、ネブラスカ、テキ．サス）におけ　　る肥育牛の飼養頭．数（1，000頭以上の農家　　対象）次回発表は11月i9日19971998／．999JAN894394559021FEB　MAR　APR　MAY　JUN8813　　8769　　8904　　8484　　82319180　　8835　　8607　　8295　　82898907　　8858　　8865　　8573　　8537　　　JLY　AUG　SEP　OCT　NOV　DECI997　　7679　　7536　　7850　　8558　　9390　　9718／998　　7S25　　7706　　7750　　8376　　9195　　94091999　　8173　　7879　　8138　　　？　　本年3月以来前年対比プラスに転じてい　た導入頭数が引続き7月10・L5％、8月tO5　％とFEEDLOTの自転意欲が旺盛。しかし、　　8月はMARKETING頭数も予想を上回っ　ており〔前年対比107％）シカゴ相場には幾　分か弱材料と見られた，，�A　肉豚飼養頭数1減少傾向　　　HOGS＆PIGS　REPO蟹二全米の肉豚総飼　　養頭．数（四半期に．．一度発表、次岡は12／28）　　　頭数q，oo膨o12）1　1　「1　　62，2063　月　／　日　　　59，8516ノ「i　1　［　　60，536gjrl　l　lヨ　　60，736対前年比　対．前回比ユ02％　　　　　98％　99％　　　96％　97％　　　／01％　96％　　　100％　　99年9月．L日時点では対前年比4％の誠　少に加えて、．繁殖豚頭数も前年対比92％と　大幅に減少しており、シカゴコーンにとつ　ては弱材．料臼咋年秋に豚生体価格が戦後最　安値まで暴落した影響が依然として続いて　いると言えるQ�B　ブロイラー：堅調な増加・USDA生産予想　（単位1百万ポンド／　　　1−3　　4−6　　7−9　　10一工2　　通イ1三1995　　6，〜47　　6，360　　6，／S2　　6，336　　25，025　［＋4．9％）1996　　6，610　　6，57／　　6，628　　6，52ア　　26，336　〔＋5，3％）1997　　6，639　　6，937　　6，864　　6，83！　　27，271　〔＋3．6％｝1998　　6、875　　6，962　　6，932　　7，079　　2ア，849　〔＋2．1％）／999726571316乳2417，・�S29262／÷5註％）・USDA輸畠予想　　（単位：百万ポンド）　　　1−3　　4．一6　　7−9　〕．D−12　　通翁三1995　　　873　　　856　　1，0／9　　1，14ア　　3、895　〔÷35，5％：1／996　　1，075　　］，057　　1，121　　1，．167　　4，420　隻÷／3．5％〕1997　　11094　　／．／08　　11230　　1．，260　　4，692　〔÷6．2争多）．1998　　〕，271　　1，349　　1，093　　／，D17　　4，731　〔＋O．8％）／999　110421，20／11100　1．0994，442〔一6．1％〕せんきょう　平成ll年ll月号　　　生産蚤は、米国の健康志向による個人消　　費増加により前年比5，1％増加の見込だが、　　輸出需要は、昨年8月以降のロシアへの輸　　出停止により減少した：、5万MTのロシア　　向け無償援助が合意されたが、前年対’比マ　　イナスは免れない現状。3＞　食品、種子、工業用は引き続き右肩．ヒがり　のf申長といえる。　　エタ．ノール原料用：550．百万ブッシェル（前　年対比114％、史1＝2位〕国内エタノールプ　ラントが増設の傾向にある点は関係者に関心　の集まるところ．　　Nκ「10NAL　CORN　GROWERE．S　ASSOC匹　TION〔NCGA）の代表が現在カリフォルニ　ア州で、同州におけるエタノール使用の現状　を視察1†1日目。川州のガソリンは無鉛ガソリ　ンに含酸素化合物を混合したものであるが、　その含酸素化合物として使川されているのが　エタノール乃至MTBE（メタノールとBU−　TYL　ETHERの化合物。原口から生成され　るの。今年3月同州知事は環境汚染の原因に600500400300200／000　なるとしてMTBEの使用減少を指示、現在　エタノールの使用量が徐々に増加中との事。NCGAは、今後三州のガソリン化合物が全　てMTBEからエタノールに移行した場合、　エタノールの使用：吊：が年間4−6億ガロン、　コーンの使用量が1．2−2．4／：惹BU増加すると　見ており、コーンの価格に与える影響をUSC　lO／BUと見込んでいる。またNCGAはエタ　ノールは単に環境にいいばかりでなく、約　50％を輸入に依存する原汕と異なり、純国産　原料である事に利点があるとコメントしてお　り、カリフォルニアの現状が．全米に広がって　いくようであれば、コーン端場の長期的な支　手麦オ才料・と．言えよう。　　異性化糖川の需要も米国内の景気好調から　国内飲料需要堅調に推移中。前年対比105％　の職長となっている。4〕　輸出需要：　　USDA10月の需給予想の中では、99／00年　新穀の輸出：景を1，925百万BUと予想。これ　は前回の9月発表の数字よりも75百万BUの■HFCS〔鼻き乍t三イヒ｛癖）ロブドウ／果料1看ロスターチ團エタ．ノール〔］醸造アルコール囲食品用1992／93　　1993！94　　1994／95　　1995／96　　1996／97　　1997／98　　1998／991992／931993／941994／951995／961．996／971997／981998／99」ブドウ1果糖414442462482504532560214223231237246245240スターチ　　　238　　　244　　　247　　　219　　　229　　　2・巨L、39642．9481せんきょう　平成11年11月号上方修正となった。しかし、この輸出需要に関しては今後の西国の輸出動向次第で下．方修正される可能性もある点は留意しておきたい。3，1）世界の飼料穀物需給アルゼンチン産トウモロコシ1999年度生産量予想：13，5百万MT　　　　　　　　（前年比▲5．8百万MT）2QOO年度生産量予想二15。5．百万MT　　　　　　　　（前年比＋2．0醇ゴMT）2000年コーンの生産量は史上最高の豊作だ　つた98年（／．9．36百万MT）よりは減産予想な　るも、99年を上回り史上2番目となりうる点　は注目するが、現在はややドラ．イ懸念が台頭　してきており、今後の天候に注目が集まると　ころ。　　本年度（99年3月一2000年2月）のアルゼ　ンチン産コーンの輸出成約予想は8．5．百万　MTと減少。全本向け成約も80万トン〔前年　約12Q万トン）と減少。生産減に加え、米国　産トウモロコシの価格低迷で国際的競争力を　失ったのが原因と見られる。2）　中国産トウモロコシ　　1998年度生産量：IO4．30百万MT　　　　　　　　　　　　（前年対比＋19．7）　　1999年度生産量予想：工33．O．百万MT　　　　　　　　　　　　（前年対’比＋28．7）　　2000年度生産量予想：128，0百万MT　　　　　　　　　　　　（．自昨イ「二気∫士ヒ▲　5．0）　　†産地の東北冗省は現在のところ目立った　障害なく、本年も豊作が．予想される。99年国　内需要U．7．25百万MTは前年対比横ばいな　るも、輸出3．5百万MT（前年対比±／l二1万　MT）と伸長し、期末在庫率は6．4％．ヒ昇し、　31．9％と高水準。今後も国内価格の高値維持　を建前に輸出価格の引き下げには消極的なる　も、新穀輸出を5．0百万トンと見ておゆ、輸　出意欲は旺盛。その場合でさえ新穀の期末在　庫は33．5％と依然高水準を維持していること　は注目に値する。3）　ロシア・東欧産トウモロコシ　　一昨年の記録的な豊作から・略して昨年は　夏場の熱波からハンガリーを除き大減産。し　かし本年は作付け前から天候が理想的に推移　しており、．豊作が期待出来る巳しかし、アジ　ア向け輸出はコソボ紛争による運河が相当被　害を受けており、輸出港までの集荷に問題生　じる恐れ大きい。　　　　　　1998　　　　1999ルーマニア：　8，5→1．2．0．百万MTハンガリー：　6．0→　7．0．Fl万MTFSU−／2　：　5．3→　7．6コ口MT4）南アフリカ産トウモロコシ／998／99年度生産．吊：：7，1！ゴ万MT　　　　　　　〔前年対比▲O．44百万MT）．1999／00ゴ：ド度生産量．予想：8．00．1三1万MT　　　　　　　（．前年対比＋．1．5百万MT）：1．998／99壬巨1蔓（7）ゴ争想タトσ）」三産量む」父｝こ、　期］．1ご1．在庫を人れても年間の国内需要（7設G百万MT）を賄えず一転トウモロコシの輸入国に転じ、アルゼンチンメイズ、米国コーンの輸入を開始。今年約85万トンを輸入したと報告されている。4　今後の注目点1）　ll月USDA需給予想（！1月10「1発表）　　最大の関心事は、収穫がほぼ終了した現在、　今年此れ迄で最も実態に則した形での．予測と　なるであろう生産掃：予想である。WORLD　PERSPE⊂TrVE社によれば、1965年以降で、　USDAの需給予想におけるコーン生産1窃予想　が8月から9月にかけて減少、及び9月から　／．o月にかけて増加となった事は今年を含めて　8回あるが、過去の7イ図こおいては必ず11月　の数字が10月から更に．ヒ昇修正される結果と　なっているとの事。またその増力1．1幅は平均92　百万BUとなっており、これを甲．純に今年の　場合に当てはめれば、今月10［の需給予想にせんぎょう　平成1／年1王／．1号　おけるコーン生産高は9，559百万BUとなる。　これは単に統計からの推測に過ぎないが、収　穫期に天候の問題が見られなかったことから、　実際に多くの関係者が、次回の生産量予想が　．．ヒ方修正されると予想している事には注目し　たい。発表が斯かる予想通りとすると、長期　的な相場の安値低迷は暫く続くものと予想す　る向きが多い。2）　中国の輸出政策　　現在中国政府は、基本的に農家への保証価　格以下でコーンは輸出されるべきではないと　の政策を設定している。即ち、これまで中国　メイズの輸出が伸び悩んできた背景には、高　水準の保証価格に対して、安価な国際価格で　販売すると輸出公司に損害が発生するという　構図があり、中国はたとえ豊作であったとし　ても保証価格の変更がない限りは積極的輸出　は考えられないとされてきた。しかし、中国　は近年、保管設備の不足と不良から、品質悪　化や、害獣の被害が40百万トンに上り始めた　こと、徐々に市場原理導入が浸透してきたこ　とから、国内に洪水や旱魑があった後でさえ　も、輸出を実現してきた。　　そして今年7月一頃になって、満を持して　中国産メイズの輸出が活発化してきているこ　とが明らかになった。中国政府の農産物輸出　統計によると本年（99年）1−9月までに211　万トンのトウモロコシが輸出され、来年3月　までに更に2百万トンの輸出が実現する見込　みとの報告がなされている。シカゴコーンが　今後．ヒげに転じるようなことになれば、中国　の積極的輸出に拍車をかけることになるであ　ろう。　　米国コーンの輸出見通しに就いては、中国　の輸出政策の変更に大きく左右されることに　なるため、今後の中国の動静には注目したい。最後にこれまで、述べてきた通り、99／00年のクロせんぎょう　平成11年11月号ップは概ね各国とも豊作の見通しとなっており、全体的な取引き価格の下落と共に今後暫くは、アジア方面を中心に穀物の貿易量は伸長すると予想される。因みに、WORLD　PERSPE（TIVES社の分析に基づけば、過去6年間の世界全体の穀物需給バランス（コメは含まない）は以下の様になっている。（百万トン）1993／94年1994／95年1995／96年ユ996／97年1997／98年1998／99年1999／QQ（予想）供給量合計1，665．4L660．3　1，597．1　1，695．6　L734，8　1，752．9　L745．0需要量合計　1，400．31，404．7　1，392．5　1，453．ユ　1，459．4　1，463．O　L455．Q　これによれば、1993／94年から1998／99年の問に供給量が88百万トン増加しているのに対して、需要量は63百万の増加に留まっている。更に需要、供給ともに落．込んだ1995／96年目ら1999／2000年までを見ると、供給量が約ユ50百万トンの増加に対して需要量は63百万トンの増加に過ぎない。これは穀物の収量増加が需要の増加速度を大きく上回っている事を意味しており、ここ2−3年間の穀物相場の低迷はこれら需要と供給の不均衡を反映していると指摘している。　しかしながら、一方で安値安定のコーン流通価格を背景に、空前の好景気に沸く米国内のコーン需要も飼料用、工業用を中心に大きく喚起されてきており、アジア・南米の景気の急速な回復が見込めず、中国のWTO加盟問題も暗礁に乗り上げた感がある現在、コーン価格低迷が飛躍的貿易量の増加に直結するという単純構図には懐疑的な見方もある。何れにしても、HIGHTECHNOLOGYを駆使した品種改良による収量増大、並びに着実に進む途上国の生活水準の向上とインフラの整備構築は、長期的には世界的規模で穀物貿易の拡大が進むことを予感させる。〈参考資料〉米国コーン（米国穀物需給表US　CORN）1999！10〆8琴．邑イ1｛9／1一巳〆31s7〆88B8〆8989／gogo／9／…｝玉／9292〆9393／9494〆9595〆9696／9797〆9898〆9999／oo面　積．（MIL　ACRE）?@付�　穫66．2T9．5P19．867．7T8．2W4．672．3U4．8P16．374．2U7．OP18．576．0T8．8P08．679．3V2．1P31．573．2U2．9P00．778．9V2．5P38．671．5U5．2P13．579．2V2．6繧Q7．】79．5V2．7P26．78D．2V2．6P31�n．空」．．−−．氈@給（MIL　BU｝@　期首在庫@　生　　産@　．輸　　入4，882V，131@　　34，259S，929@　　31930　P7，532@　　21，344V，934@　　31，521V，475@　20・i．．．P，，looX，477@　　　72，113U，338@　　21　　850^。1，558V，400@　　16　　426X，233@　　13　　883X207@　　91308　，9，761@　　2077．6V0．9P33．5．．「−馳」．k796X，467@　　10供給合計12，0169，1919，4649，z819，0168，472ヨ．。，91118，9ア49，67210，099．ll・，・・1．　　　11，2ア3．．．．．「．L．．．．．」ﾁ　費（MiL　BU）@　飼料用@　．食品・工業・種子4，812P，2293，987P245　74461　PL2go4，710P，3254，878k45410，584i．．．．．．．T，297P，511．4，705P，588E，…i・、7221，69311・598．．．．．．．u　5β02　1692　　，．・i．．．．．@5，505@1782　　P．「■「．T，486P，8225，500k880国内合計@　輸　　出6，041P，7165，232Q，0285，751Q，3696，035P，7256，332k5846，808P，6636，294P，3286，994P795　，7，28アP，50厘7，308P，9857，380P，925需要合計7，7577，2608，12D7，9／68，4717，62．2・画．遷・5488，7898刺9，2939，3C15　7760　　，「．i．．ゴ．．．@1，521−閲．L」．．一一．．u「．L．．．．「蘇在庫計4，2591930　PL3441，，Loo2，113．刷．ll酷・4268831308　，Lア961，968在　庫　率54．9％26．6％16．6％19．6％工3．9％24．9％1】．2％　16．7％　　　　　　幽5．0％／0．0％14．9％19．3％21．1％SOURCE；USDA世界コーン（世界のトウモロコシ需給予想（米国農務省10月B日発表））〈1999〆2000年〉〔単伎100力’トン〕期首在庫生産量輸入量国内需要輸出量1期末在庫在騨…米　　　　　　　国45．63240．470．25187．4648．9050．0021．2％ア　ルゼ　ン　チ　ン0．7115．500．006．509，00．o．714．6％南　ア　フ　リ　カ1．408．500．107．501．10／．4016．3％E　　　　　　　　U3．6935．9110．8138．439．062．916．1％日　　　　　　本1．260．0016．2516．45o．oo／．066．4％メ　　キ　　シ　　コ1．5519．005．0023．300．052．209．4％東　南　ア　ジ　ア1．7014．513．15ユ8．020．i51．196．5％韓　　　　　　　国0．48o．σ9＆258．30O．000．526．3％中　　　　　　　国38．55128．00O．251／9．955．0041．8533．5％旧　ソ　連　12国1．285．41o．lo5．310．45LO317．9％（ロ　　　シ　　　ア）0．16LOO0．D51．100．000．ll10．O％そ　　　の　　　他11．56／言。．3928．S4三6L2G3．6GLO．256．2％合　　　　　計lo7．97598．7873．05593．5277．31113．2319．：1％〈1998／99年〉期．首在庫生産量輸入量国内需要輸出量期末在庫在庫率米　　　　　　　国A　ルゼ　ン　チ　ン?@ア　フ　リ　カd　　　　　　　　U�　　　　　　本＝@　キ　　シ　　コ戟@南　ア　ジ　アﾘ　　　　　　　国?@　　　　　　国｢　ソ　連　12国iロ　　シ　　ア｝ｻ　　　の　　　他33．22P．61k55S．34P．45P．50O．94O．50Q6．00Q．68O．56P2．20247．94P3．50@7，IDR4．49@0，00P7．80H5．74@0．08P33．00@5．29@G．soP29．050．51O．00O．85P1．16P6．50T．50Q．95V．75O．30O．70O．65Q9．3016．70Q3．20P7．69@7，85P1725@6，94@Ls5P54．79185．62　　　　　　　　　　50．42　　　　　　　　　　45．63�ｉｌｉｉ…！lii　　　　　　　O．〔〕0　　　　　　　0．05　　　　　　　0，25　　　　　　　0，00　　　　　　　3，50　　　　　　　0，45　　　　　　　0．oo　　　　　　　3，66　　　　　　　P　　　i　　　】26　i　　　L55　　　1．ア0　　　0．48　　38，55　　　128　　　Q，16　　11．5619．3％S．9％　…17・3％　　；8．0％　　1V．5％U．7％X．5％U．1％R1．9％ﾛ7．3％W．6％V．3％合　　　　計86．55604．7976．17583．3875．64107．9718．5％旨せんきょう　平成11年11．月号（海運　　邑士日　　口心5日　第2次小渕恵三内閣の運輸大臣に自由党　　の二階俊博氏が就任した。　　当協会と台湾船主協会は、静岡県川奈市　　で第5回日台船主協会会談を開催し、両国　　海運の現状と展望等について意見交換した。　　（本誌平成11年10月号P，4シッピングフラ　　ッシュ参照＞6日　日本政府は、米国政府に対して規制緩和　　要望を行った。海運分野では米国海運企業　　に補助金を拠出する「新規運航補助制度」　　の廃止等を要望した。　　　米国政府は、日本政府に対して7分野の　　規制緩和要望を行った。特に通関・輸入手　　続きの改善に関しては、輸入の際に必要な　　乎続きを同時に処理できるよう調整を行う　　「ワン・ストップ・オフィス」の設．置を要　　望した。12日　中社および保税業務へ対象を拡大した　　Sea−NACCSおよび港長・港湾管理者への　　手続きを簡素化する港湾EDIシステムが　　稼働した。　　　石下元売り最大手の目石三菱と同3位の　　コスモ石油は、販売部門を除く各部門で　　1999年11月1日から業務提携を開始すると　　発表した。提携の柱の一つである原油調達　　の効率化については、両社でタンカーの共　　同配船を行い、コスト低減を目指す方針を　　明らかにした。　　　運輸省は、1999年度．ヒ期のPSC（ポート　　ステートコントロール）による航行停止処　　分状況をまとめた。それによると1999年4　　月から9月までの聞に213隻が航行停止処　　分を受けていたことが明らかになった。臨10月15日　［米両国政府は東京で約1年ぶりとなる　　海運当局間．協議を開催した。今回の会合で　　は日本の港湾運送事業の規制緩和などに関　　して意見交換した。　　　IMO第80図法律委員会がロンドンで開　　催され、船舶燃料油の汚染による補償に関　　する新条約案等について検討が行われた。　　（P，9海運ニュースー国際会議レポート参　　照）22日　92年国際油日基金第4回総会および理事　　会等がロンドンで開催され、汕濁2条約が　　適用される船舶の定義やナホトカ号事件の　　汕濁補償問題等について審議された。26Ei海事振興連盟は、1999年度の通常総会・　　および創立50周年式典を開催した。　　（P，19囲み記事参照）29日　運輸省港湾局は、現在進めている「重要　　港湾」の指定の見直しについて、基本的な　　考え方（方針）を発表した。それによると、　　特定重要港湾を除いた現在113港ある重要　　港湾のうち1割程度が見直しの対象になる　　見込みであることが明らかになった。　　　当協会は、運輸大臣等に対し、36項目か　　らなる規制緩和要望を提出した。　　（P．2シッビングフラッシュ参照）　　　OECD海運委員会および関連会合が25　　日からわが国において開催され、OECD海　　運原則に複合一貫輸送事業に関する項目等　　を新たに組み入れるとともに、次回会合に　　おいて競争政策委員会との合同ワークショ　　ップを開催することとなった。せんきょう　平成ll年11月号團撃ぐこ％』磁’ゆ。％便り米国外航定期船海運の行方　米国の外航定期船海運、そしてFMC（連邦海事委員会）の役割は今後どうなるのかについて報告します。1．米国籍外航商船隊の将来　米国籍の外航商船が激減している。1980年代初期に米国の外航定期船会社は18社あった。現在、米国籍の外航定期船の隻数は僅か50隻に減少してしまっている。APL、　Lykes、　Sea・Landまでもが外国の海運会社に買われてしまった。これらの船岡は近い将来、米国籍船の使用を止めてしまうと予想される。同じく老舗のFarre11、Watermanも、さらにFABCも米国籍船は使用しなくなるだろう。Crowleyは外航をやめてしまった。Crowleyは新規運航補助制度（MaritimeSecurity　ProgramヨMSP＞による補助金の受給権利を他船社に譲渡することにしたが、そのような決定をしたのは、この程度の補助金では米国籍の下での運航が不可能とわかったからである。因みに、APLによると、MSPによる補助金は1隻あたり年間210万ドルであるが、この金額は米国入と外国人とのコスト差の3分の2しか補填できないようである。　Crowleyが補助金受給権利の譲渡を決定した理由は、CSXによるSea−Land売却の理由と一致しよう。米国の外航海運には将来がないことを告げるものとして、米国造船所における外航船の建造がほとんどないことが挙げられる。現在47隻の船舶がMSPによる補助金を受給しているが、海運会社がこの制度の下で船舶を運航する唯一の経済的理由は、割増運賃をもらって米国籍船積み取り優先貨物と軍律係貨物を多く輸送できることである。MSPには思想、理論、．理解し易い長期的な政策目標がないと言われている。MSPはAPLとSea−Landに何か売れるもの（補助金の受給権利）を与えたが、これらの会社を買収したそれぞれの外国船社は早々それが余り価値がないものであることに気づくだろうと噂されている。1984年以降、同盟の運賃設定構造は弱体化しつつある。運賃はすばやくコストに引きつけられる。米国のコストはどうしても高くなり、この高コスト構造が商船隊の運命を決定してしまう。MSPによる実際の効果は米国籍外航商船隊の消滅を2、3年先延ばしするだけのものであると囁かれている。　10月第3週、ヒューストンで開催されたプロペラクラブ国際大会において、米二階LykesLinesとSea−Land内航海運会社の両社長が、　「米船は賃金の低い外国人を配乗したコストの安い外国軍船（中国、韓国、台湾）とは競争できない。資本構成が異なる。米国の商船隊は米国の内航で生きる道を探すしか他に方法がない。ジョーン．ズ法（米国内航法）により米酒が保護されている内航に専念したほうが儲かる。米国の海運会社は国内において鉄道輸送やトラック輸送と競争すべきである」と講演した。（註：米国国内の内航荷動き量は米国／外国問の海上荷動き量の約半分の量に匹敵する）。2，議会の対応　APLもSea−Landも、もはや米国の海運会社ではないと考える向きが議会にもある。下院ハイド司法委員長もそのように考えているうちの一入のようである。今年5月5日に開催した米国せんきょう　平成ll年11月号　　　外航海運改革法に関する公聴会において、APL　　　社長に［APLはシンガポールのNOLに買収さ　　　れてしまった今でも本当に純粋の米国の船社で　　　あると思うか」と質問した。これに対して、APL　　　社長は新会社の複雑な仕組みについて説明した　　　後、「イエス」と返事した。ハイド司法委員長は　　　さらに、「海運業界は独禁法適用除外が米国の　　　荷主や中間業者（フォーワダー、NVOCO：国　　　際複合運送業者）の犠牲において、外国人所有　　　の海運会社を利するようになるまでに変貌して　　　しまった」との懸念を表明した。｝　　　　一方、上院通商・科学・運輸委員会の古参委　　　員であるブロー上院議員は、／0月20［、ワシン　　　トンDCプロペラクラブでの講演会において、　　　来年、上院において「米国海運の将来」につい　　　て公聴会を開催したいと発言している』3．FMCの役割　APLやSea・Lalldが外国の海運会社に買収されてから、「FMCは米国の政府機関であるにもかかわらず、国際機関のようにシンガポールやデンマークの代弁者となるのであろうか？」とか、対1．1．1国問題では、「米中間のトレードには純粋な米国船側がいなくなった状況においてFMCは中国の海運政策についてどのように考えるのだろうか？」といった疑問が出てくるようになった。このような疑問に対して、今年8月、FMCクリール委員長はあるセミナーでの講演会において次のように明確に回答した。　「FMCの使命の．・つは米国の二存問貿易において好ましくない状況をつくり出す相手国の規則を是正させることである。法律に基づくFMCの権限行使の一部として、会社を誰が所有しているのかにかかわらず、外国で差別に会っている米国籍船社を助けるための活動がある。従って、APLやSea−Landが外国の船社に買収されせんきょう　平成1．1年ll月号たからといって、今後、このような分野においてFMCの活動が減少すると結論付けることは償越であり、誤った考え方である」　確かに、FMCクリール委員長が言うように、船社の所有者が誰であるかを問わずFMCが米国漁船を保護するのは・．一方的な善意に基づく行為ではないようである。米政府はFMCによる保護の見返りとして、このような米国富船に戦争や国家非常時における船舶の徴用といった犠牲を強いているのである。つまり、極端に言えば米国が戦争を行う場合、シンガポールとデンマークは必ず米国の味方にならなければならないということであろう。　また、FMCは報復的制裁措置の発動権限を有しているので、例えば、�o（米運1箭省海事局）が中国政府と海運協議を行う際、FMCの存在がMARADの支えとなっているようである。中国において外国の船社が事業活動を行う場合、中国国営船社の代理店を利用することが要求される。APL社長は、「中国において有利な立場にあるのは中国人だけである。それ故FMCが重要である」、さらに、「海運サービスはWTO（世界貿易機構）の枠外にある。米国の多くの海運関係者は海運をWTO（世界貿易機構）に持ち込みたくないと考えている。それ故、米国籍船はFMCを頼りにすることができるということが非常に重要であるので、もしFMCがこの分野における役割を奪われるようなことがあれば、当社は新規運航補助契約の期限が切れたとき、米国籍船社として残るかどうか見直さなければならない」と語っている。　このように現在のところ、米国迎酒が存在する限り、FMCの役割には大した変化がないのではないかと思われる。（北米地区事務局ワシントン連絡員　平山　修）團．ぷ丁瑠驚凱．饗三．嘱撃鍵軟、・v〆〆〆〆〆〆．ヲタウン』冒の顕航即日臆”癒耳塞柳嚇一プタウン嘲赴　　　　観的であったと思う。（因みに、これが三回目の陸　　　　上勤務であるが、全て海務とは無関係の情報シ　　　　ステムの仕事である。この頃の船長は何でもやらな　　　　ければならない、と痛感している）　　　　　しかし、この楽観が大きな間違いであるとわかる　　　　まで、それほど時間は掛からなかった……。　　　　赴任前日　　　　小生　「現地法人の新コンピューターシステム構　　　　築のため、明日からケープタウンに赴任します。」　　　　某南ア駐在経験者「期間はどのくらい？」　　　　小生　「過去の経験から、6ヶ月もあれば出来る　　　　　と思います。」　　　　　某南ア駐在経験者　「6ヶ月？　6年の間違えで　　　　　はないのか？　お前、アフリカだぞ1！」　　　　　小生　「……」　　　　　その二日後　　　　　ケープタウンに無事着陸し、海沿いのホテルに到　　　　　着。　　　　　ホテルマン　「Welcome　to　our　hotel　sir，　Mr．　　　　　Hori！！」　　　　　小生　「Could　you　call　me’Captain　Hori〜」　　　　　ホテルマン　「Yes　sir，　Captain　Hori！！」　　　　　気持ちいいスタートだ。　　　　　翌朝　　　　　　ボツ、ボッ、ボッ！！短三声の汽笛で目が覚める。　　　　　時計を見ると、午前5時だ。うるさいな、と思いつつ　　　　　もう．．．一度寝たが、今度は長一・声で目が覚める。商船三井船長堀一郎　汽笛がうるさくて寝られない所にホテルが立つはずもないので、これは悲しいかな、職業病であろう。その後、ホテルマンに汽笛の講義を施す。どこまで、覚えていてくれたかは疑問。　初出社し、早速Manager　Meetlngを開く。某月某日　今日は日曜日。マンデラ．元大統領が政治犯として二．．卜数年もの間投獄されていた監．獄があるロベン島を見学することにした。（因みに、ここは脱走不可能な監獄として、「ゴルゴ13」の舞台にもなったので、覚えている方もおられよう。）高速フェリー乗り場に出航5分前につき、切符を買おうとしたが、満員でもないのに売ってくれない。「どうしてか？」ときくと、切符売場嬢はベテランの船長が新米のサードオフィサーに講義するかのような顔つきで長々と説明した。要は、「船というものは、電車やバスと違って出航前に乗客名簿を作成しなければならない。あんた、乗客名簿を知ってるかい？あんたは私がそれを作成し終わる前に余裕を持って来なければいけなかったのよ！」ということであった。たまらず、「Do　you　know　what　I　am　P」と言ったが、箋1劉�d・だh糠嚢せんぎょう　平成11年1／月号〆漕・・〆〆漕“・〆〆評頴・…ぜ〆漕・〆〆ドー・・＝・ダ〆漕・・＝・・「正dQ　not　knQW」とあっさりきり返され、退散する。某月某日　その．・週間後、先週の敵を討とうと出航30分前に到着。前の晩に考えた「30分あればいくらトロいおまえさんでも乗客名簿を作る時間があるだろう。ところでおまえさん、汽笛の長さに意味あるのを知ってるかい？」という文句をいってやろうと切符売場に行くと、先週のあの売場嬢は不在。今日の売場嬢は非常に手際良く、出発直前まで乗客を受け付ける。…何か損をしたような気がする。某月某日　赴任後、3ヶ月が経った。思ったとおりに仕事が進んでいない。Manager　classはともかく、どうもStaff　classに問題があると気づき始める。某月某日ウエイトレス“Co∬ee　orTea〜”小生　　E‘Earl　Gray　Tee，　Please．”ウエイトレス“OK，　sir！”　朝食時にこの会話を繰り返す事、もう数ヶ月になる。覚える気が全くないのであろうか？某月某日　赴任して4ヶ月が経過した。最近やっと黙っていても朝食時にEarl　Gray　Teaがでてくるようになった。こんな事でもすごく嬉しい．　しかし小生だってたまにコーヒーを飲みたい時がある。思い切って、コーヒーを注文しようと何度も思ったが、例の会話を訓導ヶ月も繰り返すようになってはたまらないので、ついにコーヒーは．．．一・度も飲めず。某月某日　仕事が進まないのは、劣悪な教育レベルにある、そしてやる気のないSt雄class、そして彼らの実力を分かっていても理解しようとせず、理想ばかり語るMallager　classのせいである、との結論を出す。　仕方なく赴任期間を4ヶ月間延長する。まさか6年にならなければいいが。某月某日　部屋からTシャツが紛失。ハウスキーパーがシせんきょう　平成11年工1月号7つの海のこほれ話黍錨鯵弓隠．七eグ”　　　　〈　　　　　題；荊層　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．男　i｛βしつσつ’ヒ／榊ゴr．＼一ッと一緒に持っていったもよう。某月某日　ランドリーから靴下二足とハンカチー枚が戻って来ず、某月某日　今度は部屋から、愛用のH本手拭いが紛失。どうもハウスキーパーがホテルのタオルと一緒に持っていってしまった模様。さすがに堪忍袋の尾が切れ、マネージャーに猛烈に抗議する。マネージャーは小生に平謝りし、自らホテル内を一時間探し回り、それでもないとなると、ケープタウン中のホテルに電話をかけまくり、類似品を手に入れてくれた（それでもかなり分厚く、体をゴシゴシ擦るのに不適当であったが）。離任の日　10ヶ月が経ち、なんとか仕事も一．．・段落して、帰国の時がきた。とにかく嬉しい。日本に帰ればなんでももっと順調にいくだろう。おいしいものもいつでも食べられるし、コーヒーもいつでも飲めるぞ！　このようなケープタウンでの生活であったが、今となっては南アフリカ人の人なつっこい、悪気のない笑顔ばかりを思い出1．す。See　you　soon！！今度は船で行くそ！！．へ響炉」馨．、．奪肖滲N蓼、し　へ藩一眠峯、馨一、§ギト、熱夢働＼海運関係の公布法令GO月）��　千九百七十四年の海上における人命の安全　　のための国際条約に関する千九百八十八年置　の議定書　　（条約第12号、平成11年10月15日公布）翻　千九百六十六年の満載喫水線に関する国際　　条約の千九百八．．1’八年の議定書　　（条約第13号、平成11年10月15目公布）（政令第336号、平成11年10月27日公布、平成12年4月1日施行）�堰@空港周辺整備機構の財．務及び会計に関する　　省令及び海上災害防止センターの財務及び　　会計に関する省令の一部を改正する省令　　（運輸省令第44号、平成ll年10月6rl公布、　　平成11年10月6日施行）�K　港則法施行令の一部を改正する政令　　・（政令第329号、平成1／年10月2G日公布、平　　成11年10月29日施行）�N　港則法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第45号、平成11年10月22日公布、　　平成11年10月29日施行）�K　地方分権の推進を図るための関係法律の整　　備等に関する法律の施行に伴う運輸省関係　　政令の整備等に関する政令「行方不明船対策本部」の設置について　当協会会員会社が運航する船舶が、去る10月22日インドネシアのスマトラ島クアラ・タンジュン港を出港した後、連絡が取れなくなっていることから、機関故障、海難等の可能性があるものの、近年東南アジアにおいて多発化・凶悪化している海賊事件に巻き込まれた可能性も否定出来ない。このため、当協会は10月27日に「行方不明船対策本部」を設置し、．協会会員会社に緊急連絡を行うとともに、関係機関に協力要請を行い、情報収集に全力を挙げている。（平成11年11月1日現在）せんきょう　平成］．1年11月号陳惰書・要望書（10月）宛先：運輸大臣、行政改革推進本部規制改革委　　　員長件名：海運関係分野の規制緩和の．一層の椎進に　　　ついてのお願い要旨：P．2シッビングフラッシュ参照国際会議の予定（12月）WTO閣僚会議　11月29日〜工2月2日シアトル当協会代表と船員問題等について意見交換　一フィリピン労働雇用省長官の来日について一　10月19日から23口にかけて、Bienvenldo　E．　Laguesma労働雇用省長官を筆頭に、同省及びフィリピン船員業界関係者の使節団一行約50名が、日本商船隊におけるフィリピン人船員の雇用促進を目本の政府及び関係業界にアピールするため、工996年以来3年振りに来日した。　使節団一．一行は］．0月21日には、表敬のために当．協会を訪問。同長官及び海外雇用省（POEA）、海事産業省（MARINA）、海外労働者福祉庁（OWWA）、専門職資格認定委員会（PRC）各行政官等の代表9名が、生田会長、鷲見船員対策特別委員会委員長、崎長田副委員長、豊田同委員、及び和田理事長と、日本海運を取り巻く状況、船員の需給及びIMOの“’ホワイトリスド等について意見交換した。引き続き、生田会長主催の歓迎昼食会が開催され、当協会船員対策特別委員会及び岡幹事会メンバーを中心にして使節団一行全員を歓待し、和やかな雰囲気の下、日比友好の親睦の輪が広がった。　同一．．一行は当協会のほかに、わが国の運輸・労働両省、国際船員協会、及び全日本海員組合を訪れてフィリピン人船員の雇用促進について意見交換を行うとともに、離日前目の10月22日夕刻には、日本政府・業界の関係者多数を招待して長官主催の答礼宴を開催した。　ヒ　　　▲昼食会で談笑する当協会生田会長（右側）とLaguesma　フィリピン労働雇用省長官（左側）せんきょう　平成11年U月号圃琴『醗醗『1『『1奪ミミ『「『溝1聯『『1墨『『『．1，わが国貿易額の推移轡凋運統計、�_と＝、ノ　　　　　（1iiイ立：　　：10億円）年　月輸　1．』輸　入前年比・前年同期比｛％）（FOB）（CIF）入日出超翰　出輸　入198029，38231，995▲2，61230．432．0198541，95631，08510，8704．0▲　　3．8199041，45733，8557，6019．616．819954153031，5489，9822．612．3199750，93740，9569，98113．97．8199850，64536，65313，911▲　　0．6▲　1Q．5ユ998年9月4，5973，054L5423．9▲　　9．1104，38／3，015L366▲　　5，7▲　14．8113，6822，789893△　12．8▲　1L8124，1292，7141，415▲　12，22L71999年1月3，4512，692759▲　10．6▲　22．0235942，65793．7▲　12，2▲　　5．734，3052，995L310▲　　62▲　10．644，0232，9ア91，044▲　　7．4▲　　4．653，5612，733828△　　1L9▲　　3．264，0962，9181，178▲　　5，7▲　　6．874，2192，9701，249▲　　乳5△　　8．683，7383，036702△　　6．9▲　　2．894，2712，8871，383▲　　7．1▲　　5．5（注）　通関統言．トによる。3．不定期船自由市場の成約状況2，対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月舗）平均最高値最安値19901．44．81124．30ユ60．101993111．19100．50125．751994102．2496．45109．00199594．9680．30104．25／996lO8．ア998．051／0．311997121．00lll．35131．251998130．89114．25147．001998年10月玉21．30114．．25136．7511120．58115．30123．6512l17．541．15．30122．701999年1月l13．18llO．35116．202116．66112．／5121．753119．了8117．45工23．354l19．81l17．95121．955122．ll120．15124．3261．20．9011．8．12122．207119．86l15．20122．6581／3．4011Q．82．L15．609107．571．04．48nO．9310105．9．ア104．05107．95（単位：千M／T）区分航海用船rLu止期用船△　　計シングル（晶　目別内　訳）年次ロ　　　　　ロ連続航海航　　海穀物　　　　　．ﾎ割　　　　　1　　　　　1z石．スクラップ砂糖肥料その他TriP　・Period／993172，7688，470164，29856，03342，16959」．67ヨ4082，3533，357811　　　　　　　．P08．546126，003199418q97811，264工69，71444，99344，25168，299．12・634［　3，477…4，4301，63Q17640746，8761995172，6424，911167，73148，77552，37157，261　　　　　」P，526…1，9415，054803／54β0249，0611996203，4072，478200，92954，37469，50966，5398983，25115，601757144，56129，8151997195，9962，663／93β3346，79267，19266，5511，0693，724i7，312i693160，46843，2401998186，1971，712184，62141，93869，30164，994836　　　　　1R，8002．4991　　　　　し　1，280P136，9ア224，7001999　216，103o／6，1033，2466，7945，5441102276212012，1672，146．312，092D12，0922，7394，5244，37402477912gl13，8604，96341／，149251王，12・12，4513，7934，357o183340　｛p12，1532，5755玉。，2GOo10，20Q2，8783，5123，．生4．6G130182529，512611，616011，6162，5113，6724，944o262ユ0512211，1121，419714，862014，8623，3004，5156，538o241268o13，944　　　　　　1810．4．7412710，3471，9964，1983，62003601136010，6698，523912，268012，2681，7664，5385，5280242194o14，0983，2091011，47214．0ll，332／，6693，926　　　　　2T，2531　　0…　　　332ヒ　　　134118ユ4，8624，146〔注）�@マリタイム・リサーチ社資料による、．�A品目別はシングルものの合言［。．�B年別は暦年。せんぎょう　平成11．年11月号（（@　　．．｝＿．．3　．．＝〜．〕貰．託ζミ．．．ρ＝ミミこ．三こ≧ミミ…ミ＿．．ミ建ξ罫罵えマこミ：；ミミモ：ミ驚ミミ要署§暴；；こ暮ミ欝：≧ぞ．ミミ三ミ澤誓．獣ミ薄ミ欄さ君麗；ヒヒ．繋霞ミ＝鰹一羅誌、＿　N　起．　灘｝．55D】QO50口原油iペルシ．�j溝／i］奉』嶋レン哲．flパ致和／べ　、ペルシャ湾／日本@　　ヘ　ノへ　　　、！　、r　　　　l　　ゾ　、　　　’@　／ノ@ノAへ’　　、@1　　、@’A’@　　、／　　　＼，kペルシャ湾／欧米19∋4〔年11995199日19971999監999　　1ドル115D　454D351DO　3025205D　　15o01穀物〔．ガルフ／B奉・北．米西岸ノ［体・ガルフ／酉肱〕1994附1995＼ガルフ／西欧1996仁四719S81999階菊3015】05D4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）Iiペルシャ湾／日本＼ペルシヤ湾／欧米、月次199ア1998／999199719981999最高最低最高最低最高最低最高1最低最高最低最高最低166．2562．0062．OO50．OO67．5060．7556．5052．0052．504．2．5062．5051．OO266．5058．5069．DO60．0072．5059．5052．5047．5060．0045．0065．0050．00369．0058．0082．OO67．5070．0051．0057．5050．5067．5055．0062．5042．50467．5046．5072．5065．0045．0035．0〔〕52．5045．OO72．5055．0040．OO33．50572．5061．5087．5069．0042．5037．7559．5045．oo77．5069．0047．5D33．50676．5Q65．5Q75．0062．5062．5045．oo60．oo52．5077．5056．5055．oo37．50786．7568．5082．5074．ア538．QO65．0050．0072．5065．0045．OO36．75894．0085．OO80．0060．0040．0036．0σ67．5065．0068．5052．5045．0036．00994．5072．5060．0044．0052．5045．7570．006D．0056．0040．0052．5043．0010100．0089．OO62．5052．5054．5048．DD77．5070．0055．0051．5053．7545．001工82．0075．0062．0047．5080．0065．0053．7544．0012ア5．0049．5062．ア548．0062．5〔〕42．5056．5043．75（注｝�@日本郵船調査グループ資料による。　�A単位はワールドスケールレ．一ト．．，　　　　るものワ　．�Cグラフの他はいずれも最高値ワ．�Bいずれも20万DハV以．．ヒの船舶i．こよ．〕5，穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位：ドル）旨1ガルフ／1」本北米西岸／日イ．‘」ガルフ／画欧月次王99819991ユ9981999199819991．最高最低最低最高最低最高　　．最低．最高　　最低最高最低1iI21．25／9．0016．0013．2511．509．009．1510．75　　9．OO9．509．OO2i］9．oo16．5017．0014．258．．ア5一7，90　　7，50一3i19．5017．501．8．0015．2512．8511．5010．75　　9．306．75一4i20．OO16．0018．3514．25一一　9．505：i1．7．oo15．5020．5016．50一　．一一10，50　　7，50一6旨15．3513．7017．6015．5〔｝『一　一．714．OO13．0018．5016．OO9．7510．95　10．80　一813．0012．5020．5018．60一一　12．oo912．7512．7020．1019．85．一一8．50一ユ0レ一24．0021．70一13．85　13．008．7512．301i113．7512．75一8．75　　7．5012…12．8512．25一8．50　　6，75〔注｝　�@．日本郵船調査グループ資料によるワ　　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。�A．いず．れも5万DハV以一ヒ8万D、岬未満の船舶によるもの。せんぎょう　平成H年11月号灘黙蕪：聡灘響慧黙1瓢薫滋・繋難黒＝滞諜瓢票器三コミ濃罵『＝；羅澱；ミニ〕1慧二ごll灘；；罷｝黒爵マ∫1　石炭ドル｝四プトンローズ／鵬・鉄鈍lll　l脚写瞳ツバロン湘ス2【ド旧隠貝1目皿40025　400ゐこDO3σoε口20石炭（ハンプトンロース／日本）ハンディーWーティ　250／250へ　　　　ハンディーn　　　クリーン1、1�`　　　　’「5’1�d　1，、�o、5　�d／、�／＼鉄鉱石（ツバロン〆日本）20コ@　　／@　r＼ノ隔》　　　　1、、1�dΨ，　　　、　　　　l戟@　　　　　　　　乱　　　　ハ戸ハ　　　　　　ρ「＼＼、＼115D「、】50、「＼　1ノLD　’　／10略ノ」lkr、、　、　　小型f　　　　、へ＼＼一へ〆＼　へ　A10D1∫レ、、　　　　　　　　〆「1。o黷ｭ一／“　1　　’AA！　　　、、　　　　、　　　　／A1、　　／5中型5♂50鉄鉱石（ツベ〔1ン／西欧）駒fVLcco0　　0旧93　　　　1995D　　モ9％爾旧量5　　　　　死巳眺1997恥99巳　　　　19991994［年｝1995旧9δ運賃指数．（、．石炭（ハンプトン・一ズ／躰）一石（ツバ・ン／躰・ヅ畑ン／西欧）（単位：ドル〕ツバロン！口本（鉄鉱石）1998　　　　　　　　　　　　　工9991999鳳、・、　　　1・．・「・　最低［最書1…　最低　取隅最高　最低／　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　二　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　　5，80　　　　　5．25Q　　　　一．．．　　　　　三　　　　　．．　　　　　．一　　　　　一R　　　9・75　　　　＿　　　　　＿　　　　　一　　　5・25　3・95［4　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　4．7〔〕　　　　4．．15@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一堰@論　鉢　撰　馴讐岬　　　　　　　　　　　　　　一�ｰn素＿癒器＿一一課　　�Bグラフの値はいずれも最高f直・　4．加　　3．5D@4，40　　3．75@4，45　　3．45@4．oG　　3．5GP5・。5　4・60o4，10　22〔｝L　　　　．．．@4．70　　4．40@　　4．20@　　6．25ﾖ7．タンカー運賃指数タ　　ン　　しカ一　　運　1998賃　　指　　数月次123456789雪義一中型小鞭咄C�ｌｌｌ出頭儲、蟻1．57．3　　工07．259．1　　1／4．158．4　　玉O〜｝．．162．0　119，752．3　　110．463．4　1工O．963．8　107．270．3　　1（」0．483．4．　110．676．2　113．989．5　114．974．3　．ilo，667．5111G．81997・）−　9306く．　・　，　，　，　「545122665088／1．ーワ一1．−山下188．4198．12帆．4】93．9181．2203．01s5．5176．2179．51．81．．6164．618G．1233．8255．8237．7223．4213．72〔．）2．818玉．2175．7170．3163．9149．〔．玉．184．o6643ワ旧　・　　，　　9　　．　　p4巳，】ゆ一⊃rつ．6777ワ冒33ワ一〇6↓5顧74B7ア5454！04．896．7iO6．19i．898．2104．899．6　88．9　ア9．2　82．4．　88．2142．1．上32．9145．7122．1119．8136．3129．2120．2107．2117．OU9．8ユ．54．5146．5160．6．、56．6170．8167．4168．0165．4158．3146．7／33．3H・CVLCC】｝．【型175．51622：、92．1161．9155．1152．0　　40．7160．9　49．4　75．7159．7　　‘1．2．3　　74，3152．3　　へ玉，3　　73．3：151．73160．9182、391．295．81999小型116．8138．o．1．1．3．8鱒嚇1…櫓il曝1：甜聯　　　　　　1　　　　　　　部二8鴨81瀧搬：雪　　　　　　　／O8．1　162．1　／47・9H・D150．O．L6．1．2164．3167．5H・C198．9165．7159．314‘1．．2せんきょう　平成U年U．月号．・・．……．．ヒ．．．．一ゴRTπ．−・了−’℃O1：：−三7．7．：：．こ＝…ぞさ；1．二．：．1．1：三τ．＝．艮慧二．．．．　■ヤ三ごζ…．こ．、、、．．℃．．、．；＝き＝礼．ご羊．・；・・G．　　．．瓢『．弼．3L．．・罫黙ミ難k、．ミ嬉羅黙ミ鰍羅鐸係船船腹）110Dσ10UOc押’万D’v’p即巳00脚単〜　　　　　　　、タンカーm1「400　、　　、、@　　　L@　毫ﾝ物船’帆ノ・　搾4＼I　　　、　　　rf、f、、　、　”、　一pt20D　rA’0L994〔年｝1四5旧9日19971gga199908，貨物船用船料指数貨物船航海・用船．料指．数貨物麟定期用船料指数月次19941995　　　1996　　　／997199811999　　　　11994　　　　　ユ995　　　　　19961997　　　　　1998　　　　　1999．1．234567891011．12189．OP85．0P85．0P98．0P9LOP98．0P98．0Q02．0Q鴨．0Q12．0Q12．0Q19．0　234．0　　　　207．0　　　　209．0@227．〔，　　　　2｛〕2．0　　　　197，0@229．〔｝　　　192．O　　　　l99，0@243．O　　　　l92．0　　　　197，0@245．0　　　19（〜．0　　　190．（1@239，0　　　　195．0　　　　184．0@230．0　　　　186．0　　　　．183．0@218．O　　　　l89．O　　　　f　96．0@220．Q　　　　186．O　　　　工90．OZ　　　　　　　　　　　　　　191．O　　　　　　　　l76．O冒；§：9　18δ．。　、99．。1　209．0　　　　211．O　　　　／86．0189．O1166．0?W5．oi170．oP71．Oh69．OP73．0P73．0P75．0D167．0P65．OP64』P65．〔．，P70．0P68．01ア2．0?V3．0Pア6．0P79．OP78．oP85．0327．0　　　　358．0　　　　380・3R20．D　　　　358．0　　　　386，6R24．0　　　　366．0　　　　339．4R10．0　　　　377．σ　　　　36390R1＆Q　　402．Q　　350亀0R34．0　　　　390．σ　　　　339．0R20．0　　　　426．0　　　　339，0R60．0　　　　391．0　　　　289，0R49．0　　　　364．0　　　　29390R33．0　　　　355．0　　　　294幽0R63．0　　　　34へ．2　　　　323．GR67．0　　　　374．7　　　　323．0347．0R32．0R4LOR54．0R42．0R26．0R38．0R30．0R27．0R16．0Q99．0Q94．0277．0　　23／．0Q54．0　　229，0Q60．0　219．0Q62，0　221．0Q62，0　238．0Q92．0　　238．0Q66．0　　226．0Q1〔LO　233．0Q08．0　238．0Q22．0Q31．監》Q32．0平均199．8　　1　226．1　　　　193，3エ92．d　172．1335．4　　　　3．75．5　　　　334，9328．1245．5L注〕�Fロィ@　　　ルはロ．イズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ層シ@．ズ・オブ・ロント．1ンプレスと1，8，、。1，誓需葛1｝三論、。は、，・，．・一1・…6−1・・〔シッビング・ニューズーインターナショナ@　　　　　　　　　　　　　　　　　定．期用船料指．萎父1よ197．1；100｛．．｝9．係船船腹量の推移／998　　　　　　11999／9971月次貨物船タンカー窒士　牛勿　痛台　　　　　　　　タンカー貨物船タンカー隻数　干GIT千D〆．．W隻．数丁．G〆T千D〆Wl隻数千G！T干DIW隻数千GIT干D八V隻．数千G！T干DハV隻数千G〆T千D牌i234567急1／1224824102，589Q411，9962．，402Q532，0552，420Q512，0ア32，462Q492．0862，520Q442，0082，426??a…265　　2，252　　2，555」269　　2，254　　2，59655T7U3U4U3T7T8T7T3T7T8T91，6072，757P，6282，8Q4P，7102，970P，7963，／01P．7813，060P，7763，052P．8233ユ60P，7763，031P，4872，474P，6162，591P，5432，532P，4502，464250　　2，063　　2，423　　　57　　1．，450　　2，466Q44　　／，911　2，220　　　55　　1，・leo　　2，492Q46　　1，957　　2，281　　　58　　1，744　　3，066Q47　　2，028　　2，381　　　56　　1，675　　2，927y56　2，G92　2，448　　55　1，665　2・8S9Q59　　2，1ア1　2，546　　　54　　1，681　2，939R10　　2，S48　　3，408　　　58　　2，0L8　　3・63工R11　2，816　3，420　　58　2，018　3，621R19　　2，852　　3，f120　　　57　　1，ア26　　2，941R26　　2，885　　3，420　　　53　　1、453　　2・479R24　　2，915　　3，515　　　50　　1，407　2，415R24　　3，004　　3，ア18　　　51　　1，465　　2．528328R17R12R06R03R28R29R41R44R553，2424，060　51R．0943，83Q　47R，2484，135　45R，3214，275　49R，U43，949　49R，5034．．535　50R，3744．345　50R．4074β77　51R，5144，560　50R，5岨4，576　491，2052，125@9071，487P，0041，720P，／831，943P．，L741，926P，3872，485P．3632，443P，5122，639P，5072，631P．、工41L940〔注）ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイズ・マンスリーリスト・才プ・レイドアップベッセルズによる。せんきょう　平成1／年11月号　つい先日まで暑い日が続くと感じていたような気がするのに、もうすっかり秋色が深くなってきた。過口、富士五湖の辺りまで足を伸ばしたが、山の木々が美しく紅葉しており、とても清々しく、気持ちのよい一日を過ごす事ができた。　「せんきょう」の編集委員を小生が拝命して、2年以上が経過した。2年前に初めて編集会議に出席した際、まだこの機関紙の存在意義や目的をあまり意識できておらず、何か貢献しなければという気持ちはあるものの、何をどのように話してよいのか分からなかった頃が若葉の頃と考えると、そろそろ紅葉の「いい味」を出すようにしなければいけない時期だと自分に言い聞かせている（決して、次の落葉を待っているのではないので誤解無きよう、為念お従来の形にのみとらわれる事無く、読者の方々の真に興味ある話題を多く取り．ヒげ、多くの人たちに楽しみにして頂けるような機関誌を作るよう、微力ながら努力をしていきたい。　1現の初め、弊社の調査ゲル．一プでは合宿を行ない、今後の調査活動についての方針策定を行なった。試査グループの存在意義、目的を再確認し、経営・営業・各関係部署との関わり、今後の体制や活動方針などを集中して、かつ時間を気にせず話す事ができた、，この合宿の成果を今後の実際の活動に繋ぎ、今まで以一ヒに経営・営業に役立つ調査活動を行なっていきたい。　海事産業研究所の体制が10月から改善されたのも、同じ発想と思う。研究所の殻から抜け出て研究所外との対話を増やし、海運業界のニーズに即した研究を行なうということで、これから更に同研究所の存在感が増すのではないかと思う。今後の研究成果のみならず、どの様なテーマを取り上げていかれるのか、が楽しみである。　船主協会、海事産業研究所、各海運会社の調査機能、現在それぞれに独立して行なっている活動の中で、ダブっているものを統合、合埋化できるものは合理化し、入・物・金といった資源をもっと効率的に配分して、さらに海運業界全体のための調査研究活動を行なう事ができるように協働すること、またそのような体制を作っていく話し合いを始めることも、今後進むべき方向の一つとして考えられるかもしれない。　　日本郵船　　調査グループ調査第一チーム長　　　　　和田好夫（せんきょう11月号　No．472（Vol．40　No．8）　　　発行◆平成11年U月20U　　　倉lj二1＝U◆H召乖l135イ1冗8）ヨID日　　発行所◆社団法人　日本船＝i三協会　　　　　　〒102一呂603東京．鄙．T．代田区平河1「「r2・6−4〔1毎運ビル〕　　　　　　TEL．〔03）3264−718］　〔総務音「1広報硯ミ〕編集・発行人◆鈴木昭　　　製作◆株式会社タイヨーグラフィック定価◆407111〔．lri’1是税を含む．L会員については会費に含めて購読料を徴収している1せんきょう　平成ll年ユ．1月号．瀞一誌ねあ馬鵠船会社の仲間たち第�Q回）．）◎N．　　　　営業の中で、特殊タンク船を　　　担当しています。　　　　エチレン・L．P．G．・V．C．M・　　　溶融硫黄といった、ケミカルのζ　　　中でも特にデリケートな製品の　　　集荷と国・内外への配船業務を「　担当いたしております。　　　　　　　　一一　　　．一丁　　　　一＿ソ今回、登場して頂くのは　　　　　第一タンカー�渇c業部外航・特殊船営業室主任　　　　　吉川淳さん（34歳）です。　　　わが国初の鋼鉄製液体ケミカ　　ル専用船「三景丸」460トンを就　　航させて以来、今日ではIMO　　構造規則に基づくステンレス船、ζ　　保温加熱・極低温冷凍・高圧構　　造を有する特殊構造の大型船を　　多数運航いたしております。　　一　　　　　　　一へ　　　　“一〜ノ3慢禦灘　1一．　　一　　　．一　「，．と。≡での会社生活。中。」　一番の思い出といえば…？。鷹蹴駐禦ミ始まり、毎朝本船の動静を確認し、気象状況に気を配り、何回　　　　　　　　　　　　　　　旨、　　　となく船長に運航状況を問い合　　　わぜ、代理店との打ち合わせ。　　　無事揚地での業務が全て終わっ詮　　　て「ホッ」とした時の感慨は今　　　でも鮮明に覚えております。一｝一匡一へ一　　　　『〜　　一．「　　　　　　　一＿ソ4仕草讐鷲瓢�d　　　ケミカル輸送の中で、基礎原　ξ　　料部分を扱わせて頂いておりま　　す。これを専門的な基礎として一一一へL＿第一タンカー�鰍ﾌ事業概要．　液状化学品専門のタンカー会社として1961年に設立，化学工業界に繋がるパイプ役としてこの種業界の先導的役割を果たしてきた。特殊構造船を多数支配下に置ぎ国内・近海・遠洋航路と進展させている。船が支える日本の暮らし祐・J・ρ・・…5hip・w…s・A＄・d・・i・n　　　　http＝／1www．jsanetor．lpノ（（

